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巻　　頭　　言

　　　（Foreword）

会　長　飯　島　幸　人

President Yukihito　IIJIMA

最近は目まぐるしい世の中である。つい先頃まで好景気で世の中にはお金がごろごろしてい

て，泡のごとくであると言われていたものが，あっと言う間に不景気だという。人手が足らなく

て引張りだこだったものが，ほんの数直前の間に人員整理の大会社の名前が新聞に載るように

なった。私のような経済に素人の者にとっては何が何だか一向に分からぬが，やはり，科学的な

というか，学問的なというのか，原因と結果の十分を相関関係があるのであろうが，世に経済学

者とか研究者といわれる多くの人がいても，大海の大きなうねりのような世の中の動向は，人力

をもってしては，いかんともしがたいのであろうか。

　科学の世界も，経済はひとの世界の話しだと，超然としているわけにはいかなくなっている。

我々が直接関係している，船関連の社会を見ても10年前の船はもう経済的な寿命が尽きようと

しており，なにか新しい付加価値を付りるか，今までの概念を覆すような，画期的な船を導入す

る必要にも迫られている。船の特徴は，他の輸送機関に比べて輸送効率の高いこと，即ちトン・

マイル当たりの運賃が安いことであった。従って大量のバルクを長い距離運ぶのに最も適して

いるわけであるが，最近の経済事情の中では今までの技術を守り，それを延長して行きさえずれ

ば良し，は許されなくなっている。例えば，高価貨物は飛行機の独占市場となっているが，船が

今の2倍から3倍の早さで走れるならば，付加価値の高い航空貨物を船に引き込むことが出来

るであろうし，また，．広大な海の資源は漁業を除いては殆ど手が付けられていない。これらに対

応できるような船には新しい，あるいは画期的な技術が要求されようが，我が電波航法研究会も

航法の部門において，これから貢献が期待されるところ大なるものがあると思われる。
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電波航法Electronic　Navigation　Review
No．37（1990）

IMOにおける最近の話題

東京商船大学　名誉教授

　　　庄　司　和　民

Topics　at　the　subcommittees　of　IMO／COM＆NAV

Professor　Emeritus　Tokyo　Univ．　of　Mercantile　Marine

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Kazutami　SHOJI

まえがき

　この原稿の原文は，平成2年12月4日の電波航法研

究会において行った講演をもとにしたものであって，

同年2月のIMO第35回無線通信小委員会（COM35），

及び同年9月のIMO第36回航行安全小委員会
（NAV36）における話題であった。しかし、その直後

12月10日から14日にわたって開催されたIMO第36回

無線通信小委員会（COM36）における話題，及び1991

年7月に開催されたIMO第37回無線通信小委員会
（COM37）における話題も追加し，　topicsをup－to－date

した。

1．IMO第35回無線通信小委員会における話題

　IMO第35回無線通信小委員会（COM35）は1990年2

月5日から9日にわたって開催された。その会合にお

ける主な話題は次のようであった。

　1．1G：MI）SSの保守要件に関するガイドライン

（1）A3，　A4海域を航行する船舶の保守要件に関する

ガイドラインは，米国及びデンマークの提案に基づい

て検討され，次のような決定を見た。

①設備の二重化については，米国案をもととして

　　　基本的な装備の二重化でよい。

②陸上保守については，詳細を定めずに各主管庁

　　　が受入れられる方法でよいことを内容とする柔

　　軟な表現に留める。

③船上保守については，RR（国際無線通信規則）

　　　に基づく資格に加え主管庁が同等と認めた資格

　　　でもよい旨を明記するか否かについて合意が得

　　　られず，次回再検討する。

（2）設備の二重化及び陸上保守を採用した場合であっ

ても，最小限の保守に関する措置が必要であることを

勧告する西独提案は，スペイン，ギリシャ等の支持は

あったが、ノルウェー，英国，米国等の先進海運国か

ら強い反対があり，受入れられなかった。

　1．2海上遭難安全のための料金及び財政問題

　INMARSATを利用した遭難安全に関する通信料

金は，出来るだけ広範囲に無料とすべきであるとする

ICS（国際船主協会）を中心とするユーザー意見と；船

舶からの遭難呼出のみを無料とするというINMAR・

SATの意見が平行したが，一応の料金マトリックス案

が作成された。これを次回小委員会で検討することに

し，それまでにMSC（海上安全委員会）は，　CCITT（国

際電気通信諮問委員会）に対して関連勧告D．90の修正

を延期するよう要請すること，及びMSCが本件に関

するIMOとINMARSATとの合同会議を開催する
ように要請することとし，各国主管庁はその合同会議

及び次回小委員会に意見又は提案の提出が求められ
た。

　1．3GMDSSの有効性について

ICFTU（国際自由労連）から提出されたGMDSSの有

効性に関する疑問については，INMARSAT，　CCIR

（国際無線通信諮問委員会）及び多くの国によって幾多

の実証実験及び技術的検討が行われ，また既に実用化

しているものも多数あり，GMDSSの有効性及び優秀

性は充分に実証されていると小委員会は確認した。

　L4　GMI）SSのマスタープランの作成

　各国から提出された資料に基づき表が更新された。

　GMDSS海域の海図への表示方法とそのシンボルに

ついてはIHOに検討を依頼することとした。

　GMDSSの海域に関する航海者への情報提供は，無

線局の位置とその範囲の表を作成するか，又は海図の

中に表示することとなったが、詳細は次回小委員会で

検討することとした。

3



　更に詳細なGMDSSのマスタープランを作成し，海

上安全情報の提供を行うために，DSC，　HFのMSI及

びINMARSAT施設についての詳しい質問状を作成
した。

　A1船が船舶通行分離方式に従って航行する時，　A2

海域に多少入る場合がある。これについて・ノルウェ

ー，英国及びオランダは，A2船の装備が必要になると

の意見であったが，ギリシャ等は，このような場合A2

海域内の航行は，5～6浬に過ぎないからNAV小委

員会の見解を求めたいとし，本件についてはNAV小

委員会の見解を求めたうえ，次回再検討することとな

った。

　GMDSSマスタープランは，　INMARSAT　CES，

MCC及びRCC間の通信情報をも含めることとなっ
た。

　1．5　海上安全情報（MSI）の放送

NAVTEX業務に関する各国の情報を加えて改訂さ

れたNAVTEX局のリストを，効果的に航海者に周知

するためにMSCに対してこのリストをMSCサーキ
ュラとして各国に回章するよう要請することとした。

　INMARSAT　SAFETY　NETのマニュアルガイド

ラインの原案が作成され，これをWMO，　IHO，　LSR

小委員会へ，それぞれが関係する運用事項の項目部分

を完成するように要望を付して回章することを事務局

に要請した。またMSCに対して，本案を予めの情報と

して各国に回章するよう要請することとなった。

　HFによる自動MSI放送が完成するまでは，　MSI

放送受信機の自動受信の規定を手動のものでもよいよ

う柔軟に取扱うとの米国の要望が認められた。

　電子海図（ECDIS）の更新情報をMSIの範囲に含め

るか否かが検討され，技術の発展を阻害したくないと

いう西独の意見がオランダ，スエーデン等の支持を得

て，MSIに含めることで合意された。

　1．6　船舶に備える無線設備の性能基準について

　INMARSAT　SES－Aの自動警報に関して，　SES－A

にも自動警報が必要であり，このためにINMARSAT

のオペレーション上で解決する必要があることが認識

され，一方SES－Aの性能基準A．608（15）にアラーム

要件を含むよう改正することがWG（作業部会）で合

意された。

　また同じくA．608（15）中の電源瞬断の規定も，SES－

Cに合せ60秒に改正することもWGで合意された。し

かしこれらの改正は次回のCOM小委員会で再審議さ

れることとなった。

　406MHz　EPIRBのコーディングに関し，9digits

の本船IDによる方法に統一することが，．簡潔で安全

上望ましくRRにも従っていると主張する西独，ノル

ウェー，オランダ，ITU（国際電気通信連合）等と，

多数の既存EPIRBがシリアル・ナンバーでコーディ

ングされて居り，どのコーディング方式でも必要な情

報をデータベースに持たなければならずその手数は同

じで，主管庁が選択すればよいとするソ連，米，三等

の意見が平行線をたどり，本件は次回COM小委員会

で再び審議されることとなった。

　SARTに関するIMOの基準A．604（15）中の「15m

のレーダーアンテナにより10海里より作動する」との

規定は（理論上）満足できない件について審議され，

当該距離を5海里としても問題がないとの合意が

WGでもなされたが、本委員会では，更にLSR小委員

会でも検討がなされるよう要請することとなった。

2．IMO第36回航行安全小委員会における話題

　IMO第36回航行安全小委員会（NAV　36）は1990年

9月3日から7日までにわたって開催され，その会合

における主な話題は次のようであった。

　2．1電子海図関連

ECDISに関する審議は，航海装置関係WGの下に

設けられたSub　WG（IHO／IMO－HGE）で行われ，次

のような結果が小委員会に報告された。

（1）ECDIS暫定基準案についてのIECの質問に関す

る審議

　IECよりの次のような質問があり，審議の結果大部

分試行の結果を待って検討するとされ，回答案が作成

きれた。

　1．　2表示器の代りにヴィンドウを用いることの是

　　　非

り
盈
9
0

4
じ
」

6

7
89

スケール及び機能の切替時間の限定

1．2項の「accurate　and　up－to－date」と，7．3項

の「accuracy」の定義の違い

信頼性（MTBF）と利用率（MTTR）の確定
4．3項の「the　sailing　area　at　a　different　scale」

の意味の確定

5．2．5項にある特別区域への入域の検知のため

には気位測定装置が必要であり，船位測定装置

がECDISというシステムの一部として要求さ

れるか。

5．3項に要求される航海記録の最低要素の確定

7．3項のIHOの精度要件に適合という内容の明

確化

APPENDIX　2の「Non　chart　symbol」の確

定，及びその最低要件の確定

（2）スエーデンより3．2項の標準表示情報の項目に

「Location　names」の追加を求める提案があったが、

これも試行の結果を待って再検討するとされた。
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（3）オーストラリアからの，Minimum　displayとし

て，standard　display，　minimum　display，　enhanced

standard　displayの3種類の提案に対しては，これも

試行の結果を踏まえて検討していくこととされた。

（4）同じくオーストラリアからの，レーダー画像重畳

に関する注意の喚起については，ECDISの表示装置を

主要な衝突防止援助装置として使用してはならないと

いう文章を追加することとした。

（5）同．じくオーストラリアからの，電子海図データの

更新情報の放送は，NAVAREAのような分担海域を

各国水路部に持たせ，これらの地区センター局より衛

星放送で，全世界の更新情報が得られるようなタイ

ム・スケジュールで放送するのがよいとの提案に対し

ては，これをIHO，　CCIRの検討に加えるよう要請す

ることとした。

（6）ノルウェーより，「ノルウェーは，IHOとの協1議

によりENCの作製及び更新のためのセンターの設立

を考慮中である」との報告がなされた。

（7）紙海図と同等でない電子海図装置については，日

本より提出したガイドライン案が説明され，次回

NAV小委員会にこれに関する各国のコメントが要請

された。

　2．2　全世界的航法装置

　IECからロランーC受信機，デッカ受信機，オメガ並

びにディファレンシャル・オメガ受信機の技術基準が

提出された。またGPS受信機の技術基準を検討する

WGが設立され，1991年から作業が始められる旨の紹

介があった。

　ソ連からロランーC／Tchaikaの組合せチェーンにつ

いての米ソの合意がなされた旨報告があった。これに

対して，IECにロランーC受信機の技術基準はTchaika

にも適合するよう再検討するように要請した。

　また，IECに対して，　GLONASS受信機の技術基準

の検討も考慮するよう要請した。

　このように技術基準はIECで検討されるが，これら

の運用に関する問題は本小委員会で開発すべきであり

とし，次回37回NAV小委員会に各国よりの提案が要

請された。

　INMARSATから，測位機i能を第3世代INMAR－
SAT衛星に搭載することについて，今年末までに費用

回収の観点を考慮して結論を出すつもりであることが

報告され，NAVとしては原則的にINMARSATの測
定機能搭載を支持することとした。

　第35回のNAV小委員会で，現在運用中の電波航法

装置及び計画中の電波航法装置についての一覧表が作

成されているので，参考までに表1及び表2として掲

げた。

　将来の全世界的に統一されたシステムの採用に関す

る検討項目について，次回の第37回NAV小委員会

（1991．9．23～27）で審議することとなった。

　2．3　レーダートランスポンダについて

　安全目的でのレーダートランスポンダの使用に関す

るガイドライン案を作成し，次回NAV小委員会で審

議の上最終化することとした。この件については，各

種トランスポンダの実態に即して，その名称を「安全

目的でのレーダートランスポンダの使用に関するガイ

ドライン」とすることが合意された。

　高速掃引レーダービーコンは，CCIRでの検討結果

のとおり総会決議A．615に従うものではないことが確

認されたが，当ビーコンはその数も少なく，近い将来

交換される見込みであることから，A．615の改正は必

要ないことが合意された。

　2．4　APRAシンボルの統一

　IECから原案が提出され，我国から再度試行操船と

テストのシンボルを，「T」及び「X」から「TRIAL」

及び「TEST」にする方が認識しやすく誤認を防ぐこと

ができるという意見を述べた。しかし，IECの審議結

果が支持されそのまま承認された。今後各国はAPRA

の型式認定手続きを整備することとし，1993年7月1

日以前の出来るだけ早い時期に型式承認を受ける

ARPAは，新たなシンボルを使用することで合意され

た。

　2．5当時単独見張り試行のガイドライン

　第57回海上安全委員会において，暗時単独見張り試

行のガイドラインを作成するよう指示されたNAV小

委員会は，前回第35回NAV小委員会においてガイド

ライン案を作成し，これをSTW小委員会及び第58回

MSCに回章した。今回はSTW委員会のコメントに

留意し，その最終案を作成した。（本案は，1991年1月

の第22回STW小委員会において一部修正され，第59

回海上安全委員会で承認された。）

　試行に参加できる船種については，既に旅客船には

適用しないことが合意されているが，主として海洋環

境保護の立場からタンカー，ガス・キャリア，ケミカ

ル・キャリアと対象から除くべきであるとする仏国，

米国，中国，メキシコ等と，これらの船は設備構造及

び取扱い等厳しい規則にのっとって運航されており，

安全性の観点から言えば他の船と変らないので試行を

許可すべきであるとする西独，ノルウェー等との間で

激論がかわされたが，案文には一応これら3船種は試

行の対象としないと記載することとし，再度次の第59

回MSCで審議することとなった。西独，ノルウェー，

デンマークはこれに留保を付した。

　試行を行う海域については，船舶分離通航帯及びそ
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Xl Information about operational satellite and terrestrial based systems Technical and operational aspects
Informat{on GPS-NAVSTAR TRANSIT GLONASS DIFFEREN- DECCA-NAVIGATOR LORAN-C TCHAIKA
.Items (ooDIUSA) (USA) (USSR) TIALOMEGA

Principleinclud- Satellitebasedsystem. Satellitebasedsys- SimilartoGPS- 'Transmissionof CW;hyperbollcphasecom- High-poweredwideband Similarto
ingsystem Atomiccleckonboard tem.Position NAVSTAR. cerrectionsbya parisonsystemqrrangedin 100kHzpulsedhyperbolic LORAN-C.
description thesatellites.Position determinationof local-transmit- Chainsnorma!lycomptis- systemarrangedin

determinationofsatel- userequipmentby terforeach 'ingoneMasterandthree Chaihscomprising3,4or

lites'bymathematical measurementfre- Omegastation SlavetransMitters.Each 5transmittingstations.

model,updatedbyground quencyshiftsofsig- receivedlocally, stationradiatesfourhar- Stabletimesourcepro- "

segment.Positiondeter- nals(Doppler)as inaccordance monicallyrealatedfre- videdbycesiumstan-
minationofuserequip- thesatellite withRes.A. quenciesintheband70- dards.
mentbyonewayrariging approachesand 425(11). 130kHz.Eachslaveis
tofoursatellites. passestheuser, phaselocked' tomaster

.transmltter.

Statusofsystem' Testwithreducednum- Infulloperation. Testswith Somestationsin 42fullyoperationallChains 16Chainscomprising67 2chainsconsist-
berofsatell{tes. reducednumber .operatlon. aroundtheworldcompris- .statlons. ing8stations.

ofsatellites, ing42master,stationsand

l19slavestations.

Estimateddate 1992. 1990(12satel- Inoperationin Irioperation. Inoperation. Inoperation.

ofintroduction lites).1995(24 selectedareas.
tt

satellites). 2000.

PhaseinPhase
out

Anticipated1994

Operationalcen- USDept.of USDept,of. USSR. Bythecountry National. USDept.ofTransport USSR.

trol Befence. Defence. inwhichthecor- ChasinsisContinental

rectiontransmit- USAatleastuntilthe
.terls. year2000.0perationof

USDept.ofDefence
Chainsoverseasbeyond
year1994subjecttodis-

cussionswithHost'and
otherAdministrations,

'

otherChainsnotspecified.

Keyelements Satelliteshore- 1stationcan Shbre-basedsta-

basedstations. coveranareaup
.tlons.

to500nm.de-
1 pendingon

.transmltter

power,

No,ofSatellites 24. 4
.

24.

(3spares).

Orbit 6orbits,20,OOOkm Polar. 6orbits,

19,OOOkm

Signal CDMA,differentcodes Continuouson15e Published. ./

formilitaryandcivil and400MHz.
application.

Groundsegment Centralizedsystem. 4monitorStatiens. Willbepubli- tt

Onemainstation,4moni- shedlater.

.torsatatlo.ns.

Usersegment Differentequipment Accuracydepends Differentjquip- Differentequip- Widerangeofequipment. Widerangeofequipment.
Differentserial

accordingtotherequired ontheaccuracyto mentin.the rnentaccording ofequipment.

accuracy. whichship'sspeed, stageofproduc- tomanufac-
courseandtimeare tion. turer.

known.

Availability Continuouslyalloverthe 990/owhensatellite Continuouslyall Localcoverage Veryhighinexessof99. Veryhighinexessof99. Localcoverage

(Systemavaila- world. isinview.Fixrate overtheworld. -contlnuous. 95% 950/o. .contlnuous.

bMty) varieswithlat. Potentialfor
(Co'verage) Approx.110mins complete

atequator,30mins
at8o".

coastalcover-

age.

Reliability High. 990/o High. 3stationsjoint Inexessof99.950/o. 950/olevelofprobability. 95e/olevele'f

{
signalavailabil-

ityof970/o

probability.

Accuracy Generalusers100m. Dualfrequency: 100m. 1-s･3nm, Typicalcoastalaccuracy Typicalcoastalaccuracy 50-s-200m.

differentialGPSbelow 25m. (2drms.) upte300nm. -50m.day200tn.night. 50to200m.

5m. Singlefreq.:500m.

Estimatedlife- 7.5yearseachgeneration Atle'astuntit Untilatleast Notspecified. USDept.ofTransport

time
'(satellitelifetime).

year2000. 2000. ChainsinContinental
USAwilloperateintothe

nextcenury.Operation

ofUSDept.ofDefence
' Chainsoverseasbeyod

J

year1992subjecttodis-

h cussionswithHostand
otherAdministrations.

rt
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L.

Information GPS-NAVSTAR TRANSIT GLONASS DIFFEREN- DECCA-NAVIGATOR LORAN-C TCHAIKA
.Items (DODIUSA) (USA) (USSR) .TIALOMEGA

Limitationscon- Systemisoperatedby Systemisoperated No No No No No
.cerntng miJitaryauthority, bymilitaryauthor- Iimitation. limitation. limitation. limitation. 1{mitation.

Userinputlimited. ity.Userinputlim-
'

ited.

Users Degreeofaccuracyof. User,speed,course No
civilcodeisadjustableby andtimemustbe limitation.
groundsegment. known,

Redundancy High,becausiofredun- High,becauseof High, Sameas High,duetohighlevelof High. High.

dantsatellites. redundancy. OMEGA redundancydesignedinto

transmitterstationequip-

mentandprovisionfor
' reserveantennasystems.

Additionalser- BornebyUSSR. BornebyUSSR.
'

vlce

Installation Operationcostsborneby Unknown.Costs BornebyUSSR US$100,OOOper Variableaccordingtocoun- Variableaccordingto BornebyUSSR.
costs(incl.no- USGovernment.- bornebyUSGovern- stationifthe try,site,servicesand country,site,transmitter

recur-rentdevel- ment. radiobeacon configuratiop.
sizeserviceand'

opmentcosts) .exlsts. cenfiguration,
'

US$140,OOOif
not,

Operationcosts Nouserfeeplanned Unknown.Cost Nouserfee. LesisthanUS$1, S6meuserfees. None. Nouserfee.

peryear bornebyUSGovern- 500perstation,

ment.Nouserfee,

Numberof Approx.100,OOO. Approx.76,500. Approx

worlduser Otherestimateshigher. 1,OOO.

Growthofusers Atleast200/operannum. Atleast200/operannum. atleast100/oper

annUm.

Development Groundstat{onequipment Groundstationequipment Groundstation

continuing. continuing. andequipment
Receivers,continuous,to Receiversjcontinuous,to receivers
providemaximumfacilities providemaximumfacil- continued[

atlowestcost. itiesatIowestcost.

'

×
tc 2 Informatiori about planned satellitig and tetrestrial based systems Technical and operational aspects

Infonnationitems NAVSAT(ESA) GRANAS(FRC) INMARSAT RDSS(USACorporation)

Principleincludingsystem Satellitebasedsystem.Noatomic Satellitebasedsystem.No GeostationaryaugmentationofGPSI Satellitebasedsystem.No
de$cription c!ockonboardthesatellite.Posi- atomicclockonboard.Satel- GLONASSthroughoverlayofsimilar atomicclockonboard.Position

tiondeterminationofsatellitesby litesdeterminetheirownposi- spreadspectrum,navigationsignalsand' determinationofsatel!itesby

correspondinggroundsegrnent. tioncontinuouslybytwo-way transmission'ofGPSIGLONASSintegrity groundsegmentconsistingof

Positiondeterminationofuser rangingtothreegroundsta- information.Satelliteposition'andaugmen- benchmarktransceiversand

equipmentbyone-wayrangingto3 tions.Positiondeterminationof' tationsignalgenerationbygroundstations controlcentres.Positiondeter-

satellitesorbydopplereffect. usereqipmentbyonewayrang- Noonboardatomicclock.Positiondetermi- minationofusedequipmentby

Noticeofsatellitemalfunctionto ingtofoursatellites. nationbyonewayrangingof4satellites rneasureofcomminicationpath

userwithin3to9seconds. (INMARSAToverlayandGPSandlor betweentimedelaysbetween
GLONASS).Satellitemalfunction theuserandRDSScontrol
notificationtouserswithin10s. centre,

Statusofsystem Systemconceptdevelopment. Systemdevelopmentsimulated. Systernconceptdevelopment;simulation CoverageofcontinentalUnited

-

throughaPNtestbedonexistingTNMAR- Statesunderdevelopment.

SATsatellites(1989),Nav.payload
proposedforincorporationonINMARSAT-
3satellites.

Estimateddateofintroduc- 1991. Notyetdetermined. From1994inphasedmanner. COMUS1988Worldwide1989

tion -v 1991･

PhaseinPhaseout Undetermined,

Operationalcontrol Notyetdetermined, Notyetdetermined. INMARSAT,aninternationalintergovern- PresentlybyGEOSTARCorp.

Internationalimplementationand Internationalcontrolenvisaged. mentalco-operative. Internationalcontrolpossible.

controlenvisaged.

Keyelements Futuresatellites(INMARSAT-3and
beyond)withnavigationpayloads,associat-

edsatellitepositiondeterminationfacilities

andgroundstationsforgenerationofnavi-

'gationsignals;'integritymonitoringnet-

work,

No.ofsatellites 12+6, 20. 3+3Geostationary. 2or3forCONUS
6forcoveragebetween75'N
and75"Sand8forworld･wide

coverage.
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Information　items NAVSAT（ESA） GRANAS（FRC） INMARSAT RDSS（USA　Corporation）

Orbit TDMA　PN　sequence　and　Doppler． TDMA　PN　sequence． S三ngnal　structure　be三ng　defined　for　maxi－

高浮香@possible　compatibility　and　inter・

盾垂?窒≠b奄撃奄狽凵@with　GPS，　GLONASS，　NAV－

rAT；．　presently，　CDMA　（LO23　Mbps
垂唐?浮р盾獅盾奄唐?@Gold　codes）preferred．

TDM　Bi口ary　Phase　Shift　Key

barrier，

Ground 5　0r　6　ground　stations　and　ll

高奄唐唐奄盾氏@control　centre．

Decentralised，15　unmanned
唐狽≠狽奄盾獅刀C1manned　station．

Decentralised　emplying　INMARSAT　Coast
≠獅п@Ground　earth　stations　and　TI8C　stations　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

翌盾窒撃пEwide．

3control　statlons．

User．segment Different　equipment　a6cording　to

狽??@required　acc亡racy．

Simple．　No　codefinding． Diff¢rent　equipment　depending　on　whether

翌盾窒汲奄獅〟@with　GPS　or　GLONASS　6r　GPS十

fLONASS，　the　required　accuracy，　and

翌??狽??秩@a　combined　Communications　and

mavigation　uSe．

Simple．

Availability

isystem　availability）（cov・

?窒≠№?j

Continuously　a．110ver　the　world． Continuously　all　over　the　world， Continuous，．worldwide　except　for　high　lati・

狽浮р?^polar　coverage『until　such　time　an

盾窒b奄狽奄獅〟@satellite　component　ls　added．

continuo口sly母110ver．the　world．

Reliability High，　graceful　degradation　of　sys一．

狽?香D

High． 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρgigh． High．

　　　　　　　　　　　「
`ccuracy Doppler　mode；100m．

oseudorange：．5～30m．

aetter　than　l　m．　with　co－operative

狽窒≠獅唐垂盾獅р?秩D

15m．　CEP．． Pseudorange：30m．，　can　be　better　with
р奄???窒?獅狽奄≠戟@corrections，

．Several　metres．

Estimated　lifetime 10　years　e皐ch　generation　（sat611ite

撃奄??狽奄高?j，

10years　each　generation　（sate1－

撃奄狽?@lifetime），

Acontinuing　system．　Individual　satellites：．

P0＋years．

10years　each　generation（satel・

奄奄狽?@lifetime）．

Limitations　concerning No　limitations． No　limitations． Initial　phase．is　in　augmentation　of　GPS　and

fLONASS；can　evolve　gracefully　to　an
奄獅р?垂?獅р?獅煤@civil　CNS　system．

No　Iimitations．

Users No　limitations， No　limitations．　A　passive　system　open　to　all

奄獅狽?窒獅≠狽奄盾獅≠戟@civil　userS．

No　limitations．

Redundancy． High，　because　of　redundant　satel・

撃奄狽?刀D

High，　because　of　redundant．
唐≠狽?撃撃奄狽?刀D

High，　because　of　redundant　sateHites；both

奄氏@terms　of　in　orbit　backup　for　sate11ites

モ≠窒窒凾奄獅〟@nav藍gation　payload　but　also　as皐

モ盾高垂撃?高?獅煤@to　GPS／GLONASS　honstella・

@■狽撃盾獅刀D

Additional　se「vice Addition　of　communications．　and

唐?≠窒モ?@and　rescue　function　under

唐狽浮р凵D

Com阻unlcation　service：low
唐垂??пfdata　transmission　with－

盾浮煤@additiohal　primary　power

isp3ce　in　the　timeframe）．

Afull　array　of　worldwide　mobile　satellite

imaritime，　aeronautical　and　land－mobile

モ盾高高浮獅奄モ≠狽奄盾獅刀jservices　data　as』we11　as

魔盾奄モ?C　messaging，　data／position　reporting，

高pnitoring　and　control，　etc，

hntegration　of　functions　allows　for　grater

奄獅狽?㍽~ity　than　p七〇vided　by　separate　systems．

Distress　location．

le6sage　transmission．

dPIRB　capabilities．

goming　capabilities．

ealse　alarm　interrogation　capa－

b奄撃奄狽奄?刀D　Secondary　radio　system

モ≠垂≠b奄撃奄狽奄?刀D

Installatioh　costs

iinc．　non－US＄150　million

窒?モ浮窒窒??煤@development

モ盾唐狽刀j

US＄950　million． US＄600　million． Under　review，　Navigati．on　package　esti・

高≠狽?п@to　add　abous　5％　to　rnass　of

hNMARSAT・3．satellites．　Support　ground・

唐?№高?獅煤Dcosts　also　marglnal　because　exist・

奄獅〟@in‘rastructure　can　be　em炉loyed・

Unknown，

Operating　costs　per　year US＄．150．milion． US＄100　mi111on． Under．review． Unknown．　US＄20　per　month．

浮唐?秩@fee　and　US＄　450　trans・

@　．モ?撃魔?秩@cost．

の付近φ海域は，船舶の通航が整理されているた．め安

全性は数しち高い場合も．あるので許可される旧きであ

るとする西独，英国，デンマーク，カナダ，ノルウェ．

一等と，船舶の輻較する海域では試行．を行うべきでは．

なし｝とする米国，中国等≧意見が対立し，合意に至ら

ず小委員会では海域に言及しない．こととなった。．

3。IMO第36回無線通信小委員会における話題

　IMo第36回無線通信小委員会（coM　36）．は，1991

年12月10日か．ら14日までにわたって開催され，その会

合における主な話題は次のようであった。

　3．1海上遭難安全システムについて

（1）船と航空機間の通信について

1）船舶・航空機問の通信

　航空機の航行管制（ATC）の周波数4，125kHz（HF
．帯）．ﾉ対して船舶用MF（1，605～4，000kHz）装置の

多くは同調可能（ILF，デンマーク，ギリシャ等，但

し日本の装置．は困難）とい．うことより，IcAoよ．り将

来衛星通信に代ってHF帯は残すとの発言があっ

た。結論として船舶・航空機間の通信は，陸上局が

聴濁している航空ATC用4，125kHzを船舶との共
用の第一基礎とし1．応答がない時は船舶用MF装置

で有効な3，023kHzに切り替えて交信することと

し，以下の手順を確認した。

①洋上で遭難した航空機はICAOの定める手順

　　．でATC用周波数で管制官の助言を求める。
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②航空機が海上に不時着したと思われる場合，管

　　　二二は最寄りの助言を求め，RCCは救助可能海

　　　域に居る船舶に通報する。

③この通報を受けた船舶は，可能な場合，4，125

　　　kHzでの聴守を行う。交信不能な船舶は，3，023

　　〆kHzで聴干する。

④遭難i航空機は4，125kHzで交信を試み，交信不

　　　能の時は，3，023kHzで試みる。

⑤航空機が不時着を要しなくなった場合，その航
「’層

@空機はITU／ICAOの規則に基づき，遭難通報

　　　の解除を通報する。

　　なお，船舶・航空機間の通信に関し，英国よりSAR

　用ヘリコプターには既に船舶用VHF／MF装置を

　搭載済みである旨の発言があった。

2）SAR活動中のヘリコプターノイズ

　　オーストラリアより，救助手段として有効なヘリ

　も，ノイズによる無線交信の妨害，ローターの気流

　による救出活動の阻害等の欠点とヘリ同志の衝突等

　の潜在的危険性がある旨説明された。本件はCOM

　小委員会における技術的検討だけでなく，LSR小委

　員会での運用面の研究がなさるべきであることか

　ら，「IMO捜索救助マニュアル」にオーストラリア提

　案の以下の内容を追加することどした。

　　「救助区域における衝突の潜在的危険性及びヘリ

　活動によるノイズを考慮して当局は救助活動を指揮

　することが必要であり，ヘリ活動区域や高度の情報

　を提供し，ノイズ及びローター気流による海面上の

　救助隊への妨害を少なくすべきである。」

（2）GMDSS無線保守ガイドラインについて

　第35回COM小委員会において準備されたA3及び

A4海域を航行する船舶のGMDSS無線保守ガイドラ

インに関して以下の事項について審議を行った。

1）　信頼性確保の基本要件

　　ギリシャより，全ての船舶は航行中遭難安全通信

　の機能を維持するべきであるとの一文を追加するよ

　う提案があったが，SOLAS規則IV／4に含まれてい

　るとの理由から支持されなかった。なお，この議論

　からタイトルに「A3及びA4海域を航行する船舶に

　関する」という記述を追加することとなった。

2）設備の二重化

　　オーストラリアより，見通し内通信におけるMF

　設備の重要性を考慮するとA3海域を航行する船舶

　で船舶地球局（SES）設備を備えた船舶も、MF設備

　を二重化すべきであるとの提案があったが，MF設

　備が故障した場合はSESが利用出来ることから，本

　提案は支持されなかった。

　　また，CIRMより設備の二重化についてガイドラ

　インの解釈を明らかにして欲しいとの意見があった

　ので，解釈の妥当性を審議しその内容を加盟国政府

　に回章することとした。

3）陸上保守

　　オーストラリアより，保守要件として陸上保守を

　選択する場合，適当な陸上保守が利用出来ない期間

　は最大4週間以内とすれば高い信頼性が得られると

　いう主旨の記述を追加するという提案があったが，

　同提案の基礎となった統計データが不十分であるこ

　と，提案の中で用いられている信頼性基準がIMO

　の標準として認められていないこと等から，この提

　案は支持されなかった。

　　また，ギリシャの提案をもとに，陸上保守につい

　ての配置の型式を示すものを設備の記録の中に含め

　るよう3．1項を修正した。

4）船上保守

　　船上保守の資格要件について，種々の提案があり，

　これらについて審議を行った。作業部会においては，

　前回の案を一部修正の上支持することとしたが，小

　委員会においてスペインから表現が曖昧であるとの

　指摘があり議論の結果，再度作業部会を開き審議す

　ることとなった。作業部会では，今会合で最終案を

　まとめる必要があるとの共通認識に立って再審議を

　行った結果，RRの規定する証明書に関する記述は

　原案のままとし，主管庁が認める同等の資格につい

　ては規則15．7に準じた記述とすることで合意した。

　これに対して小委員会では再びスペイン及びギリシ

　ャより一部修正案が出されたが支持がなかったこと

　から，議長は意見がある場合はMSCに提出すると

　いうことで作業部会案は採択された。

（3）GMDSS関連通信の料金

　1990年12月4日から7日にかけて開催されたIMO

とインマルサットとの合同会議における審議結果が紹

介され，料金表などが確認された。なおWMOから提

起されていた気象情報の通信料金の取扱いに関して

は，関連するCCITT勧告との間に不整合が見受けら

れることから，CCITT事務局長に対しこの点を明確

化するよう要請することとした。また，ポルトガルは，

CESと連携していないRCCからの通信に課金するこ

とに対して懸念を表明したが，この問題については

LSR小委員会での検討が必要であるとされた。表3に

上記料金表の抜葦を掲げた。

（4）船長のための遭難時におけるGMDSS操作手順

について

　日本船長協会が国際船長協会（IFSMA）を通じて提

出した標記文書は，英国，オランダ，独等より非常に

有益な提案である旨の意見の開陳がなされたが，多少
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表3’インマルサットGMDSS料金案の表（第36回COM）

Recommendations　of　2nd　Meeting　of　Experts Inmarsat　Council　D㏄isions

Serv韮ce Charge　to

nriginator～

Charge　to

`ddressee　P

Type　of

bharge

SHIP　TO　SHORE

Distress　alerts No No No　charge No　s．　s．　charge

SAR　coordination（1） No No No　charge Reduced　s．　s．　charge　for　calls　to

associated　RCCs．

Ca1！to　other　RqCs　are　charged　at　the

standard　s．　s．　rate．

Meteorological　Report No Yes Specia1 6urrently　charged　at　the　standard　s．　s．

rate．零

Navigational／Meteorologi一 No No Spec量al　and　In・ Reduced　s．　s．　charge　via　record　comms

cal　danger　reports dlrect using　Code　42．　Other　reports　charged

at　the　standard　s．　s．　rate．

Ship　reports No Yes Special Currently　charged　at　the　standard　s．　s．

rate．寧

Medical　advice　and／or No No Specia！and　In一 Currently　charged　at　the　standard　s．　s．

ass三stance direct rate．零

SHORE　TO　SHIP

a）Distress　alerts No No No　charge No　s．　s．　charge．

b）SAR　coordination（1） No No No　charge Reduced　s．　s．　charge　for　ca11s　from

≠唐唐盾モ奄≠狽?п@RCCs．

c）Meyeorological　Fore・

@　　casts

Yes 一 standard Safety　Net（TM）s．　s、　charge．

d）Meyeorological　Warn・

@　　ingS

Yes 一
standard Safety　Net（TM）s．　s．　charge．

e）Navigatiohal　Warn・

@　　ingS

Yes 一
6tandard Safety　Net（TM）・s．　s．　charge．

f）Other　Urgent　Messages Yes 一 standard Safety　Net（TM）s，　s．　charge．

＊：The　Inmarsat　Council　will　be　requested　to　consider　these　matters　at　a　future　session．

（1）＝including　communlcations　subsequent　to　initial　distress　alerts．

S．s．：spaCe　Segmenし

の修正意見もあり，次会に検討するための原案作成の

ためのドラプディング・グループが設置された。同グ

ループによる審議の結果，①Safety　Call，　Urgency

Call，　Distress　Callの場合を明確に区別できるように

する，②行動モードを5モードとし，適切に色分けを

する，．③救命艇（又は筏）に移乗する時，持ち込むも

のとして，VHF及びSARTの他に「可能ならば
EPIRB」を追加する，等の修正がなされ説明文及び流

れ図が作成された。この原案をSTW小委員会及び一

LSR小委員会に紹介しコメントを求めることとされ

た。なお，捜索救助マニュアルにこれをガイダンスと

して含めることが推奨された。

（5）貨物船の補助及び非常電源

　オランダより提案のあった標記については，補助又

は非常電源が要求される下限の総トン数が，設備規則

と無線規則で異なることの問題は確認されたものの，

同文書の配布が遅れ，十分に検討する時間が得られな

かったことにより，次回以降引続き検討することとな

った。

　3．2　マスタープランの進展

（1）MSCの回章に対する回答及び会場での各国各団

体から提供された情報をもとに，①GMDSSの海岸施

設，②A1海域のためのVHF海岸局，③A2海域のた

めのMF海岸局，④A3及びA4海域のためのHF海岸

局，⑤インマルサット宇宙局及び海岸地球局，⑥コス

パス・サーサットMCC並びに⑦NAVT耳Xサービス

の表を新しくした。

（2）インマルサットから提出された船舶から海岸局

へのi遭難通信の通信網図は，GMDSSマスタープラン

に追加されることとなった。

（3）コスパス・サーサットに関する資料の中のLUT

の表とそのカバレージの図は，ビーコンの周波数：が

121．5MHzから406MHzに移行して，全世界的に遭難

信号を受信出来るようになるので，GMDSSマスター

プランから削除することとなった。

（4）A1及びA2海域の境界線を海図に表示すること

で合意されたが、具体的な記載方法は，IHOに意見を

求めることとなった。

（5）米国のNAVTEXに関する提案を受けてIMO
決議A．659（16）の改正案を作成した。次回のCOM小

委員会でこれを審議し，その後総会に送付するよう

MSCに承認を要請することとした。

（6）INMARSATより，現在南米東方海域にある通

信不能区域を解消するため，従来の3衛星システムを

4衛星システム（図1）とすることを計画中である旨

の情報提供があった。（この計画は進展し，現在は図1
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のような4衛星システムとなっている。）

　3．3　海上安全情報の放送について

（1）インマルサット・セーフティ・ネット

IHO／WMO及び各国の情報に基づき改訂されたセ
ーフティ；ネット・マニュアル案の見直しを行い「暫

定国際セーフティ・ネット・マニュアル」を作成した。

このAnnex　4　Section　C捜索救助業務の項は，第22回

しSR小委員会で審議される予定であるが，その他この

マニュアルはセーフティネットのサービスの正式導入

（1992年2月1日）までの試行期間中に得られる運用経

験を基に改訂の余地があるので，最終版は第38回

COM小委員会にて審議することとし，暫定版の刊行

を決めた。またMSC（海上安全委員会）に対し各国へ

の事前情報として，この暫定版を回章するよう要請す

ることとした。このマニュアル最終版作成のため，各

国は放送試行期間中に得た経験及び意見をインマルサ

ット・セーフティ・ネット放送パネルに対して提出す

るよう要請された。

（2）NAVTEX業務
　NAVTEX調整パネル議長より，第35回COM小委
員会以来各国から寄せられた情報及びMSC／Circ．

468／Rev．1に対する各国の回答に基づきNAVTEX

リストが改訂され，このリストは，「GMDSS関連陸上

施設マスタープラン」に編入されている旨報告があっ

た。

　米提案に基づきNAVTEXサービス・エリアに関す

る情報をマスタープランに含めるため，各国は必要な

情報をNAVTEX調整パネルに提出するよう要請さ

れた。さらに，NAVTEXの実際の受信可能範囲は航

行中の船舶にとってさして重要な情報ではないが，

NAVTEXサービス・エリアを計画するにあたっては

有効と考えられるので，技術作業部会長が最終的にま

とめる予定の本件に関する基準をNAVTEXマニュ

アルに記載することで合意した。

　NAVTEX調整パネル議長より，　NAVTEX放送時

過大な出力により電波障害が発生している例が報告さ

れ，あらためてNAVTEXマニュアルの10．6項に示さ

れているように担当海域をカバーする必要最小限度の

出力を使用するよう申し合せた。

（3）総合決議A．419（H）「世界航行警報サービスの手

引き」の見直し

　「IMO／IHO世界航行警報サービスの手引き」の見直

しを行うとともに，改訂版がGMDSS導入と同時に発

効するよう，総会決議案の作成を行った。

（4）船舶通信設備のための米国新国内規則について

　GMDSSの要件にない設備の設置を義務づける国内

法を他国の船舶にも適用することは好ましくない旨、

日本より発言した。この意見は大勢の支持を得て，こ
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れが小委員会の結論となった。米国に対しては，必要

であれば米国各港の水先人が携帯する無線設備にその

ような機能を持たせるよう提言した。

（5）船舶による気象通報の運用及び料金体系変更に

関するCCITTの勧告について

WMOは，最近のCCITTの気象通報に関する運用

及び料金体系変更に関するCCITTの勧告により，気

象通報を行う船舶の特別待遇が認められなくなると，

料金が大幅に増えるほか，優先処理も行われなくなり，

気象通報の数が減少し予報精度が低下するおそれがあ

ることに対して注意を喚起した。本訴委員会は，これ

が海上における人命の安全に係わる事をi憂慮し，IMO

事務局長よりCCITTに対して意見を具申するよう要

請した。

　3．4船舶に備える無線設備の性能要件

（1）406MHz衛星系EPIRBのコーディング

WGの審議では，既に国内でシリアル・ナンバーで

コーディングされたEPIRBが普及している米国，英

国，カナダ，オーストラリアがシリアル・ナンバーの

利点及び必要性を説明し，これを認めるべきであると

主張した。

　これに対して，シリアル・ナンバーを採用する場合，

①ビーコンの登録のための膨大なデータベースが必要

となること。②ビーコンの登録から本船IDを検索す

る時間が必要となり，これはSAR活動の開始を遅く

すること。等を大きな問題とし，ITUの9digitsの本

船IDを利用してコーディングした場合には，これら

の問題はなく，これを採用すべきであると四国が主張

した。この一国提案をデンマーク，オランダ，ギリシ

ャ，スペイン等が支持した。両者の間で激しい議論が

なされた後，シリアル・ナンバーでコーディングされ

た多くのEPIRBが存在すること，及び9　digitsの本

船IDを使用した場合でもそれなりのデータベースが

必要なことを考慮し，WGでは3つのコーディング方

法を選択出来る案とした。

　このWGの決定に対して，小委員会で独国がWG

と同様の主張を行い，意見がなかなかまとまらず，投

票が行われ，結局①EPIRBのコーディングは1995年

2月1日までは3つの方法が使用できる。②それ以後

に新しく装備されるEPIRBについては，新船・現存船

とも，ITUの9digitsのコーディング方法のみを認め

る。③1995年2月1日という日付は，シリアル・ナン

バーで使用されているEPIRBの現状をよく調査した

上で，それまでに小委員会で見直される。という決定

がなされた。（但しこの決定は更に1991年5月の海上安

全委員会において1999年2月1日まで3つの方法が使

用できると変更された。）

（2）標準A型船舶地球局（SES・A）総合決議の改：正

1）SES－Aの電源瞬断にお・ける衛星再捕捉時間に関

　しては60秒以内とする我が国の提案は，賛同が得ら

　れ改正総会決議案に盛り込まれた。

2）陸から船舶への警報伝達に関しては，インマルサ

　ットシステムに優先呼出しがなく，技術的な解決策

　でなくて運用的に解決するとの案がスエーデンより

　提出され，インマルサットはまたテレックスによる

　警報信号パターンは少年でも陸のテレックス回線か

　ら意図的に誤発射が出来るので問題があるとの指摘

　があったが、出来る限り運用的な解決策で解決した

　いとする考えが大勢を占め，「陸からの警報を受信す

　る手段がなく，電話呼出し音又はテレックスの音が

　不十分な場合には，適切なる可視可聴警報手段を設

　置する」との文を改正案3．3項の文と入れかえること

　となり，MSCに提案されるこζとなった。

（3）海岸地球局（CES）の性能基準

　本件に関する米国提案に対し，IMOが海岸局設備の

性能基準を作成することに疑問が出たが，CES及びイ

ンマルサット衛星の特定に関するオーストラリア提案

とともに次回のCOM小委員会で検討されることとな

った。

　3．5ウインドプロファイラレーダーのコスパス・サ

　　　ーサット衛星に対する干渉

　標記の問題に対しては，本小委員会直前に行われた

CCIRでその周波数のウインドプロファイラレーダー

の周波数変更を極力薦めるという検討結果が紹介さ

れ，各国の賛同が得られた。

　3．6　ビーコンの登録に関するガイドライン

ビーコンの登録に関し，本小委員会はその必要性を認

め，ビーコン登録のデータベース及びそのデータの恒

常的な最新化システムの確立に関する総合決議を作成

するようLSR小委員会に依頼することとなった。

　3．7電子海図の改補更新に関する情報

　この件についてのCCIRの審議状況が説明された。

CCIRは1991年末の次回会合において本件を審議する

予定であり，その審議の終了は1993～1994年頃となる

との見解が示された。これに対し，オランダより電子

海図の暫定基準は1992年内に検討を終えることとなっ

ており，CCIRの審議は間にあわないのではないか，と

の意見が表明され，その旨MSCに注釈をつけて回章

することとなった。

　また，米国より電子海図更新に関する情報の放送の

現在のEGCを利用する案は，一応満足出来るもので

はあるが，他の方法も考慮する必要があること，及び

海上安全情報の量が過大になるおそれがあることが指

摘された。
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　3．8　トレモリノス漁船安全条約第9章の見直し

　本件については，ドラプディング・グループ（DG）

が設けられて，第21回しSR小委員会の報告書及びポ

ルトガル提案を基にCOM　35／WP．4の逐条審議が行

なわれた。その主な結果は以下のとおりであった。

（1）適用期日

　現存漁船へのGMDSSの適用をSOLASと同様に，

1999年2月1日までとするのが適当であるとしたもの

の，プロトコール発効日が不適格であることから，

COMの段階では〔1999年2月1－日又はプロトコール

発効日のどちらか遅い時期〕として，今後SLF小委員

会での検討を待つこととした。その他期日に係る規定

については，原則的にSOLASと同じ期日のままとし

て〔〕を付して審議されることとなった。

（2）第出惜（救命設備）関連

　双方向無線電話（Reg．122）及びレーダートランス

ポンダー（Reg．123）は45m以上の船に適用するとし

て，45m未満に係る規定を削除した。

　Reg．122に新たにパラグラフ（2）として，　SOLASと

同様の「既に双方向無線電話の設備があり，この設備

がIMO基準を満たさなくても〔1999年2月1日又は

プロトコール発効日のどちらか遅い時期〕まで，主管

庁はこれを認めることが出来る」旨の規定が挿入され

・た。

　Reg．123のレーダートランスポンダーの積付けに関

して，SOLASと同様の「生存艇に迅速に持ち込める場

所に設置するとと，または各生存艇に1台のレーダー

　トランスポンダ㌣を積込むこと」という規定を加える

　こととした。

　　また，Reg．122及びReg．123は，新船と現存船の

両者に適用する旨の規定を第VII章に設けることとし

　た。

　（3）第IX章（無線設備）関連

　①適用（Reg．128）

　　　長さ45m以上の新船と現存船の両者に適用す

　　　ることとした。

　　　なお，中国提案の集団操業の従船に対する緩和

　　措置については，45m以上の該当船がないこと，

　　主船が沈んだ場合連絡手段がなくなること，及び

　　Reg．130（：免除）で読めることから削除すること

　　　としたが，これに対し中国は再度SLF小委員会又

　　　はMSCで問題を提起する権利を留保した。

　②無線電話遭難周波数聴守受信機（Reg．133）

　　　専用聴守受信機の設置については，この設備が

　　1999年2月1日以降不必要になるものであり，ま

　　た漁船には新たな設備となることが考慮されて，

　　遭難周波数（2，182kHz）の聴守を維持できる無線

　受信機（専用でなくてもよい）を備えることでよ

　いこととなった。

③2，182kHzの無休聴守（Reg．138）

　　上記②に関して，実行可能な場合無休聴守を維

　持することとされた。

④電源（Reg．139）

　　新船は3時間，現存船で非常電源（Reg．55）の

　規則を満たすものは3時間，満たさないものは6

　時間を確保することとなった。さらに，非常電源

　として6時間確保する場合は，新船と現存船とを

　問わず1時間となった。

⑤保守要件（Reg．141）

　　本章が45m以上の漁船に適用となり，また45m

　は500GTに相当すること，一方SOLASは300GT

　以上に適用されることを考慮すると，適用の時点

　で既に漁船の特殊性を考慮して緩和されているの

　で，これ以上技術要件を緩和することは適当でな

　いということから，原案どおり，A3，　A4海域につ

　いては，2つの保守を選択することとなった。

4．IMO第37回無線通信小委員会における話題

IMO第37回無線通信小委員会（COM37）は，1991年

7月8日から12日までにわたって開催され，その会合

における主な話題は次のようであった。

4．1海上遭難安全システムについて

（1）SOLAS条文中のGMDSS関連規定の明確化

①300～500GT新造貨物船の補助電源

　　標記の補助電源については，ポルトガル提案の主

　旨で条約の改正を行うことが合意された。なおこの

改正は第60回MSCにおける審議の後回章され，第

　61回MSCにおいて旅客船の防火関連の条約改正と

　共に採択される予定である。また，上記改正規定が

発効するまでの間，主管庁はその主旨に従うことが

合意され，そのための適当な措置をとるようMSC

　に要請することとなった。

②SOLAS条約詳細解釈

　　SOLAS第】V章の個別規則の解釈については，

COMサーキュラーとして回章することとなった。

　ただし，この解釈は既に主管庁により承認されてい

　る設備については，適用しないことを明記した。

③補助電源の解釈

　　補助電源（IV／13．6）は再充電型蓄電池に限る旨の

　オランダ提案については，今後の技術開発により，

　この規則に適合するようなものが出現する可能性が

十分あることを考慮し，補助電源の限定は行わない

　こととした。しかし，発電機をもってこの規定を満

　たすものとはしないことが合意された。
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（2）遭難時における船長のためのGMDSS運用ガイ

ドライン

　第22回しSR小委員会において作成されたガイドラ

インは，文章のみからなり，船橋に表示するポスター

としては，流れ図形式のものがよいという意見が国際

船長協会（IFSMA）より述べられ，英国，．日本等より

支持された。また，スエーデン，ポーランド等より単

純化した流れ図では，数多くのオプションは画けない

旨の指摘があったが，基本的ポスターを作成して，種々

の船ではそれをもとに個別のポスターを作成すること

で合意された。これを受けて設けられたドラプディン

グ・グループ（DG）で流れ図る簡略化が図られ，従来

4枚あったものを1枚にまとめると共に，日本が上記

DGで提案したフローの流れを堅急性の高い方向から

低い方向への流れとすることで流れ図案が作成され

た。

　その後の全体会議において，医療救助の取扱いにつ

いて問題が提起され；更に英国，オーストラリア，ス

エーデン等の小DGで検討して小修正を行ったもの

（図2）が示され合意された。これをLSR小委員会に

対し，適宜MERSARへの取入れを検討するよう要請

することとなった。

（3）その他

　①アルゼンチ、ンより，406MHz，121．5MHz及び

　　Channel　70のEPIRBによる送信実験の結果が紹

　　介された。

②遭難発生時の船舶と航空機との間の通信について

　　は，1前回小委員会で作成された方法に若干の改正

　　を行い，これをIMOSAR及びMERSARマニュ
　　アルに含めるようLSR小委員会に対し要請する

　　こととした。

③DSC及びHFのNBDPについては，1992年2月
　　の前に，ζれらをこのままGMDSSシステムの中

　　に残すかどうか検討することになっていたが，ノ

　　ルエーよりこのままGMDSS設備として最終的

　　に認めるべきだという提案があり，そのように合

　　意された。

　　またMFのDSCシステムの恒常的な試験の実施

　　に関する英国提案があり，その有効性は認められ

　　たものの，あまり頻繁に試験を行うと実際の遭難

　　通報に支障がある可能性も指摘された。そして今

　　次会合において試験の方法が作成され，これを

　　COMサーキュラーとして回章することとなつ

　　た。

　4．2GMI）SSマスタ「プランの改訂

　全体会議において，日本等より夫々の国における

GMDSSマスタープランの現状の説明がなされた。ま

た米国からGMDSSマスタープランに，　HFのNBDP

による海上安全情報の放送予定表を付け加える旨の提

案がなされた。これらを受けてワーキング・グループ
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（WG）を設けて検討され，　COM37／INF．9の内容を更：新

した。

　このマスタープランの附属書として新たに，①救助

調整本部として利用する陸上の船舶地球局の一覧表，

②HFによる海上安全情報の放送予定表，及び③セー

フティネットシステムにより海上安全情報の放送局の

一覧表を作成して付け加えた。

　ま売，事務局が各国からの情報提供に基づいて作成

したGMDSSの地図を，附属書12として追加すること

が検討された。この審議の際スエーデンからGMDSS

マスタープランは，船舶が遭難した時使用するもので

あり，この地図に捜索救助区域と救助調整本部を明示

すべき旨の提案がなされた。そして1992年2月1日か

らGMDSSがスタートすることを考慮すると，2国間

で合意に達していない捜索救助区域の境界線について

は，暫定的手段としてICAOの飛行情報区域（FIR）の

線を引用して表示すべきとの意見が述べられ，数ケ国

がこれを支持した。これに対し，日本から世界的には

捜索救助区域の確定していない海域も多く，その境界

線を地図に明示することは時期尚早であり，また，暫

定的手段としてFIRの線を引用することにも無理が

あると反対した。トルコ等からも同様な意見が述べら

れ，本件については，次回のLSR小委員会で検討され

ることとなった。

　また，附属書2，3，4，5及び6に“Associated

RCC”について明記することになり，そのための各国

あて質問書が作成された。

　今回作成したGMDSSマスタープランは，　COMの

回章として，各国，IMO，　WMO及びITUに送付され

ることにされた。以上のWGにおける検討結果は，全

体会議に報告され承認された。

　4．3海上安全情報の実施

（1）NAVTEX
　NAVTEXサービスエリアの境界について検討し，

COVERAGE　AREA及びSERVICE　AREAの定義を
定めた。

（2）GMDSSにおける無線業務に関する総会決議案

の見直し

　エディトリアルな修正の後，第17回総会に送付する

ことが合意された。

（3）NAVAREA副区域調整機関に関する会議の検

討委託事項

　ペルシャ湾におけるNAVAREA副区域調整機関
決定のための地域会議に対する検討委託事項に関し，

第59回MSCで作成された原案を見直し最終化した。

なお，同会議はイランをホストとして開催し，その結

果は，次回COM小委員会に報告されることとなった。

（4）国際NAVTEX／サービス

　①海上安全情報専用のEGC受信機の搭載勧告を作

　　成すべきとの米国提案に対し，英国，ICSより無線

　　設備の保守に係る二重化の要件を上回る要件を課

　　すことは望ましくない旨の指摘があったが，大勢

　　は搭載勧告をすることに肯定的であり，WGとし

　　ては専用受信機の搭載をあくまで勧告に止めるこ

　　とを前提とした総会決議案を作成し，第17回総会

　　に送付することに合意した。しかし全体会議にお

　　いて事務局より，総会に送付するにはMSCの承

　　認を得る必要があることが指摘され，審議の結果

　　早急に回章すべきであるとの判断から，取敢えず

　　次の第60回MSCに送付して，　MSC／Circ．として

　　採択後回章することとし，最終的には第18回総会幽

　　・に送付して総会決議とすることに合意した。

　②オーストラリアより自国におけるセーフティ・ネ

　　ット・サービス実施の経験に基づき，その問題点

　　な改善方策に関して紹介があり，この要約を

　　MSCへのレポートに記載することとした。

（5）HFのNBDPによる海上安全情報の放送に関
し，コレスポンデンスグループの幹事である米国より

現状の説明と共に，同システムによる海上安全情報の

放送を計画している各国はその情報を提供するよう要

請があった。

（6）海員に対する海上安全情報に関する運用上の情

報提供

　海上安全情報の放送に関し，その区域，周波数，放

送時刻等を海員に周知する方法については現行の

SOLAS条約による航海用書誌類の備付・整備義務で

十分達成出来ると考えられるが，新たに設定される

A1，　A2，　A3海域やNAVTEX，国際セーフティ・ネ

ット・サービスの区域に関する情報を盛り込む必要が

あり，ITU，　IHO及びWMOと検討する必要があると

確認された。

　4．4　船上GMDSS設備の性能基準

（1）EPIRBの性能モニターに関するスペイン提案に

ついては406MHz　EPIRBにはIDがあって誤発射か

否かはすぐに判明すること，1回忌誤発射でもたまた

ま衛星が上空を通過すれば信号が検出されモニターの

意味が小さいこと，コスパス・サーサットより承認さ

れた試験以外遭難状態でない状況での発射をすべきで

ない旨意見を提出したこと，121．5MHz，243MHzの

検出器は安価に出来るがGMDSS対象機器ではない

こと等から，本モニターを載せる有効性はあると思わ

れるが強制するものとはしない点で意見が一致した。

（2）前回の小委員会で問題が提起された保守のガイ

ドラインに追記された「補助電源の単一故障が基本二
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備と二重化設備の両者に影響しない」旨の記述に関し，

単一故障の定義について議論があり，「基本設備及び二

重化設備は各々単一の電源故障で影響が出ないように

設備すること」の表記で合意された。

（3）DSCの走査手順の文書を含む北海及びパルテッ

ク海沿岸国の会合報告があり，これに関してはSTW

ハンドブックに取り入れた方が良いこと，STW小委

員会への送付にあたり再検討が必要と思われること，

RR（無線通信規則）及びCCIRの規定を完全には満足

していない怖れがあること等の議論がなされ，次回の

本小委員会に各主管庁での検討結果を求めることとな

った。

（4）NAVTEXのカバー範囲の計算式のパラメータ

（COM　36／21　Annex　4）に関しては，デンマークより

S／N比の表現は1Hzバンド換算で行うより，500Hz

バンドで表現すること，文字誤り率よりBER（ビット

エラーレート）での表現をする方が誤解を生じないと

のエディトリアルな修正案が出され合意された。

　4．5　海岸地球局の性能基準

米国より提案されたGMDSSに参加する海岸地球局
の性能基準に関する総会決議案については，本来「性

能基準」は船舶に搭載される無線設備に適用されるも

のであることから，陸上施設である海岸地球局につい

ては，GMDSSのための無線業務の整備に関する総会

決議案（MSC　59／33　Annex　11）の中のA3海域の業

務を提供する場合の基準として含められるのが適当で

あると合意された。これを受けて陸上のINMARSAT

C／A衛星システムの基準について，今後更に検討する

ための作業計画を準備した。各加盟国は，基準及び作

業計画についての意見を次回小委員会に提案するよう

要請された。

　4．6　CCIR関連事項

　WARC－MOB－87の結果，人が遭難iした場合の遭難

呼出しが認められたが，CCIR勧告にはこの種の遭難
　　　　　　　　　　　　　　　ノに対するDSCフォーマットがないことが指摘され

た。しかしこの種の遭難に対しては“undesignated　dis－

tress”で対応できるので，勧告の修正は提案しないこ

ととした。

　4．7WARC関連事項
（1）生存二二8，364kHzの聴守

　WARC－MOB－87でHF帯の使用周波数：が変更され

たことによって1991年7月1日以降，海岸局が8364

kHzを聴乱しなくなる可能性があることがノートさ

れた。この周波数はGMDSSの要件を満たさない船舶

の生存艇において，まだ使用されることがあるので，

小委員会では加盟国に対して，注意を喚起することと

した。

　4．8　衛星サービス関連事項

　INMARSATから，急速に需要が伸びてくるIN－

MARSAT　Aサービス，及び整備が進められているC

サービスの状況が紹介された。INMARSAT　Cサービ

スは，太平洋，インド洋及び大西洋（東）で既にサー

ビスが開始されて居り，大西洋（西）でも今秋には利

用可能となる予定であるとの説明があった。

　また，遭難呼出しの誤報についての統計が紹介され，

その中で運用者による誤操作の割合が大きいとの説明

があった。

　406MHz　EPIRBについては，昨年末既に1万台の

登録があり，今後も増加の傾向にあるこ．とが紹介され

たが、121．5MHzを含めた利用状況の詳細データは把

握していないとのことであった。

　なお，406MHz　EPIRBの非遭難時の使用に関して

は，定められた方法によるテストなどの場合を除き，

差し控えるよう要請があった。

　4．9電子海図の更新情報の送信

　INMARSAT　EGC以外の電子海図の更新情報の提

供方法については，CCIRの検討結果が本年12月の

CCIR会合で報告されるので，その結果を待って改め

て検討されることとなった。

　4．10DSCコード（HSCコード）第13章の見直し

　〔注：この項のDSCはDinamically　Suported
　　Craftの略であるが，　Digital　Selective　Callingの、

　　略語であるDSCと紛らわしいので，最近
　　Dinamically　Surorted　Craft：DSCに代わって，

　　High　Speed　Craft：HSCが用いられるようにな

　　つた。〕

　GMDSSの導入に対応して現行DSCコード（HSC
コード）を見直す件については，前回の第36回COM小

委員会にてHSCに対し88年改正SOLAS条約第III

章，IV章の無線設備を備えることで合意が得られてい

たが、それらを満たさない場合の規定を明確にすべく，

香港，ポルトガル，英国から提案があり審議が行われ

た。

（1）補助電源の容量について

　ポルトガルより提案された、無線設備に対する補助

電源の容量を88年改正SOLAS条約の要件に合せ6時

間とすることについては，オランダが支持したものの，

スエーデンは，自国とソ連との間の航路に於いて，「捜

索と救助を1時間以内」としていることから6時間は

長すぎる旨指摘した。更に中国も，HSCが一般に小型

船であることを理由に現行コードどおり4時間でよい

とし，英国は現存船に対しバッテリー増設の困難さを

主張した。日本は，「HSCには種々のケースが考えられ

るので，コードには88年改正SOLAS条約の要件を取
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り入れ，適用困難な個別の案件については，コード改

正案第1章の同等物規定によればよい」との代案を出

したが支持は得られなかった。

　審議の結果，船舶が条約II－1章に適合する非常電源

を搭載していない場合の補助電源の容量は6時間とす

るものの，救助に要する時間を考慮し，旗国と寄港国

との検討によって緩和してよい旨の改正案が作成され

た。

（2）HSCの保守要件の緩和について

　HSCの保守要件の緩和に関し，その航行時間が短い

ことから，A3，A4海域を航行する船舶であっても，A1，

A2海域を航行する船舶と同等とすべきであると英国

から提案されたが、ノルウェー等が反対し，〔〕が付

され次回さらに検討することとなった。

（3）その他

　ポルトガルから提案されていた「HSCのレーダーの

一つは9GHz波を使用するものであるべきとの要件」

はNAV小委員会の検討に任された。

　また，香港から提案されていた「船舶が衝突等でシ

ョックを受けた時に備えバッテリーが適切に固縛され

ている旨の規定を追加すること（13．3．3）」については，

そのまま合意された。

　さらに，英国より提案されていた「バッテリーの容

量チェックの間隔を1ケ月とすること」については，

現行の試験方法が完全充電から完全放電まで非常に時

間がかかることから非現実的であるとし，容量チェッ

ク億12ケ月毎に実施することで合意された。

　以上の審議については，次回COM小委員会におい

て最終化が図られる他，それ以前のNAV及びDE小

委員会においても関連審議が行われる予定であるの

で，その対応が必要である。

　なお又，次回COM小委員会以前に1992年2月1日

を迎えることとなるが，コード第13章の改正案はHSC

に対してもSOLAS船と同様，同日付でGMDSSの要

件を適用する主旨であり注意する必要がある。

　4．11その他
　前回MSCでの審議を踏まえ，本小委員会における

1977年トレモリノス条約関係の審議の最終化を図るべ

く作業が行われた。

（1）捜索救助用レーダートランスポンダ（SART）の

搭載要件

　中国より漁船に対するSARTの積付要件が国際航

海に従事する貨物船に比して厳しい旨指摘があり，こ

れに関してポーランドより，45～55mの漁船には1

個，55m以上の漁船には2個のSARTを搭載させる

等の提案が出されたが、漁船の長さとトン数の関係が

不明確であることから，長さが45m以上であり，且つ

トン数が500トン未満の漁船の取扱いについてSLF小

委員会に検討を依頼することとなった。

（2）トレモリノス条約採択会議の付録3勧告10～12，

及び付録4勧告6と7について

　中国より提案された標記勧告の改正については，そ

もそも勧告自体が現行の通信制度に関する措置である

ことから，GMDSSがトレモリノス条約議定書に盛り

込まれ採択された時点で無効とされるべき旨合意され

た。

　また，現存漁船に対するGMDSS関連規定の適用

は，1992年2月1日又はトレモリノス条約議定書発効

日のいずれか遅い時期に発効することから，海上の一

つの通信体系として，漁船とSOLAS条約船のスケジ

ュールを合せるため，トレモリノス条約議定書発効前

でも1992年2月1日までに各主管庁が現存漁船に対し

て議定書IX章の規定の適用を図る旨の勧告決議の作成

を検討するようSLF小委員会に要請することとし，検

討用の決議案を事務局が準備することとなった。

（3）小型漁船のためのガイドラインの作成について

　45m未満の小型漁船のためのガイドラインの作成

にあたり，各国における小型漁船の航行海域，操業形

態の違い等を考慮すべき旨の中国提案については，ポ

ーランド等より各海域毎にローカル・ルールを作成す

るどGMDSSが有効に働かないとの反対があったが，

将来IMOにおいて本件を作業計画に含める際に同提
案の主旨を考慮することが合意さ’黷ｽ。
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PIANC（国際航路会議）に出席して
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The　Report　of　27th　International　Navigation　Congress

Tokyo　University　of　Mercantile　Marine

　　　　　　　　　　　　Yukihito　IIJIMA

1．まえがき

　1990年5月20日から26日の問大阪において第27回

PIANC（国際航路会議）が開催された。　PIANCは前

回1985年ブラッセルで行われた第26回大会が百周年で

あったから，百年以上の歴史を持つ航路，港湾に関連

する国際的技術会議であるが，アジアで開催されるの

は初めてである。

　この背景には，日本のこの分野の発展は世界中の専

門家によって興味があること，アジアで初めて開催さ

れることにより，アジア地域のPIANCの活動への関

心の喚起と参加の促進ができること，さらに最近の日

本の経済発展が各国の参加の意欲をわかせたことなど

があったものと思われる。したがって日本政府総裁に

皇太子殿下を戴き，開会式には殿下の御臨席を賜り，

開会式に引続いて「交通路としてのテームズ川」と題

して特別御講演を戴いた。殿下は長らく水上交通につ

いて御研究しておられ，学習院大学御在学中は日本中

世の海上交通について，また，オックスフォード大学

御留学の折には「18世紀におけるテームズ川の水上交

通」について御研究になっておられるので，この分野

では専門家であられるが，各国の代表は，そのお話し

ぶりと，自分達の専門分野である水運についての学識

の深さに大きな感銘を受けたようだった。

　大会を盛り上げるイベントも盛沢山で，大阪港およ

び関西国際空港建設状況や明石大橋の建設などの大型

プロジェクトの海からの視察，「日本丸」，「海王丸」の

見学，「国際花の博覧会」の見学等を行い，さらにレセ

プションやパーティーの席では，能，狂言の鑑賞，茶

道，華道，着物の着付けなど日本文化の紹介なども行

われた。

　PIANCは団体会員681，個人会員2，068人と世界の

図1　皇太子殿下の御講演
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大多数の国が加盟しているため，今回の大阪大会も外

国人623名，日本人516名と，日本で開かれた会議であ

るにもかかわらず外国人の多い異例の会議で極めて成

功裡に行われた。

筆者は「航行安全の改善策という分科会のReporter

genera1：総括レポータということでこの会議に参加

したので，PIANC大阪大会の模様を報告する。

2．PIANCとは

　PIANC亀（Permanent　International　Association　of

Navigation　Congresses）は1985年ベルギーにおいて

開催された第1回国際内陸航路会議を，その出発点と

している。これは19世紀後半のヨーロッパの国際情勢

に対応し，航路の国際的管理に対する必要性の高まり

から開催されたものであるが，内陸航路のみでなく・外

洋航路も検討されるようになった。1902年の第9回会

議においてヨーロッパ20ケ国政府の資金援助を受けて

今日のPIANCの姿が確立された。その後本会議は2

度に亘る世界大戦による長期間の空白を乗り越え1985

年に開催された第26回会議で百年を迎えたのである。

　PIANCの本部は発祥の地ベルギーのブラッセルに

置かれ次のような活動を行っている。

1）活動目的

　人類福祉のために，内陸航路，外洋航路，港湾，漁

港及び沿岸域の設計，建設，改良，維持，運営の発展

を図り，もって内陸及び海洋における船舶航行の維持，

運営を推進する。

2）運営方法

　PIANCの活動の基本方射は，年1回開催される各

国の政府会員により構成される常設国際委員会におい

て決められる。決定にあたっては年2回開催される各

国の政府会員代表が構成する評議会において事前審議

され，その執行は執行委員会が行う。

　PIANCはその目的を達成するために4年に1回国

際航路会議が開催されるほか，技術課三等を調査，研

究するため，常設委員会，常設開発途上国協力委員会

などが設けられている。この組織図を図2に示す。

3）会員

　政府会員，団体会員，個人会員および終身個人会員

より構成されており，それぞれ会費を納入することに

より会員となることができる。

4）活動内容

　PIANCはその目的に沿った多様な活動を展開して

いるが，その中で定期的に行われている活動は次の通

りである。

a．国際航路会議

　これは通常4年に1回開催される会議で，内陸航路，

外洋航路，・港湾，漁港及び沿岸地域に関する研究成果

の発表・討議が約1週間にわたって行われるものであ

る。さらに技術的に興味深い港湾，漁港等の技術視察

も併せて企画されている。

b．常設技術委員会

　この委員会は通常年2回開催され，内陸航路，外洋

航路，港湾，漁港及び沿岸地域の調査研究に関して，

　常　設　国　際　委　員　会
Permanent　lnternational　Commission

　国際航路会議
書nternatiOnal　NaVigatiOn

　　Congress

　現地組織委員会
L㏄al　Organizing　Comm詮tee

（騨躍回国際航路会議）

評　議　会
CounciI

執行委員会・本部事務局
εxecutive　Committee　and
General　Secretariat

財務　委　員　会
Finance　Committee

各国国内委員会
Natior旧l　Sections

編　集　委　員　会
Editing　Committee

常設技術委員会（1）
（内陸航路・内陸港湾）

PemanentτechnicaI
Committee（1）

常設技術委員会（1D
　（外洋航路・海港）
Permanent　Technical
Committee（豆）

常設開発途上国協力委員会
Permanent　Committee　for

Devebping　Countries

　国際研究委員会　’
lntematiooal　StudV　Commission

スポーツ・レジャー合同小委員会

よ煎SuレC㎝漁㏄lor　Ad廊e　on

飾αt翻Hea鄭e柑a輔ga竃ioo

作　業　部　会
Working　Groups

作　業　部　会
Working　Groups

作　業　部　会
Working　GrOups

図2　PIANCの組織
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活動方針の企画立案を行っている。

　具体的な研究活動は，常設委員会の下に会員有志か

ら成る作業部会が設置されて実施されている。現在活

動中の作業部会は，内陸航路開発の経済効果，航路の

断面と配置，港湾埠頭施設の開発，スポーツ・レジャ

ーにおける環境問題等31の作業部会がある。

C．常設開発途上国協力委員会

　この委員会は通常年2回開催され，開発途上国問題

に関してPIANCが貢献し得る分野，役割について研

究し，具体的な活動の企画及びその実施の促進に当た

ることを目的としている。

　最近の活動は開発途上国の港湾が抱える技術上の問

題の一つが，施設の維持にあることに着目して，途上

国向けの指針となるハンドブックを作成する計画が進

められている。また1987年にモロッコで初めてセミナ

ーが開催され，1991年にはインドネシアのスラバヤに

おいて第2回のセミナーの開催が計画されている。

d．機関紙の出版

　PIANCの機関紙「Bulletin」は，会員に技術情報を

提供すると共に，PIANCの活動情況を報告する目的

で年4回会員に配布されている。

e．グスターブ・ウイレム賞

　グスターブ・ウイレム賞は，前PIANC会長であった

グスターブ・ウイレム氏の貢績を記念して各国会員の

拠出金をもって1983年に設立され，35歳未満の若い技

術者の秀れた研究に対し授与されている。

3．我が国とPIANCとの係わり

　我が国は，我が国の港湾技術の向上，発展を計るた

め，運輸省が1952年閣議決定を経て政府会員として

PIANCに加盟し，さらに水産庁が1965年に政府会員

として加入した。以来国際航路会議，常設国際委員会

等の各種会議及び調査研究活動に積極的に参加し，諸

外国の港湾，漁港，航路関係者との意見交換及び技術

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’X：00　　　10：00　　　11：00　　　12：00　　　13：00　　　14：00　　　15：00　　　16：00　　　17：00　　　18：00　　　19：00　　　20：00　　　21：00　　　24：00

執行委員会5！18

P　C　D　C

5！19

o
P　　　　l　　　C PIC昼食会 PIC晩餐会

5！20

撃P

絹層昌角魯員金

渚結ﾇ轟参昌 分科会委員会 開　会　式 鱒9口■

囎レセプション

PCDCパネルディスカッション

分　　科　　会
5！21

PTC作業部会特別会論
歓迎
激Zプション

同伴者プロ　グラム（京都観光）

．分　　科　　会
5！麗

} 同伴者プログラム（料理教室）

分　　　科　　　会 帆船 海遊鱈
5！23

爾停轡プログラム（文化救蜀
展　示　会

分　　科　　会 ジ？パン・テクニカル・セッション

5／24

ﾑ 同伴者プロ　グラ　ム（奈良観光）∫
日本の夕べ

分　　科　　会 技　　術　　視　　察
5！25

| 同伴者プロ　グラ　ム（大阪観光）

5！26 全　会論
i1』｝ 閉　会　式 晩　　餐　　会

図3　プログラムスケジュール
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情報の収集に努めると共に，我が国の研究成果等の発

表も行ってきた。1978年には各国の強い要請を受けて

PIANCの常設国際委員会を初めてアジアの東京で開

催し，18ケ国から106名の参加を得た。この国際委員会

の東京開催を契機として，我が国におけるPIANCの

活動の一層の活発化を計るためPIANC日本国内委員

会が1977年に設立された。

　国内委員会の活動目的は，PIANCの目的を達成す

ること．PIANCの日本国内における活動に協力する

こと，日本国内においてPIANCの目的及び活動につ

いて関心を高めることである。1990年2月現在団体会

員50，個人会員150名を数えている。

　我が国における主なPIANC活動は以下のとおりで
ある。

1）　調査研究活動

a．国際油槽船委員会（1961～1969）

b．波浪研究委員会（1979～1980）

c．防舷材研究委員会（1978～1984）

d．大水深捨石防波堤：の安全性作業部会（1981～1983）

e．港湾埠頭施設作業部会（1984～1987）

f．航路の断面と配置作業部会．（1983～）

9．捨石防波堤の解析作業部会（1986～）

h．漁港計画作業部会（1988～）

i．俊野土の有効利用と水面下投棄（1987～）

j．港湾内の航路に関する容量シミュレーションモデ

　ル作業部会（1988～）

k．海洋環境下における・フレキシブル護岸（1987～）「

2）　開発途上国に対する協力

a．メンテナンスハンドブックの作成

b．開発途上国港湾関係者の国際航路会議出席に対す

　る資金援助

4．技術会議

　技術会議は主として研究発表会であり，図3に示す

ように6日間にわたり，図4に示すように12の分科会

があり，26一国，2機関から合計121編の論文が紹介さ

れた。紹介といったのはPIANCでは分科会の運営方

法は詳しく定められており，普通の研究発表会とは異

なり，論文執筆者が発表するのではなく，その分科会

の全論文をReporter　generalが紹介・発表するのであ

る。それに対して執筆者から補足説明があれば，短時

間それが許され，さらに討論が行われる。これらの論

文と討論の結果をまとめてReporter　generalは全体

会議で報告し，異論がなければ国際会議の結論として

採択される。したがってReporter　genera1の役割りは

重要で享た大変な仕事でもある。

　小生の担当した分科会はSII－1「航行安全の改善

策」で，表1のように8ケ国とIALAから11の論文が

提出された。詳しい内容は省略するが，』これらを大別

すると次の三つのカテゴリ．一に分けることができる。

　　　　　　　　．田』、

@　　　　　　　名
|文テーマ

窄
歪
享

ペ
ル
ギ
1

ブ
ラ
ジ
聖

カ
ナ
ダ

や
プ
ロ
ス

重
昊
艮
キ

弓
ン
多
ド

フ
ラ
ン
ス

東
ド
イ
ツ

西
ド
イ
ツ

ギ
リ
シ
ア

イ
ン
ド

イ
タ
リ
ア
、8
本

オ
ラ
ン
ダ

ノ
ル
皇
1

挙
ス
タ
ン

ポ
霧
ン
ド

発
ト
ガ
ル

り
リ
カ

　ス
t　．ペ

@イ
@ン

呑
テ
ζ
英
国
米
国
ソ
連

ユ
ま
ろ
乙
ア

そ
の
億

合
計

S1一且
．翠新選術を利用した内段水路の醜響「鷹理

ﾌ改魯
O o 0 o ○ 0 Q O 0 O O o o 11繭

S1－2 最近のr一
噛O 0 O o O O 0 o 8力国

S1－3 ㎜の多目的判用の動向 O O O o o O O o O O O 0 12力国

S1－4 内陸水路における水質・喫買改普の動向 O 0 0 o O o o O o o O O 12力国

SI－5
スポーツ・レジャーのための航行支擾施

o O O 0 O O O O o 9力国

Sロー1 航行安全の改着策 o 0 O 0 o o O O 1 8力国1機関

渕学工学の最近の動向

＝p海岸保全
・o 0 ○ 0 O 0 o o 8力国

SE－2 b〕榊保全のための環境画題 o 0 0 0 0 O ．6力田

c）汚澱拠理 O 0 o 3力国

S刀一3
繭蜷及び漁港の構造物の設計、嵐憂及び

o O O O 0 O O o o O o 0 0 0 6 O 16力田

S皿一4
　　　　　，　，`湾及び沿岸域計画の動向 O O O 0 O O o O 0 O o 11力士

S皿一5 開発途上国におけるコンテナ輸送 o O 0 0』 O O 0 o 0 0 0 O ユ2力国

！ALA：国側順識協会

図4　論文提出国一覧（26ヵ国2機関121編）
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表1　分科会II討論テーマ1：航行安全の改善策

1

り
々
3

4
5
ハ
0
7
8
Q
4

国　名

ベルギー

フィンランド

フランス

日本

オランダ

ポーランド

スペイン

英国

国際航路標識協会

　　（IALA）

論文名

狭水路における船舶航行監視の水理気象

一軟泥地域の海図水深との関係一

シミュレーション・データを使用した航路の安全性の評価

part1：泥質水路における航行の安全性

part2：水位予測システムの構築

part3：海上交通システムの理念に関する最近の研究

湾内における航路ネットワークの安全性評価

オランダにおける海上輸送の安全性

係船システムにおける風力分布
スペインにおける波浪観測ネッ．トワーク’ iREMRO）

船舶の入出港に関する技術

VTSに係るIALA技術委員会の研究

分科会1討論テーマ1：最新技衛を利用した内陸水路の航行管理の改善

1
9
自
り
0
、
4
π
」

6
7
8
9
1
0

11

9
ρ
3
1
1

国　名．

カナダ

チェコスロバキア

フィンランド

フランス

西ドイツ

イタリア

日本

オランダ

ポーランド

スウェーデン

米国

ソ連

ユーゴスラビア

論文名

水路の交通管制一WELLAND運河の交通管制システムの発展

LABE－VLTAVA水路の交通管理の手法
遠隔操作される閏門と可動橋について

現代的な方法を用いた内陸水路の交通管理の改良

NEEDERRHEIN川における河川の流れの監視のための今後の考え方：陸

上設置のレーザーシステムの応用による測深精度の向上

無人化間門の遠隔操作と自動化一PADAN－VENETIAN水路への適用

日本における狭水路の航行安全対策

内陸水路の設計と管制の現代的な方法

内陸水路における船舶交通量をふまえた閾門の最適な選択

狭い内陸水路における船舶の航行とその安全

一TROLLHATTE運河における実際の適用
MELVIN　PRINCE閏門およびダムのコンピュータ化されたコントロール

システム

ソ連における河川交通の管理の方法

交通容量，荷役施設および倉庫を最適化するための貨物港湾の数理モデル化

分科会1討論テーマ2　最近の内陸水路の氷結対策

1

2
3
4
F
O
己
U
7
8

国　名

チェコスロバキア

フィンランド

西ドイツ

日本

オランダ

ポーランド

米国

ソ連

論文名

チェコスロバキアにおける運河化されたLABE川，　VLTAVA川の冬季交

通

SAIMAA運河とSAIMAA湖の冬季交通における氷結問題
第1部：永の荷重に対する，構造物の諸元の原則

第2部：ELBE川を事例とした河川利用の氷結対策

港湾，沿岸および潟湖における氷結対策

オランダにおけるRHINE河とそのデルタ地帯における氷の生成

河川や運河における氷の生成と流れの状況や航行に与える影響

内陸水路における氷の状況

結氷下における航行
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分科会1討論テーマ3　内陸水路の多目的利用

1

2

0
0
」
4
5

6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

国　名

カナダ

チェコスロバキア

フフンス

東ドイツ

西ドイツ

インド

イタリア

オランダ

ポーランド

ポルトガル

米国

ソ連

論文名

水力発電を含む多目的利用水路における航行に対する水位と水量の規制の課

題

チェコスロバキアにおける水路の多目的利用とDANUBE－ODER－ELBE
システムの計画における多目的利用のあらまし

水理ネットワーク理論にもとつく運河航行中の船舶の後流と抵抗モデル化

第1部：水路の多目的機能の紹介

第2部：航行以外の分野の水路の経済的重要性の定量的評価

第3部：航行ルートにおける洪水制御

第4部：エコロジーに配慮した水路の開発，保全計画

IWTによる重量かつ分割払可能な貨物の輸送のケーススタディ

Po河の状況

自然の水資源の利用における利害の衝突

航行と水資源開発における多目的水路開発の影響

DOURO川水力発電開発
多目的水路

ソ連の水路の複合利用

分科会1討論テーマ4　内陸水路における水質・底質改善の動向

1
2
3
4
、
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

国　名

ベルギー

フィンランド

フフンス

東ドイツ

西ドイツ

日本

オランダ

ポーランド

スペイン

米国

米国

ソ連

曲文名

汚染された河川における水底に設置したシートによる水質汚濁防止

ポンプ湊深の余水の高度な浄化

可航水路における水底質一Rhone川とSaone川

港口部の水理模型実験

河川を水路として使うことによる水質，底質および生物に対する影響

日本における水域環境改善プログラム

有害底質と河川の改修の水域環境に与える影響

河口部の環境を保全するための水理／気象監視システム

事故による汚染の水流中での畳叩

可航河川および運河システムへの環境への影響：英国の経験

処分場の選択，評価手法およびしゅんせつ土砂の管理

河川水路の水質とたい積汚染物質の航行への影響

分科会1討論テーマ5（共通）スポーツ・レジャーのための航行支援施設の動向

1
2
3
4
5
6
7
8

9

国　名

フランス

日本

竜ランダ

ノルウェー

ポーランド

スペイン

英国

米国

ソ連

想文名

フランスにおけるスポーツ・レクリェーション航行の現況

日本における海洋性レクリェーション航行と政策の展開

オランダー水の国，オランダにおけるレクリェーション航行と政策の展開

ボックスタイプの浮防波堤に作用する波力と係留力の模型実験について

ポーランドのヨットハーバー

マリーナのためのトレンチタイプの防波堤

イギリスにおけるビレッジマリーナの考え方

アメリカにおけるスポーツ・レクリェーション航行のための支援施設の計画，

設計，利用の最近の動向

水位差のある区間における小型高速船舶のための通行施設
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分科会II討論テーマ2 トピックa：底質（砂，

　　　　　浜

シルト）の移動，海岸相に与える海上工事の影響，養

国名 論文名

1 ベルギー ベルギー西海岸における漂砂，養浜および海上工事の影響

2 西ドイツ 砂丘島Wangerougeにおける外部影響力とその保全手段

3 ギリシア ギリシアの海岸相に与える港湾工事の影響

4 イタリア ．Lido　Di　Ostia（ローマ）における養浜

5 白本 日本における海岸保全技術の開発

6 ポーランド 漂砂の数学物理モデルと海浜発達

7 ポルトガル ポルトガル海岸の漂砂問題

8 英国 英国における海岸管理と海岸保全技術の動向

分科会II討論テーマ2 トピックb：海岸，砂丘，洲およびさんぽ礁の防護のための環境に配慮した解

　　　　　決策

1

9
9
9
0
4
5
ρ
0

国　名

ベルギー

フランス

オランダ

ポーランド

スペイン

米国

論文名

深海測量とリモートセシングの両技術を用いた海岸および砂丘形態変動の監

視

沿岸工学の諸問題

最近建設された沿岸構造物の環境に及ぼす影響

沿岸保全に関する基本問題

沈船の固型バラ貨物の海岸への拡散

港口における砂のバイパス供給

分科会II討論テーマ2 トピック。：汚染されている竣喋土の処理

　　　　　および処分

国　名 論文名

1
　
　
9
白
　
り
0

ベルギー

Jナダ

坙{

汚染物質の渡深と処分に関する総合戦略

k米五大湖における汚染三三土の取扱い

?桃`における水銀汚染スラッジの処分

分科会II討論テーマ3：商港，漁港および海洋における構造物

1
9
ρ

3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2
1
3
1
4
1
5

16

国　名

広ーストラリア

ベルギー

カナダ

キプロス・

フフンス

イタリア1

日本

オランダ

ノルウェー

ポーランド

ポルトガル

南アメリカ

スペイン

スウェーデン

英国

米国

論文名

コンクリートの破損を受けた岸壁の補修

商港における施設設計，建設，監督，改善の経験

part1：混一ブルジー港の大水深岸壁の設計と監督

part2：アントワープ港のコンテナ埠頭建設

part3：ウーステン港の古い岸壁の改良

『航路を横断する橋梁の保安システムに関する新しい理念

重要港湾の舗装に用いられる鋼繊維補強コンクリート

各種構造物の設計概念，建設工事と維持管理

イタリア南部ブリンディシにおける新しい防波堤

‘新型式防波堤の最近の開発状況

ロッテルダム港の新航路における防潮堰

オルビサンド漁港の防波堤の延伸

近代化港湾における水工構造物の現場試験と安定解析

多目的雑貨埠頭の設計と建設工事

テーブル・ベイ港の主防波堤の再設計，補修と監視作業

主要乾バラ貨物取扱装置の改良規準

砕波帯相似パラメータについての考察

商港・漁港における構造物

part1：ブロック積岸壁

　　　　一途上国における設計，工事と供用一

part2：フェリクスストウ港における岸壁の増深と整備

港湾施設の耐用年数の改訂のための調査と維持管理
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分科会II討論テーマ4：港湾および沿岸域計画

1
9
盈

3

4
5
6
7
8
9
1
0

11

国　名

ベルギー

フィンランド1

フランス

西ドイツ

日本

ノルウェー

ポーランド

ポルトガル

スペイン

英国

米国

論文名

港湾の革新プロジェクトの完成事例

輸出入貨物輸送の最適化

一港湾施設の集中，分散の国家的見地からの効果二

part1：古い港湾区域の再開発による新しい都市機能の創出

part2：港湾情報管理システム

part3：港湾のシステム設計と管理評価のシミュレーション・モデル

海港革新のための技術とシステム

都市港湾整備期の到来

ノルウェーの沿岸陸域，水域における諸計画

コンテナ埠頭，Ro・Ro埠頭の近代化計画

港湾と沿岸域計画

バレンシア港におけるコンピューターの導入

ダル・エスサラム港の整備

一荷動きパターンの変化への対応一

港湾の変革の方向

分科会II討論テーマ5二発展途上国におけるコンテナ輸送

1
2
3
4
5
6
7
8
9

0
1
り
乙

1
1
1

国名
ベルギー

ブラジル

フィンランド

フフンス

インド

日本

オランダ

パキスタン

ポーランド

スペイン

英国

米国

論文名

開発途上国に注目した内陸水路輸送効率の基礎的解析手法

コンテナ産業とその環境への影響

空コンテナーの港湾における問題点

途上国におけるコンテナ化の問題点と操作訓練プログラム

インドにおける海上輸送と港湾開発

途上国における港湾政策に及ぼすコンテナ化のインパクト

リスク・アナリシスの港湾の計画，設計，管理運営への適用

カラチ港の荷役作業の改善

途上国港湾におけるいくつかの問題点

part1：2次的な港湾における構造物の調査，維掩補修，改良

part2：部分的に航行可能河川における水陸輸送システム

途上国に固有な複合輸送の問題

ベラワン（インドネシア）港の整備

フィーダーポートへの選択

カテゴリー1：底質ヘドロの航路を航行する船の喫水

　　　　　　　　と速力の問題

カテゴリー2：気象状況と水位；潮流等に関する問題

カテゴリー3：海上交通管理と航路の問題

　他の分科会については出席していないので内容はわ

からないが，参考までに論文名のみ挙げておく。

5．あとがき

を高めることができる。

3）アジア地域からの多数の参加者により，これら諸

国の港湾，航路整備の促進に対する認識が深まり，ア

ジア諸国の経済発展に寄与する。、

　等であるが，以上は自画自賛の感なきものであるか‘

も知れない。面白いのは本大会終了直後にオランダ国

内委員会で簡単なアンケート調査が行われ，表2に示

．PIANC大阪大会は，　PIANC百余年の歴史の中で初

めてアジア地域で開催された記念すべき大会で，そめ

意義も大なるものがあった。その意義は次のように集

約されることができよう。

1）　討議，意見交換によって今後開発すべき港湾，漁

港及び航路に関する有益な技術，情報が得られた。

2）技術視察やジャパン・テクニカル・セッションを

通じて，我が国の技術水準について各国関係者の認識

を高め，これにより国際的会合において我が国の地位

表2　オランダのアンケート結果

質 問 最高点数　平均点数　最低点数

会議の運営

分科会テーマの選択

分科会論文の内容

分科会での質疑応答

結論の内容

連絡折衝の機会提供

出席者の得た満足感

10

W
7
8
7
9
8

9．1

7．3

6．4

6．2

6．3

7．5

6。9

8
だ
U
5
4
4
貧
∪
£
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すように10点満点で評価が与えられた。これを見れば

必ずしも大成功だと主催者側が嬉んでばかりはおれな

いかも知れないし，多少マンネリになっている会議自

体の内容も反省しなければならないかも知れない。

　論文一覧からもわかるようにPIANCの主要議題は

土木工学の分野が主で，航路会議となっていても船舶

関係，特に航海関係のものは関係が薄いようである。

したがって，電波航法研究会にはなお遠い存在かも知

れないが，会員の中には興味を持たれる方も居るもの

と思われ，筆をとった次第である。
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10N　GPS－90に出席して

東京商船大学講師 ㈱トリンブルナビゲーション技術顧問

　　　　　　　　　　木村小　一

The　Report　of　the　International　Meeting　of　ION　GPS－90

　　Lecturer，　Tokyo　University　of　Mercantile　Marine

Consulting　Engineer，　Trimble　Navigation（Japan）Ltd．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Koichi　KIMURA

1．はじめに

　10N　GPS－90は，」ON（アメリカの航法学会（The

Institute　of　Navigation）の衛星研究部会（Satellite

Division）が主催して，　Global　Positioning　System

（GPS）をテーマに1990年に開催した国際シンポジウ

ムを意味する。この国際シンポジウムは1990年9月19

日から3日間，アメリカのコロラド州のコロラドスプ

リングスで開催され，それに出席する機会があったの

でその概要について報告する。GPSに関しては，民間

では現在は航法以外の測地・測量などの分野での利用

の方がむしろ盛んである。そのため，航法を含めたそ

れらに関する多くの研究集会がアメリカだけでなく世

界各国でも開催されている。この10Nの会合はそれら

の中心的なものであり，その発表論文には，注目すべ

きものも少なくない。会議の論文集は，かなり遅れて

最近手に入ったので，余り参照できなかったが、出席

した印象を中心に報告する。

10N　GPS－90までの動向

れ，今回はその3回目であるが，同種の会合が，その

前年の1987年に第一回の技術ミーティングとして同じ

コロラドスプリングスで開催されているので，実質的

には4回目である。これらの会合では，数か月後に論

文集が発刊されている。それらによって現在までの経

過を見てみると，表1にある通り年々論文集，参加者

とも増加し，ことに今回は，格段と盛会になっている

ことが分る。学生論文というのは，1988年以降，大学

院生を含む学生論文の競演があり，英国やカナダの大

学などからの応募もあって，最終的に優秀論文の表彰

が行われているものである。この学生論文は，前2回

は別冊になっていたが，今回は本論文と一冊になって

いる。括弧内は学生論文の別冊のページ数を示した。

　これらの論文の内容を，10NGPS－90のセッション

別に分類すると表2になる。年によってセッションの

表1　発表論文数と参加者数

　今回のシンポジウムは，国際シンポジウムとしては

1988年以来，毎年同じコロラドスプリングスで開催さ

開催年　論文数　学生論文数　　論文集の二二　　参加者数

1987　　38

1988　　61

1989　　65

1990　　82

だ
0
1
強
ワ
6

294

519（112）

492（68）

767（学生論文とも）

470

520

690

950

表2　発表論文の分野別の分類

発表年
展望と

ｻ状
受信機 測量

時刻

`送

電波

`搬

民間

?p』

国際的

J発
試験
激塔W

インテ

Oリティ

総合

q法

一“

Aイフアレン

VャルGPS
軍用 予備 学生 計

1987 2 10 1
『 一

5 1
一

5 7 4 3
一 一

38

1988 7’ 6 8 6
一

6 6
一

6 5 4 7
一

6 67

1989 2 7 4 3 6 9 5 5 6 6 7 4
一

4 69

1990 3 6 7 5 3 8 7 6 8 7 7 8 7 7 89
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分類も少しずつ異なっているとともに，各セッション

の論文数を平均化するための無理な分類もなされてい

るようであるが，ある程度の研究の傾向が明らかにな

ると思われる。また，受信機関係（肝管利用と軍用の

セッションにも受信機関係が含まれている），ディファ

レンシャルGPS，航空利用のためのインテグリティ問

題などにかなりの論文が集中していることが分る。時

刻の伝送や測地・測量関係は，他にも発表の場が多く

あることと，この学会が航法学会であることを考慮す

る必要があるだろう。今回の場合，この前の週（9月

10～13日）には，カナダのパンフで，「KIS　1990，測地，

測量とリモートセンシングにおけるキネマティックシ

ステムの国際シンポジウム」が，また，前々週（9月

3～7日）には，同じくオタワで「GPS’90，　GPSに

よる高精度測位の第2回国際シンポジウム」が開催さ

れていることなども考慮する必要があるだろう。それ

にしても，3週連続にも拘らず多数の人が参加したも

のである。

10N　GPS－90の概要

　10N　GPS－90の開催地であるコロラドスプリング

スは，デンバーの南，約100kmにある。高地であるた

めに，陸上長距離選手の練習の地であり，オリンピッ

ク訓練センターもおかれ，わが国の男女選手の合宿も

行われたことがある。街の東方，約10kmにヘンダーソ

ン空軍基地と隣接した空港があり，数社の中型機が毎

日数便乗入れている。筆者の場合，ユナイテッド航空

を利用したので，デンバー乗換えでほんの十等分の飛

行であった。

　会場は，街の東西の景勝の地にあり，ゴルフ場など

の施設をそなえた高級リゾートホテルBroadmoor

Hotelの付属の大きな会議場（Colorado　Ha11，　Inter－

national　Center，　SouthとNorth）を3室使用し，主

会議場であるColorado　H：a11のロビーでは30数社の

展示も行われた。

　毎年の例の通り，シンポジウムは水曜日から金曜日

の午前中までで，月曜日と火曜日は街に近い別のホテ

ルRed　Lion　Innで学会に近い組織で，学会関係者で

ある権威者が講師を勤めるNavtech　Seminars社のセ

ミナーが行われた。このRed　Lion　Innの近くのもう

二つのホテルも指定され，会議場とこれらのホテル問

は15分おきにバスの巡回サービスがあり，比較的安価

なホテルを利用しても交通の心配はなかった。

　特別のイベントを先に述べておくと，初日と三日目

には昼食会があり，初日は，大会委員長の簡単な挨拶

だけであったが，最終的のは，事実上の閉会式であっ

て，各種の表彰が行われたはずであるが，筆者は後の

スケジュールの関係で中座したのでここではその様子

は報告できない。2日目の夜はディナーパーティで，

この学会の恒例のようであるが，インフォーマルな服

で来いというパーティであり、今回は町中のアイスア

リーナを借切り，観覧席の各所で飲物のサービス，食

事は交代で上のクラブでのバイキング，その間にスケ

ートの自由滑走とアイスショー2回の予定であった

が，にわか編成のチームによる靴ばきでのアイスホッ

ケーが始まり，とうとうショーは1回だけになってし

まった。

　このシンポジウムがコロラドズプリングスで開催さ

れてきた理由は，その東方の郊外にあるファルコン

（Falcon）空軍基地にGPSの主制御局が置かれてい

て，その見学会が1987年置ら恒例になっていたからで

ある。今回は，予め登録された人だけについて水曜日

の午後と金曜日の午前と午後の3回行われることにな

っていたほか，初めて，北方の郊外にある空軍士官学

校（Air　Force　Academy）などの見学ツアーも実施さ

れた。筆者は1988年に，Falcon基地を見学しているの

で今回はこの企画には参加しなかったが、その際の様

子では，ここは空軍の通信・航法・監視（CNS）のい

ろいろな衛星システム〈各種の通信衛星，GPS，早期

警戒衛星，気象衛星）の集中管理センターしであって，

その出入りは相当やかましそうであった。その際の見

学では，まず，スライドでゼンター全部め業務を説明

した後，衛星のハウスキーピングを担当しているGPS

のミッション管理センター室とGPS衛星の航法機能

を管理している制御センター（こちらのほうは見学室

から）とを見せてもらっている。一

　この基地は日本からは何人かの自衛隊関係者と訪れ

ているようで，そのときの記念品が展示されていた。

　なお今回は，はじめてわが国から取消し一つを含め

て，4論文の申込があった。

開会式とGPSの展望と現状

　開会式では衛星研究部会長のDr．　B．　W．　Parkinson，

大会委員長のDr．　R．　Kalafus，学会長のK．　D．

McDonald（1989年の大会委員長）の3氏の挨拶があっ

た。Parkinson氏は，来年の開催場所に触れ，次回は

ニューメキシコ州のアルバカーキで開催することにな

ったから期待してほしいと述べた。引続いたセッショ

ン1の最初の「GPSの展望と現状」は，恒例によりJPO

（Joint　Program　Office）の室長らがシステムの現状

を述べたが，ブロックIIR衛星の製作の現状の他は特

に新しい情報はないように思われた。次の「運用制御

部分」の講演は，「GPSの利用者システム」に差替え（論

文集の目次はそのままになっている）になり，軍用と
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しての利用者装置の調達スケジュール，運用試験の現

状，マンパックと小型機用の装置の計画などが述べら

れた。3番目は，国防省本省のMcNeff中佐（代理）

の「政策の展望」で，SAやASについての政策，ディ

ファレンシャルGPSは評価中で，国防省は何等かの

制限を考えるかもしれないなどを述べ注目された。こ

のセッションまでは，主会場のみで行われ，数百人分

用意されていた椅子が足らず，周囲に多数の人が立っ

て聴講していたが，参加者が予定より多かったことの

証拠であろう（この3発表のみは論文集にはOHPの

写しのみが掲載されている）。

　この後は，2会場または3会場が並行して進行し，

前述のように当日は原則として予稿もない（発表者は

200部の予稿を用意し，発表後に希望者に配布すること

を義務づけられているとのことであるが，その完全な

入手は不可能である）ので，このシンポジウムの全貌

を紹介するには，後日90を超える論文をまとめる必要

がある。そこで，以下にいくつかの筆者が興味をもっ

た論文を中心に紹介を進めていく。筆者名と表題は省

略したので，詳細は論文集を参照されたい。

GPS受信機，民間利用，測量，時刻伝送と電波伝

搬のセッション

　セッション2（受信機のハイライト）では，まず，

座長のMcDonald氏が彼がこの学会の1月の技術ミ

ーティングで発表した測量用の受信機のチャネル数，

質量と価格の傾向についてかなりの時間を使って述べ

た。次いで，英国からのインマルサット標準CとGPS

受信機との共用部分の検討の報告の後，英国からの

GPS受信機とインマルサット標準Cの組合せ装置の

問題点，Trimble　NavigationのPコード使用の測量

用受信機，フランスからの航空機用受信機，Magnavox

のMX－4200受信機，　Trimble　Navigationの航空機用

のロランCとの組合せ受信機の3000型などの薪製品

（論文なし），CollinsのSpinsat受信機，　FURUNOの

GP－500受信機とGP－1500プロッタ，英国の海軍用の

受信機の発表があった。

　翌日のセッション6（民間利用）もそのいくつかは

受信機関係で，その冒頭に日本無線の自動車用の受信

機，受信機のマーケッティングが発表された他，この

セッションでは，GPSとロランCの共用問題，静止二

二によるGPSの補強問題（このテーマは他のセッシ

ョンのフランスからの発表にもある他，インマルサッ

トからの発表でも触れている）と北大西洋航空路にお

けるGPSによる衛星利用の自動従属監視（ADS，機i上

のGPSの位置のデータを移動体通信衛星で管制セン

タに自動送信するシステム）の利用で，衛星の故障時

も含めて，衝突の危険度と管制間隔の検討が報告され

ている。

　セッション3（測量）と4（時刻伝送）にも興味の

ある論文があるが，聴講の機会がなかったので省略す

る。セッション4には，衛星搭載の原子標準の論文も

含まれている。

　セッション5（電波伝搬）の座長は空軍研究所の

Klobuchar氏で，1周波数での電離層補正方法の発案

者である。

国際システムの開発とその将来および試験レンジ

のセッション

　二日目の午前は，専らセッション7（国際的開発と

将来）を傍聴した。座長は英国のLeeds大学のDaly教

授で，まず自ら最近のソ連のGLONASSシステムの

傍聴結果を報告した。同システムは1990年8月現在で

8衛星が運用されて，システムとしては，1990年6月

20日にGLONASS時間がモスクワ標準時からUTC
（SU）（モスクワの協定世界時）に変更されたとして，

各衛星の時計の動きも説明した。MagnavoxのGPS／

GLONASSの使用の大半は，すでに会誌に発表されて

いるGPS／GLONASS両用受信機（NAVIGATION
誌1990夏号所載）と同じ報告であった。前に触れたイ

ンマルサットのGPSへの静止衛星上乗せのその後の

研究結果がここで発表された。これは，インテグリテ

ィ情報送信のシステム構成を全世界と北米に限ったも

のについて検討し，また，送信のフォーマットについ

て考慮したものである。わが国の宇宙開発事業団と東

芝との共同発表は，計画されている無人の宇宙往還機

HOPEとそれに搭載されるGPS受信機とその利用計

画などについてであった。インマルサットからの報告

として，インマルサットが大西洋で現在実験送信して

いるインマルサット衛星からのGPSと同様の信号の

地球局での作成の性能向上とその結果が示された。こ

の性能向上は，衛星への送信と受信を閉ループにする

ことで衛星からの送信を衛星上の原子時計の制御と同

じ効果をとるために行われた。インテグリティ情報送

信実験のための海岸局装置の改造がまだ残っている。

アメリカのコムサット（COMSAT）社からは，インマ

ルサットの解説的な説明にかなりの時間をとったの

ちゴCOMSATが開始したインマルサット大西洋衛星

からメキシコ湾の船舶へのディファレンシャル補正値

の放送とその全米の海域への拡張の計画を述べた。

　別室でのセッション8（試験レンジ）は，ミサイル，

航空機などの試験場の計装を中心としたセッション

で，GPS　Translatorに関するものが多かった。この

Translatorはミサイルなどの上では，衛星からの信号
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を受信するが，受信したそのままの形で地上へ向けて

再送信する装置で，測定と計算は地上で行うものであ

る。

インテグリティと総合航法のセッション

　二日目の午後は，セッション9（インテグリティ）

を中心に聴講した。周知の通り，インテグリティの解

決法には，地上で衛星の信号をモニタして，衛星の故

障を利用者に放送するGPSインテグリティチャネル

（GIC）と受信機の中で衛星の故障を探知する受信機自

立インテグリティ監視（RAIM）とがあり，後者の冗長

性の測定のためにGPSとGLONASSの共用が進め
られている。GICのシステム提案者の報告，　GICと

RAIMに加えた3番目の方法として，本来のモニタ局

と主制御局を使用するSATZAPと呼んだ方法の提

案，GPSの制御部分の建設を担当したIBMからの，ブ

ロックII衛星と運用制御部分によるインテグリティ機

能について報告があった。RAIMの場合の多くは，数

式を伴う論文が多いが，GPSと慣性センサとによる

RAIMのアルゴリズムとその期待特性などがそれで

ある。連邦航空局（FAA）がMITのLincoln　Lab．に

研究委託をしているGPS／GLONASS共用受信機の

開発とその運用上の問題点の第1報では，共用システ

ムのカバレージと測位データの質を調査する目的で

GPSの測定をして，たまたまその時期に行われた選択

利用性（SA）の統計的な性質から明らかにされている。

　総合航法のセッションの論文のほとんどは，慣性航

法（INS，　IMUまたはIRS）との総合であるが省略す

る。

ディファレンシャルの考え方と軍用のセッション

　3日目は，主な行事は昼までで，セッション12（デ

ィファレンシャル）を聞いた。座長は，コーストガー

ドの研究開発センターの方で，取消し論文があったせ

いもあって，約20分間，座長席から議題にないコース

トガードにおけるディファレンシャルGPSの開発の

現状を述べた。アメリカの港湾における航法精度の要

求が8～20m（2　rdrms）であり，ディファレンシャル

GPSはそれに対応して開発されており，その構成を示

し，利用者で重要なのはそのディスプレイである。

RTCMの送信のフォーマットが2．0版に改正された。

現在，Montaukの中波の電波標識で補正値の放送実験

が行われていると報告した。その後の発表順序も一部

変更になり，まず，ドイツからディファレンシャル

GPSを使用する航空機の進入の実験結果が報告され，

4番目に発表されたオランダからの同じような報告と

ともに，航空機の進入実験がアメリカ以外から報告さ

れたことは興告深い。Stanford大学からの報告の一つ

は，広域のディファレンシャルシステムで，そのため

アメリカ全土の電離層遅延値の等高線を描く形で適用

した計算機シミュレーションの結果である。Stanford

大学からはもう1件，フィルタの利用に関する報告が

あり，この両発表は発表者がいずれも東洋人であった。

ディファレンシャル補正値の放送に使用される電波シ

ステムを幅広く上げてその長所と短所を比較した論文

が発表され，また，JPLからは，衛星軌道誤差と位置

誤差の関係を，理論的に検討してシュミレーションを

した結果が報告された。

　軍用のセッションが別会場で行われていたが，省略

する。

ま　と　め

　以上，聴講した論文を一行程度にまとめたものを中

心に，10NGPS－90の概要を報告した。初めに述べた

ように，この大会の論文集は750ページを超える大部な

ものになっており，年々それは増ページされているの

でこの小文で会議の全容は語りにくい。詳しくは論文

集を参照されたい。前述したように，主会議場の前室

で約30社の展示が行われ，出展は各種のGPS受信機

の他，測定器，衛星製造者，ソフトウエアなどで，こ

のほうも前年の5割増しで，初日の夜はこれら出展者

によるカクテルパーティが開催された。会場が狭いの

でどうなることかと心配したが，主会議場の二百の椅

子が1時間ほどの間に片付けられ，つまみもののカウ

ンターが設営され，舞台では楽士1人のロックの演奏

があるなど例年と異なった趣向であった。3日目の午

後，日本無線の方々などと登山電車でPikes　Peakに

登った。ここは，町からも良く見える高峰で，標高は

4000mを越えたところであるが，簡単に登ることがで

きる。途中から植物もなくなり，岩がごろごろとした

ところを上っていくが，頂上には浴雪が残っており，

大きな山小屋風の売店がある。さすがに気息奄々とし

て活発には動けなかったが、眺望は素晴らしかった。

自動車道路も頂上まで通じているが，ドライバーが高

山病にかかることがよくあるという。

　この報告が印刷になる前に，ニューメキシコのアル

バカーキ（Albuquerque）で開催される予定の10N

GPS－91は終わっているだろう。今回は前3回とは会

場も変わるので，どんな大会になるのだろうか。

追録：アルバカーキの10N　GPS－91は益々盛会裸に

開催された。1992年も9月に同じアルバカーキで10N

GPS－92が子定されている。
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海洋における音響技術

海洋科学技術センター 深海開発技術部

土　屋　利　雄

Acoustic　Technology　at　the　Ocean

Japan　Marine　Science　and　Technology　Center

　　　　　　　　　　　　　ToshiσTUCHIYA

．1．はじめに

　今日，海洋における音響技術は，様々な海洋の現象

の把握や情報の伝送の手段として不可欠なものであ

り，最近の信号処理技術やコンピュータ等の発達は，

更にその利用範囲を拡大してきている。

　本文では，主に潜水調査船システムの分野における

最新の海洋音響技術の応用について取り上げ，それぞ

’れの項目について簡単に解説を行う。

2．海洋における音響利用の歴史的背景（1）

　海中における音響技術の歴史は古く，古代人も水の

中では音が良く伝搬することに気がついていたと思わ

れる記述が残っている。

　例えば，紀元前2世紀頃アルキメデスが，通信に用

いたという説や，古代のセイロン人が陶器製の道具を

海中で叩き，数マイル離れたところでボートの船底に

耳を当ててその音を聞いたというようなものである。

また，15世紀にはレオナルドダビンチが細い管の一端

を海中に入れ，付近を航行する船舶の音を聞いたとい

う記録も残っている。

　しかし，本格的な水中音響技術の発展は，今世紀に

入ってからであり，1912年豪華客船「タイタニック号」

が北大西洋上で沈没し，約1500人以上の人命が失われ

てから始まったと言っても過言ではない。すなわち，

船舶の安全な航行のために，その沈没の原因となった

氷山の探知が急務となったからである。また，ほぼ同

時期の1914年に勃発した第1次世界大戦がそれらの技

術の発達を加速する結果になった。そして，それ以後

の海洋音響技術の開発は，主に潜水艦の探知を目的と

した軍事的な分野を中心として行われてきた。第2次

大戦では，主に米国において，ドイツの潜水艦Uボー

トに対抗するために優秀なソーナーが必要とされ，そ

れらが開発されるようになった。

　大戦後，これらの軍事技術の民生技術への転用が始

まり，先ず二丁機や魚群探知機が製造されるようにな

った。その後，電子工学，材料工学の発達やコンピュ

ータや信号処理技術の発達は，急激にその応用分野を

拡大させ，陸上における電波のように，様々な情報の

伝送や海洋観測に広く使われるようになった。

3．海中音響技術の概要

　3．1海中における音響の特性

　海中で情報伝送の手段として音響が使われるのは，

陸上や宇宙空間に出て自由に通信ができる電波の利用

が海中では極めて困難なためである。

　海水中の音波は，次のような2面性を持つ。

（1）音響信号を情報収集の手段と考えた場合の利点

　①海中の伝搬過程の吸収減衰が少なく，海底等の

　　固体の中でも伝搬する。

　②　媒質中の変化が周波数（ドプラー偏移）や信号

　　強度（音波減衰特性）及び伝搬時間（音速）等の

　　変化としてあらわれやすいので，それらの値を計

　　測することにより，逆に媒質中の変化を容易に検

　　出できる。

（2）通信媒体として考えた場合の障害

　①音響信号の伝搬速度が遅く（約1500㍍／秒）その

　　速度は，水温・塩分・水深等のパラメータに依存

　　して変化する。

　②海面，海底温度傾度，海中生物等による反射，

　　屈折，干渉，残響，及び気泡等による吸収損失等

　　の現象が発生する。

　そのため，水中音響技術においては，上記の利点を

生かし，障害を克服するための様々な技術が使われる。
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表1　海洋調査における音響技術の利用

調査範囲 調査対象 調　査　手　法 得られる情報

海洋構造 海洋音響トモグラフィー． 海洋の大構造数千～

@数十㎞
i調査船）

i係留体）

海底面 遠距離用サイドスキャンソーナー 海底面の概略地形

海底下 多重受信音波探査 海底下の大構造

海洋構造 ドプラープロファイラ 流向・流速構造

マルチナロビーム測探機 海底地形図数十㎞～

@数百m
i調査船）

i曳航体）

海底面
サイドスキャンソーナー 海底の微細地形

海底下 サブボトムプロファイラ 海底下の微細構造

測　　位 LBL，　SSBL，　SBL方式 測位情報・航海情報

溶血ソーナー，観測ソーナー 障害物・地形情報

障害物探知

n　　　形
高度・深度ソーナー 高度・深度情報

数：百m～

@数十㎝
i潜水船）

i曳航体）

i無人機）

ドップラソーナー 速度情報

測　　位 LBL，　SSBL，　SBL方式 測位情報・航海情報

アナログ通信 水中通話器 音声情報の伝送

通　　信
ディジタル通信 データ伝送装置

制御信号・観測データの伝送

鞫恟﨣�ﾌ伝送

　3．2音響送受波器

　音響送受波器は，海中に音波を放射したり，音響信

号を受信したりするためには欠かせないものであり，

海洋音響機器の最も基本的な要素技術である。

　現在これらの音響送受波器は，圧電現象を利用した

電気・音響変換器が最も多く使用されており，用途に

よっては，磁器歪型の変換器も利用されている。

　3．2．1圧電型変換器

　圧電効果は，ある種の結晶に応力を加えて歪を与え

ると電界を発生し，また逆に電界を印刷すると歪や応

力を発生する効果であり，圧電型の電気音響変換は，

この効果を利用したものである。様々な結晶で圧電効

果が知られているが，初期の音響送受波器としては，

水晶，ADP（燐酸2水素アンモニュウム），ロッシェル

塩等の結晶が使用されていたが，これらは安定性や出

力の点で問題があり，現在は音響送受波器として殆ど

使用されていない。これに替わって，チタン酸バリウ

ムやチタン酸ジルコン酸鉛（PZT）等の粉末を成形焼

結し，さらに高電圧をかけて分極加工したセラミック

が使用されている。これらは目的の周波数，出力，指

向特性に応じて，円盤，円筒または棒状に加工され，

また，高圧下でも使用できるように油や樹脂に充填さ

れたりして，音響機器の大部分の送・送波器として利

用されている。

　3．2．2磁気歪型変換器

　磁気歪型の変換器は，ニッケル，，フェライト等の磁

気歪材料を磁化すると否を生じ，逆に歪を与えると磁

化の変化を生じる効果を利用したものである。現在は，

フェライトが主に使われており，一部の測深器（例え

ば「シービーム」）や漁群探知機等に利用されでいる。

　3．3海洋で利用されている音響技術

　表1に現在海洋で利用されている音響技術全般（軍

事利用を除く）について表1に目的別に掲げた。以後

の章において個別の技術についてできるだけ最新のも

の，特に「しんかい6500」システムや深海調査に使わ

れている技術に重点をおいて紹介する。

4．海底面の探査

　今日，海底の資源探査や，海底地震のメカニズムの

解明のための地球物理学的な研究にとって，詳細な深

海底の地形情報は，益々重要なものとなってきている。

現在，音響技術や電子工学技術，信号処理技術，また，

特にコンピュータの発達にともない，音波によっても

従来とは比較にならないほど詳細に海底地形等を調査

することができるようになった。

　4．1マルチナロービーム音響測深機（海底地形図の

　　　作成）（2）

　昔から，海底地形図は，測深ビームが一本しかない

単ビーム型の音響測深機を基に作成されてきた。しか

し，米国のGI社が一度に多くの測深データを得るこ

とのできるマルチナロービーム音響測深機（MNBES）

を開発し，それを1975年にオーストラリア海軍の

HMAS　COOKに搭載してから，測深技術は線から面

への技術的な革新が行われた。このGI社のマルテナ
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ロービーム音響測深機は，「シービーム」（Sea　Beam）

と呼ばれ，原理的には，図1のように扇型のビームを

送受信直交するように形成し，そのクロスする部分で

いわゆるペンシルビームを作り，そこから得られる16

個の測深データからコンピュータが地形図を作成する

もので，これにより，一度にほぼ，水深の7割程度の

幅の海底の深度データを得ることができるようになっ

た。「シービーム」は，世界中で十台以上使用されてお

り，わが国では海洋科学技術センター「かいよう」を

はじめとし，海上保安庁水路部の「拓洋」や東大海洋

研の調査船にも搭載され，詳細な海底地形図が得られ

るようになってきた。実際には，これらの深度データ

は，陸上の大型コンピュータで処理され，海底地形図

が作成される。また，更に進んで，大型コンピュータ

による画像処理を施すことにより，立体的な鳥瞼図も

得ることができるようになった。

　しかし，近年この「シービーム」よりも調査効率の

向上を目的として，測深ビーム本数を増加させ，測深

幅を大きくしたGI社の「ハイドロチャート」．（Hydro

Chart）やシービーム2000（水路部の「明洋」に搭載）

クループアトラス社の「ハイドロスイープ」のような

マルチナロービーム音響測深機が開発されてきた。ま

た，以下に述べるように国内でも古野電気で製作され

るようになった。

　4．2　「しんかい6500」システムのマルチナロービー

　　　ム音響測深機（3）

　「しんかい6500」を安全かつ効果的に運航するために

は，調査海域潜水艦の測地系に基づく精密な海底地形

図による潜航地点の検討が必要となった。そのため従

来のマルチナロービーム音響測深機よりも測深幅の広

い（±45度）音響測深機を「よこすか」に搭載するこ

ととした。また，潜水艦の潜航調査のために海底面の

底質や表面粗度を推定することができるようにするた

図2　「よこすか」に搭載されたMNBESの概念図

め，海底からの反射強度を検出できるように考慮した。

　従来からのマルチナロービーム音響測深機の代表で

あるシービームは，ビーム数があまり多くない（16本）

のでいわゆるプリフォームドビームといわれる待ち受

け型のビームを構成している。これは，船体に固定し

たビマムを所定の角度とビーム数に対応レた遅延回路

を通してナロービームを形成する方式で，各ビームの

受信信号は，並列に連続的に検波されて処理される。

しかしながら，この方式では，本装置のように測深幅

を大きくするためにビーム数を数多く必要とする場合

は，ビームの本数分だけ遅延回路が必要となるためハ

ードウエアの構成が非常に大規模となる。

　そこで本装置では，最近の信号処理技術によって可．

能となった電子スキャニングと呼ばれる方式により，

自炊の左右方向に高速で走査する方式を採用した。こ

れは，受信信号に対し高速でディジタル信号処理を施

し，瞬時的に所定の方向にビームを形成し，その方向

の測深値と信号強度を検知する方式である。プリフォ

ームドビーム方式と比較して受信系統が単純になるた

め，各ビーム間の特性のバラツキが少なくなる利点が

ある。本装置では，この方式により，図2のように船

の直下左右舷方向±45度を45本のビームにより測深で

きるようにした。そして，各ビームによって得られた

測深値を「よこすか」に搭載した汎用の計算機システ

ムで処理することにより，海底地形図をほぼリアルタ

イムで作図できるようにした。

　実海域での試験：を実施した結果，「しんかい6500」の

潜航地点の測深値は，その潜航で得られた深度計の読

み値とほぼ同様な値が得られた。また，図3のように

マリアナ海溝域において，最大10，900㍍以深（世界最

深部）で測深能力を確認することができ，ここで得ら
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図3　MNBESによる海底地形図の例（アリアナ海溝）

れ光測深幅は，約20kmになり，測深範囲は計画値どお

りほぼ±45度を確保することができた。

　また，反射強度の計測機能は，今後データの蓄積に

よって，海底面の有効な観測手段となると考えられる。

　これらのマルチナロービーム音響測深機は，従来の

単ビーム型の測深機に比べて，調査エリアの広さや精

度も飛躍的に向上し，いままではっきりしなかった複

雑な海底地形もだんだん明らかにされてきている。し

かし，調査海城の広さに比べて，’まだまだ台数も十分

とは言えない現状である。海底調査の基本となるこれ

らの充実が望まれている。

　4．3サイドスキャンソーナー（海底の微細地形の調

　　　査）（1）

　いままで述べてきた測深機は，陸上のいわば地図に

相当するものを作成するもので，これよりも更に詳し

く，例えば森や建造物のようなものを調査するために

航空写真に相当するビジュアルなデータが必要とな

る。しかし，海中では，光の情報は極めて近距離しか

収集できないので，音波を使って似たようなデータを

得ることのできるサイドスキャンソーナーという装置

が開発された。

　これは原則的には，図4に示したように，海底から

ある高度を保って曳航してそこから扇のような形の薄

　　　　　　　　　磁：：薫：

磁走査ビーム探鋤音波パルス　　　　　　　　　　　　　　　100m　　　　　　　　　　送受波器！イ！
　　　　　　　　　　　　高度5～　　　　　　　　　　　　　　　　海底　　　　　　’　　噺　　　／　　　　　　20m
　　’約100m　　　一　／　　　　　　　　　　　　　　　　　音波パルス
航路　　　　　　　　　　　　　　　　　’　．

　　　　　　　　　　　　　　20～50m
　　　　　　　　　　　　　へ

　　　　　　　’：斜距離
　　　　　　　　　　　　音波の影の部分

図4　サイドスキャンソーナー（浅海用）の概念図

い音響ビームを斜め上方から発射し，海底の凹凸にぶ

つかって戻ってくる音波の時間から距離を出し，更に

音波の強さを色の濃淡に変えて，白黒のテレビのよう

に平面的に現わすものである。このサイドスキャンソ

ーナーは，最初，米国の原子力潜水艦の沈没事故等の

調査を行うために開発されてきたものであるが，音響

技術，電子工学及びコンピュータによる画像処理の発

達により，画質が向上し海底の地形や資源調査に盛ん

に使われるようになった。

　一般的に近中距離型のサイドスキャンソーナーは，

数十kHz～数百kHzの周波数が使用され，探査幅は
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　　　　　　　　位枷四

　図6　入射角計測の原理

図5　等高線作成の原理

図5，6　シーマークIIの原理

数百m～数km（解像度は数m～数十m）で，これら

は陸上における航空写真に相当する。これとは別に，

人工衛星からの写真に相当するものもある。これは，

英国の10Sによって設計された「GLORIA」で，6
kHz付近の減衰の少ない低い周波数帯を利用し海面

付近を曳航され，その最大探査幅は60km（解像度は約

45m）にもなる。米国のUSGS（地質調査所に似た組織）

は，この「GLORIA」を使って経済水域のほとんどの

エリアを探査して，崖，海盆および海谷などの地形を

詳しく描き出すことができている。これらの画像は，

米国では，出版物として刊行されており，資源探査や

地球物理的な研究に利用されている。

　また，最近は図5，6のような原理に基づき，反射

波の位相情報を利用する，新しいタイプのサイドスキ

ャンソーナーも登場してきている。（4）これは，IST社，

ラモントド旧型ティ地質調査所及びハワイ大学地質研

究所とが共同で開発した「Sea　Mark　II」をはじめと

する，一連の「シーマーク」システムと呼ばれるもの

である。これらの装置では，水深が1000m以上の海域

で5km以上の幅の非常に分解能の高い海底の画像を

得ることができ，また，一緒にマルチナロービーム音

響測深機と同じような水深のデータも得ることのでき

る装置も開発されている。最近，わが国でも「Sea

Mark」シリーズの新しい「Sea　Mark　IzANAGI」と

いう装置が東大海洋研で使われ始めており，今後とデ

ータの蓄積が期待されている。

　これらの海底面のi探査技術は，現在ソフト，ハード

両面から改良が行われている。しかし，これらの装置

の運用は，非常にコストがかかるものであり，最適な

運用技術の確立も欠かせない。

5．音響測位装置⑤

　5．1測位装置の概要

　水中で音波を利用して位置を求める技術は，海底の

精密な調査や探索には欠くことのできないものであ

る。この研究は，1960年代にワシントン大学，米海軍

及びウッズホール，スクリプス両海洋研究所等の手に

よって実用化さら，更に1970年代にパーソナルコンピ

ュータの普及によって一般に使用されるようになり，

現在までに測位精度や探知距離の向上のための努力が
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図7　音響測位システムの概念図
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　　　　図8　LBLの概念図
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図9　LBLによる本船測位

続けられてきた。

　この技術は基本的には，海底に船からの呼掛け（質

問信号）に応答する音源（トランスポンダ）また，発

振間隔を正確に制御された音源（同期ピンガ）を設置

し，これを基準に海上または海中の船の位置を精密に

測定するものであり，図7に示したように，音源の探

知方式によって以下の三つの方式が使われている。

（a）SBL（Short　Base　Line）システム

　SBL方式の例を図7に示した。船底に3個の受波器

を配置（通常は三角形）し，海底のトランスポンダか

らの応答信号を各受波器で受信し，各々の時間差と音

速によってトランスポンダまでの距離を求め，それに

よって船位を求める方式である。

（b）SSBL（Super　Short　Base　Line）システム

　SSBL方式は，　SBLの時間差の代わりに非常に狭い

間隔で配置した一対の受波器で位相差を検出し，それ

によって求めた余弦角θを用いる方法である。

（c）LBL（Long　Base　Line）システム

　上記（a），（b）の方式は基本的に探知距離が延び

ると誤差が大きくなるが，このLBL方式では，誤差は

探知距離に依存しない。

　図8に示すように，海底に3個以上のトランスポン

ダを既知の位置関係に設置して，各々に同時に質問信

号を送る。その信号に対する応答信号の時間から各々

の距離を算出し，図9のようにその距離を半径とする

円（実際は球の断面）の交点から船位を求める方法で

ある。このトランスポンダの位置関係を既知とする作

業をキャリブレーションという。これはLBL方式の

精度が決定されるため重要な作業であり，精度向上の

ためにデータの取得方式や計算の方式が研究されてき

た。．

　5．2深海潜水調査船システムにおける音響測位シ

　　　ステム
　潜水調査船シヌテムにおいて，その調査活動や安全

な運航には音響測位システムは，不可欠なものであり，

海洋科学技術センターの「しんかい2000」システム（以

　航法衛星

！
溜　　ロラン局

「よこすか」

LBL，　SSBL ’器
　　／
／4多
／

送波器

／
／

LBL

　
　
　
ガ

　
　
　
ゆ

／
ノ　
　
　
期

／
ク
同

　
／
7

　
／
7

　
／
」
／／
／

痴ノ

」

：：：さミさ

羅｝一お、，LBL

　　　　11　　ノ三1
4尾二　　　　　　　　　　　＿

rしんかい6500」

図10「しんかい6500」システムにおける音響航法システムの概念二
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下2kシステムと略す）では，わが国で初めて本格的

な音響航法システムを搭載した。

　「しんかい6500」システム（以下6．5Kシステムと略

す）の音響機器の設計にあたっては，これらの2Kシ

ステムの技術をベースにして様々な検討を行った。そ

して，様々な音響機器について，母船と潜水艦との距

離が伸びることによって生じる多くの問題点を解決す

るために技術的な対応を行った。

　2kシステムでは，作業効果の観点から潜水船の位

置は，ほとんどSSBL音響測位方式により求められて

いる。しかし，上述したように，この方式では，測位

距離の伸びるにともなって測位精度が悪化することが

避けられない。測位距離が2kシステムの3倍以上に

もなる6．5kシステムでは，この点を考慮して，測位精

度が距離に依存しないLBL方式を主たる測位方式と

することにした。また浅海域では，SSBL方式も利用で

きるようにした。更に，潜水艦の調査効率の向上のた

めに，装置を小型化し潜水船自身での測位を可能とし

た。

　図10に潜水船による調査モードにおける送受信の関

係を示した。この図のように測位には，海底設置のト

ランスポンダと潜火船から発生する雑音による影響の

排除とデータレートの向上のために，潜水船には同期

ピンガを搭載し，これらみ組み合わせて行っている。

　また，将来装備予定の，1万㍍級の無人i探査システ

ムを考慮して，最大深度を10，050㍍とし最適周波数の

検討を行なった。その結果，水平測位範囲を深度の100

％とした場合に，15㍍程度の測位誤差を確保するため

には，5k～8kHzの周波数範囲の使用が最適である

という結論となり，それにしたがって周波数の割当を

決定した。

　キャリブレーションは，2kシステムの実績から

SSBLキャリブレーションとLBLキャリブレーショ

ン方式を搭載することとした。6．5kシステムでは，そ

れらに加えて，作業時間の短縮のための航走を省略す

ることのできるダイレクト・キャリブレーション方式
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を採用した。これは，トランスポンダをインテリジェ

ント化し，その深度計測機能，及びトランスポンダ相

互間のベースライン計測機能によって直接得られたデ

ータを海上の母船に伝送し，これをキャリブレーショ

ンの演算に使う方法である。また，これらの演算には，
　　　　　　　　　　　　　　
精度の向上のために，潜水船が潜航時に直接測定する

音速データを使った補正ができるようにした。

　平成元年2月，母船「よこすか」での単独海上試験

により，水深6，000㍍の海域で，母船の測位について試

験を実施した。また，その後，8月には，6，500㍍海域

で潜水船との総合海上公試において潜水船と母船の両

者を使った測位を行ない，図11のような結果牽得た。

この図のように，LBL方式では潜水船，母船の双方と

も非常に安定した測位結果が得られることが分かっ

た。また，SSBL方式では，データのばらつきが増加す

るものの水深が小ざい場合は十分実用になることも分

かった。

　平成2年12月にはマリアナ海溝の世界最深部
（10，924m）において，トランスポンダを3本設置し母

船測位を行い，最大20km以上の測位範囲において，安

定した航跡を得ることができた。

送波フレイ　　　受波77ン・

　受波フレイ　　　　ビーム

送波フアン

　ビーム

、

図12観測ソーナーのビーム形成
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（2）正面像

み≦
＼

ウ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

（4）水平断面像

観測ソーナーで得られる画像

6．海中物体の探知

　海中では，よほど条件の良いところで強力なライト

を使っても，せいぜい数十㍍の視程が限界であり，こ

のため起伏の多い海底を航走する場合には，目視や

TVカメラ等の工学的な情報だけでは十分とは言えな

い。しかし，潜水船や無人探査機が海中で行動する際「

には，進行方向の障害物など水中物体をできるだけ早

く確認する必要があり，そのため，音響による長距離

の障害物の探知が必要となる。また，調査対象の地形

等を詳しく観察する必要も生じてくる。

　「しんかい2000」ではこのような目的でCTFMソー、

ナーが搭載されている。これは，周波数を直線的に変

化させた変調波を周期的に送信し，障害物からの反射

波の周波数から伝搬時間を求め，距離を算出するもの

であり，機械的にビームを振ることにより，レーダー

のようなPPI表示の画像が得られ，調査等に活用され』

てきた。

　しかし，「しんかい6500」では，観測対象の多様化，

更なる観測精度の向上を求められたために，分解能の

高い音響ホログラフィー法を用いた水中映像装置（観

測ソーナー）を搭：載することとした。

　6．1．1観測ソーナー（6x7）

　音響ホログラフィー法は，物体からの反射波を平面

的に配列した受波器群で受解し，各々の受波器の振幅

情報と位相情報を処理して映像を得る方法であり，海

水の擾乱や二化による影響が比較的少なく，また，対

象とするターゲットから比較的多い情報を得ることが

できる優れた方式である。

　この装置では，送信に図12のように48個の送波器素

・子を垂直方向に配列し，また，水平方向には，64個の

受波器素子を配列し，クロスファンビームによるペン

シルビームを任意の方位で形成する。これから得られ

た受信信号から，ディジタル的に振幅情報と位相情報

を得て，図13のような表示モードにおいて，立体的な

映像表示を行うことができる。この装置では精査を行

，う場合｝ま，300kHzの周波数で110mまでの範囲で正面

像や断面像を得ることができ，さらに，概査の場合は

通常のレーダー画像のようなPPI表示となるが，100

kHzで300mまで探知が可能である。

　浅海域の試験の後，「しんかい6500」の実海域潜航試

験において，実際に様々なターゲットを探知した。そ

の結果，底面通りの性能を持っていることを確認し，

様々な作業において，極めて有効に利用できることが

分かった。

7．海洋構造の観測

海洋の構造（海水の物理・化学的特性や海水の運動）

を計測することは海洋や気象現象のように海洋が他に

およぼす影響を調べるためには欠くことのできない要
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素である。ここでは，音響を使った計測として代表的

なものを2つ紹介する。

　7．1海洋音響トモグラフィ（海洋の大構造の計
　　　測）（8）

　近年，「地球規模での環境問題を考えなければならな

い」ということから，少なくとも数百kmのオーダー

で海洋構造を明らかにするために，1980年代から米国

を中心に海洋音響トモグラフィという観測手法が使わ

れるようになってきた。

　通常の深海域においては，図14に示したように中緯

度地方では，水深1000㍍付近に音速が最小となる層（ソ

ーファ層または音速極小層と呼ばれる。）があり，その

層の中から発射された音波は，上下の音速の速い層で，

屈折を繰り返しながら海中を極めて遠距離まで伝搬す

る性質がある。このとき，音波は伝搬経路における音

速分布によって影響を受け，多くの異なる経路（音線）

に分かれて伝搬し，結果的にそれぞれ違った時刻で受

波されるようになる。この音速分布は，海水中の物理

的なパラメータ，すなわち水温・塩分・水圧流速など

によって変化することができれば，多くの音線の伝搬

時間を高精度（1ミリ秒以下）で計測することにより

これらのパラメータを推定することが可能となる。

　音響信号の伝搬過程における減衰は，通常，周波数

が低くなるほど少なくなるので，数百km～数千km

もの長距離伝搬では，通常500Hz以下の低い周波数が

使用される。従って，従来の送波器では，必要な出力

が得られないので，このために特殊な共鳴管の付いた

図15音響トモグラフィの概念図
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⊥図16音響トモグラフィによって得られる出力例

ものが開発された。また，受信信号は，極めて微弱に

なるため，送信信号はM系列信号と呼ばれるディジタ

ルコードで送信し，そのコードを基に信号処理を施し，

信号対雑音比を向上させた後，大型計算機で解析を行

う。

　この音響トモグラフィのための装置は，トモグラフ

ィ・トランシーバとして既に米国において市販されて

おり，送・受波器，送・受信器，データ記録器（大容

量ハードディスク）制御用コンピュータ，正確なクロ

ック，電源用電池等が一つの耐圧容器に封入されてい

る。

　最近は極めて低い周波数（57Hz）を利用した超遠距

離の伝撮試験が実施され，インド洋から発射された音

波が太平洋を越えて米国の西海岸で受信されたという

報告がある。

　現在，海洋科学技術センターでは，音響トモグラフ

ィの実用化のための研究を行ってきており，要素技術

の研究と平行して，数回にわたって400Hzを使った

3000km程度の音波伝搬試験を実施した。研究の最終

目標は，図15に示すように多くの送受波装置を展開し

て，1000km四方の海洋観測を目指しており，図16に示

したように，海洋立体的な水温分布図のような形にま

とめられ，地球温暖化現象の解明や大規模海洋構造の

解析等が行われるようになる。

　7．1　ドップラ・プロファイラ（6）

　海水の水温，塩分，PH，溶存酸素，音速等の物理的・

化学的な特性を計測するために，それぞれ目的に合っ

た優れたセンサが開発され使用されている。

　しかし，海水の流れすなわち海流は，それ自体地球

規模の気象・海象構造を決定する重要な要因である。

従来，海流の計測には，電磁海流計（地磁場に対して

導体である海水が移動した際に生じる超電力を検出す

る方式）が用いられていた。しかし，精度・計測範囲

の上で十分とはいえなかったため，近年の水中音響技

術の発展に伴い，音響により深さ方向に関する多層の

送受波器

超貴波ビーム（後）

超音波ビーム（右）

／超音波ビーム（左）

　　　　　　　　　　；樋

　　　　　　　　　　超音波ビーム（前）
　　　　左右速度／　　．’．．

　　　　合成速度　　　　　　　　前後速度

図17　ドップラプロファイラの原理

流向，流速及び音響散乱強度を計測するドップラ・プ

ロファイラが開発された。

　送波器から海中にパルス波を放射すると，海水とど

もに移動している微小浮遊物や海底でパルス波が散

乱・反射され，千波器に戻らて来る。送受波器と反射

又は散乱物体との間には相対速度がある場合，ドップ

ラ効果により送波と受波の間に周波数の偏移が生じ

る。ドップラ・プロファイラはこの周波数偏移を計測

し，海水の流向・流速等を得るものである。

　図17に「よこすか」に装備されているドップラ・プ

ロファイラの原理図を示す。本装置では船の前・後・

左・右，合わせて4方向にシャープなビームを発射し，

前・後のビームで生じる周波数偏移から前後方向の速

度ベクトルを，左・右のビームで生じる周波数偏移か

ら左右方向の速度ベクトルをそれぞれ得る。この二つ

の直角方向のベクトルを合流すれば，任意の水深にお

ける水平面層の回向・流速が求められる。測定する層

については受信信号に時間のゲートをかけて分割す

る。
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本装置の使用周波数は70kHz，4本の送受波ビーム

の傾角は±30．，ビーム層はそれぞれ5．である。本装置

では深度400mまでを32層に分けて，回向・流速・音響

散乱強度を計測できる。船体座標系で得られた流向は

船のジャイロ・コンパスによる船首方位を用いて地球

座表系に変換される。また，海底の深度検出は約1000

mまで可能であり，これより以浅ならば海底からの明

確な反射信号が得られ，ドップラ・プロファイラ自体

で対地流速を求めることができる。しかし，海底の底

質にもよるが，水深が1000mより深くなると海底反射

信号の減衰が大きくなり，周波数偏移を検出するのが

難しくなる。このような場合は高精度航法装置から得

られる対地速度データにより補正される。

8．音響による海中通信

　音響信号は，，海洋における重要な通信手段として，

潜水調査船と母船との交信，海洋機器に対する命令・

制御データの伝送，測定データ・画像情報の伝送等に

用いられている。

　ここでは，音声通信の例として，「しんかい6500」シ

ステムの水中通話器を紹介して，画像情報の伝送につ

いて紹介する。

母　船

厳
§
野

ξ§　．一．■｝，

　　　　　　、@　　　　　、、9一卿齢魑＿＿＿o　繭。，零

go◎

日
8
8

・一一
Q

農∈ヨ潜水船 6

甲陶P”一．，一

φ4000m

一一 QKシステムの
　　　通信揃定範囲

6．5Kシス・プムの

　　通信指定範囲

　　　φ8000m

（a）水中通話機の通信指定範囲

　8．1水中通信器（9）

　8．1．1　装置の概要

　水中通話器での通信方法は，陸上で通常使われる無

線機とのそれとほとんど変わるところがないが，基本

的に違う点は，電波の替わりに音波を利用している点

である。この通話機は，米国で市販されているものが

ベースとなっており，遭難時の救難を考慮して，以下

のように世界的に同じ規格になっている。

　搬送周波数　8．571kHz

　変調方式　SSB－AM（搬送波抑圧単側波帯振幅

　　　　　　　変調）方式（ただし上側波帯）

　伝送帯域約2．5kHz
　8．1．2「しんかい6500」システムの水中通話器

　2Kシステムと6．5Kシステムでも潜水船側はほぼ

同様の装置が使われている。6．5Kシステムでの母船

からの通話範囲は図18（a）に示す範囲と定められた。こ

の通話範囲を確保するために，図17（a）に示したように，

母船側の通話機のビームを鋭くし，そのビームを潜水

船に向けることにより受信レベルの向上を図ることと．

した。

　この通話範囲をカバーするためにこのように位相合

成によって合計9本のビームを形成し，自動的に潜水

船を追尾している。本装置の試験は，「しんかい6500」

の潜航試験の際に水深250㍍から最大6，500㍍までの

様々な深度において，予め定められた通話文を母船と

潜水船とでお互いに送受信し，通話文を記録する方法

で行った。その結果，いずれの場合にも通常の電話と

同程度の明瞭度を持つ通話が可能であった。

　8．2音響によるデータ通信（10）

　8．2．1音響によるデータ通信

　海中における調査活動や作業が多様化し，複雑にな

るに従い，従来からの水中通話器での音声通信では，

対応ができなくなってきた。また，更に伝送量の多い

ディジタルデータ伝送方式が望まれてきた。

　海中におけるデータ伝送と，図19に示すように基本
母　肩

息水船

ラニ斐 符号化
変　調

送波器．

チャネル

　　　　（b）冊船水中通話機のビーム形成

図18「しんかい6500」システムの水中通話器の概念

ζ＝多 瑳魂． 摺目器．

図19　海中におけるデータ伝送
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（の　デ・・一タ系列　　　1 0 1 1

ω漸’」弓懸L
（c）　ASK

（d）FSK

（e）PSK

　　　　　　　i

寒20　ディジタル伝送方式

的には陸上の無線通信と同じで，伝送チャネルの部分

が海水に，アンテナの部分が送・受波器に変わったと

考えてよい。しかし，伝送チャネルとしてみた海洋は，

空気中などと比べて決して「きれい」ではない。海水

中では，硫酸マグネシュウム等の塩や海水の粘性で信

号の高周波成分が吸収される。また，送波器から送波

された信号の受波器までのマルチパス伝搬や，送・受

波器の相対運動や波浪等が引き起こすドプラー散乱な

どが発生する。これらの現象は，通信の広帯域化を妨

げ，様々な障害を引き起こすので，技術的な対応が良

好な通信を行うために必要となる。

　既存のシステムでは，簡単なデータ，例えば深海係

留物の回収や海洋観測データの伝送等が主な目的であ

り，データ伝送速度は，概ね数百ビット／秒以下であり，

最も高速で数キロビット／秒程度であった。

　一方，高画質画像情報のような多量のデータ伝送に

は，数十キロビット／秒以上の伝送容量が要望されてお

り，技術的な革新が必要となった。

　8．2．2画像情報の伝送

　海洋科学技術センターでは，潜水船による作業効率

の向上を目的として，深海底からの高画質画像情報の

伝送の研究を進め，実用的な装置を製作することがで

きた。

　海中において図20（a）のような1または0のようなデ

ィジタルのデータ系列を伝送する方式としては，同図

（c）のASK（振幅変調）や（d）のようなFSK（周波数偏移

変調）が使われできた。しかし，限られた伝送帯域で

伝送速度の向上を図るためには，三図（e）のPSK（多値

の位相変調）方式が理論的に優れている。そのために，

先ず伝送の基本となる送波器について検討した。その

結果，高速のデータ伝送に適合する伝送帯域が広く，

かつ送波感度の高い音響送波器を製作した。

　一般にPSKの信号伝送においては，情報の伝送に

位相情報の変化を利用する。そのため，信号伝送路の

周波数特性が，定振幅・直線位相の理想特性から偏差

を生じる場合は，．位相歪が発生し，信号の信頼性が劣

化する。

　前述したように，海中の音波は，振幅や位相が伝送

路中の音波の吸収損失，伝搬距離の変動，音響送受波

器の特性，及び船舶の動揺により，時々刻々変化する。

伝送路の特性変化の補正は，DSPを使用した適応型等

価器を試作し，使用した。

　その結果，最大20キロビット／秒の伝送速度を実現す

ることができた。さらに画像情報を効率よく伝送する

ために，画像情報の高効率符号化法（DCT）を開発し，

画像の情報量を約1／12に圧縮することができた。

　このような設計思想により，試験装置を製作し，実

海域で伝送試験を実施し，基本的なデータを得た。そ

の結果を基に，「しんかい6500」のための実用機を製作

した。この実用機iは，中心周波数20kHzで伝送帯域約

8kHzを使っており「しんかい6500」に搭載された後，

琉球海溝の水深約6500mの海域で伝送試験を行ない，

8秒に1枚の鮮明な海底のカラー画像を連続的に伝送

し，母船「よこすか」で良好に受信することができた。

　この実用機は，継続的に「しんかい6500」システム

　　　　　　S〔w，e（tl　2tl　　　　　C｛w，trd（t｝｝　　　　　R（wρ0，（t）｝　　　　　　　　　　E（w，t｝

�n…驚化…｛壷｝一聯
　　　　　（ヒご亀x睡・［ごりx蔭｝

　　　　　　　周波数W　　　　　　　　　W　　　　　　　　w

θ’θ謄：通信方向　，d：通信距離

（t）：時間による変動

図21適応等化器（アダプティブイコライザ）によるPSK信号の補正
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に搭載されるため，今後は有人潜水調査船の更なる有

効利用が期待できる。

　また，海中における高速データ伝送は，様々なデー

タの高速伝送にも利用することが可能であり，今後は，

この技術を，無索・無人探査器の操縦等や海中観測機

器のデータ伝送等に応用することも考えられる。

9．放射雑音の低減

　海洋音響機器を有効に使用するためには，受信信号

の信号対雑音比をできるだけ改善することが重要であ

る。従って，まず船舶の放射雑音を十分に低減するこ

とがきわめて重要な要素であるが，この作業が最も費

用と手間のかかる問題である。

　一例として，「しんかい6500」システムの支援母船の

「よこすか」の雑音低減対策について簡単に紹介す
る。（11）

　「よこすか」の建造に先立ち，

●潜航支援システムの要となる水中通話器，

●音響測位装置

●マルチナロービーム音響測深機

がその能力を十分発揮するように雑音の低減目標値を

設定した。、次に，同船型（「なつしま」）の雑音計測結

果や，使用構成機器の振動・雑音計測データを基に，

水中放射雑音の予測シミュレーションを行い，それを

基礎として次のような対策を行った。

　①主機，主発電機，補回及びそれらの周辺におい

　　て，必要に応じて防振支持・制振材の施工・防音

　　カバーを取り付けた。

　②空中騒音の著しく大きい機関室に吸音材による

　　防音隔壁を設ける。

　③プロペラの形状を改良し，キャビティーション

　　による雑音発生を抑える。

　④雑音の少ない運転モードで操船する。

　この他に，バウスラスタのトンネルには扉をつけて

気泡の巻き込みを防止し，更に，．船底の雑音の少ない

場所に音響機器を配置するなどの対策を行った。最終

的には海上試験において音響インテンシティ法により

水中放射雑音を計測した。これらの結果から，本船は

低減目標値を十分クリアしており，商用の調査船とし

ては，「世界で最も静かな船」と言えるためになった。

10．おわりに

　海洋音響技術は，海洋調査や海洋開発の様々な分野

にわたって利用されている。それらのすべてについて

網羅できなかったことについて読者の皆様にお詫びす

る。

　なお，更に詳細な解説を希望される場合は，以下の

参回分献を参照されたい。
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1．海洋現、象

　海洋は地球上の表面積の70％を占めています。しか

も，海洋を作っているのは，海水という非常に重要な

物質です。海水は，水に種々な化学物質が溶け込んだ

ものです。水は，特異な振いをする液体です。まず，

固体である氷よりも，液体である水の方が密度が高い

というのも面白い性質です。氷山が水に浮かんでいる

からタイタニック号のような悲劇も起きたのです。氷

が出来る時，海水中の塩分が一部はじき出されます。

その結果，周囲の塩水の塩分が増大し，海底まで沈み

込むのに充分な密度になります。南極・北極圏で全海

洋の底層水，深層水がこのように作られています。大

きくみると，冷やされて沈んだ水が，水平に広がって

いる運動をしています。このことは海洋の形状が大き

く影響しています。例えば，太平洋は巾1200km，深さ

6kmとしますとその比は2000：1になります。水平

方向に一様になろうとする傾向が強くなります。

　また，海底に大きな熱源がないことも重要です。海

底から海面まで大きくかきまぜて均一にする運動は，

海洋では一般的ではありません。風呂のように，下か

ら温かい水が出てくれば上下の熱交換は活発になりま

す。熱伝導よりも対流の方が，熱を効率よく運びます。

この最も顕著な例は気象現象です。大気中では，地面

や海面によって暖められ，また水蒸気が交率良く供給

され，大気の駆動源となります。

　海洋と大気の大きな違いは，それだけではありませ

ん。一つは大気は気体，海洋は液体，特に水という地

球上でもっともありふれているが，しかし，特異な物

質H20で構成されていることです。大気と海洋では，

現象のスケールは10：1，寿命の点では1：10，また，

密度差では1：1000となっています。水温差は約30℃

で，気温差は100℃以上となります。水の流れは最大3

m／sですが，空気の方は，60m／s以上もありますから

20：1以上です。更に，大気現象は，地球上に境界が

ありませんが，海洋は大陸に雅魔されて，南極環流し

か地球を一周できません。海洋では地球が変形する地

球潮汐の影響が顕著です。

　このような海洋を正しく把握するためには，まだま

だ，海洋観測機器は進歩しなくてはなりません。

2．海洋音響トモグラフィーの概要

　音波は，海水中では，約1500m／sの速さで伝わりま

す。ジャンボジェットは1000km／s（278m／s）で飛んで

います。従って音波は，ジャンボジェットの5倍の速

さで伝わります。ジャンボジェットは20時間で地球を

半周しますが，音波なら4時間で地球を半周します。

これほどの速さで海洋観測ができたら，画期的なこと

です。これが可能だと言い切ったのが，W．　Munk博士

であり，C．　Wunsch博士です。　Ocean　Acoustic　Tomo－

graphy即ち，海洋音響トモグラフィーの誕生です。こ

れは，X線CTの成功に刺激されたものですが，海洋

でも可能と見通したのは卓見です。

　海洋音響トモグラフィーは，水中音響，海洋観測技

術，四時技術，解析技術，海洋の音速分布の特異性に

より成り立っています。基本的な考えは，水中で音を

出して，ある距離を離れた水中で音を受ける。この間

の音の伝わる時間をmsec以下の高精度で測定する。

音速分布を推定する。また逆に，受けた所で音をだし，

出した所で受けて，流れの分布を推定するb本質的に

はこれだけです。

　幸いなことに，一点で出した音が，複数本に分かれ

て，互いに相対的に時間遅れをもって受波されます。

この一本一本を分離するために特別な音響信号が必要
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です。これは，レーダなどの距離測定に使われている

もので基本的には0，1の組み合わせでできる信号列

であり，M系列と略称されています。

　この信号を能率良く発射できる音源が必要です。出

力音圧レベルが大きく，同時に，帯域巾が広いことが

重要です。一方，受波器は，雑音と紛れやすい信号を

効率よく測定することが必要です。

　トモグラフィーでは，絶対時間の測定を基本として

います。従って，音響信号を発射する時間を，受波器

は予め知っておく必要があります。音源と受波器が同

一の時計を持ち，同期が取られていることが重要です。

トモグラフィーの時計は1msecの精度を1年間保証

する必要があり，そのため10一『／（365×24×60×60）＝

3×10－11／年の精度が要求されます。原子時計を必要

とする大きな理由です。

　位置測定も重要です。1msecの測時精度では，位置

測定には1．5m．の誤差しか許されません。音源や受波

器の水中での位置変化は，音響トランスポンダ航法を

利用すると2～3m／s程度の精度で測定が可能です。

このように，測定装置は，現在の技術の延長線上で構

成することができます。

　海洋音響トモグラフィーの基本システムは，音を出

す音源を4個，音を拾う受波器を4個使うもので，百

万km2の海域を三次元的に相当詳しく調べられます。

上述の原理から，音源と受波器を結ぶ断面の様子が分

かります。この断面が通常のCTの一断面に相当し，

（音源の数）×（受波器の数）の16面あります。この16面

を組み合わせると海域全体の立体的な姿が捉えられま

す。

3．音速分布と多重音線

　海洋では，一般的に日中太陽熱を吸収し海面が温め

られます。海水は比熱が大きいので太陽熱を蓄えます。

一方海底近くは，南極北極で生まれた低温高塩分の深

層水があります。そのため，水温は，海面に近いほど

温かいが，1000mより深くなると，深層水で冷やされ，

ほとんど温度（ポテンシャル温度：現場温度から深さ

の影響を除いたもの）は一定となります。一方，水圧

は直線的に増加します。音速は温度が高いほど，また

圧力が高いほど大きくなる性質があります。

　海面近くでは温度の影響が大きく，音速は大きい。

次に深海底に近づくと圧力の効果が大きくなり音速が

増加します。このため海洋の中間に自然に音速の極小

層ができます。海中に極小層があるということは，音

波の伝搬にとって非常に重要なことです。なぜなら，

音速極小層に対してある傾きをもって上昇する音速極

小層に対してある傾きをもって上昇する音波は，屈折

率が上に行くほど大きくなるので，音波の進む方向は，

屈折率の小さい層に引き寄せられるように曲げられま

す。これは，音波の上の部分が速く，下の部分が相対

的に遅いので，波面が自然に曲げられてしまうからで

す。下降の場合も同じで，音速極小層の方に押し戻さ

れます。すなわち音速極小層がある場合，音波のエネ

ルギー分散が防がれ，海面または海底での反射による

エネルギー損失を被らない音波即ち屈折波があること

が分かります。これは海洋音響トモグラフィーにとっ

て本質的なことです。

　音波の波面は連続的に分布しているので，音源から

発射された音波は，極小層を中心に，上に行ったり下

にいったりしながら伝搬します。音源からある距離の

所に受波器が置かれていると，ちょうど受波器のすぐ

そばを通る音波のみが受波されます。音波は全方向に

連続的に発射されているので，音速極小層の周りを振

動しながら伝わる音波は一つに限らず無数にありま

す。そのうちのある条件を満足するものだけが受波さ

れます。一般にこの数は距離に比例して多くなります。

この現象は，多重三線経路といい表されています。受

波される音波は，発射された角度が特定のものだけに

限られます。一般に，音波はその角度が大きいほど上

下の振動が大きくなり，それだけ運んで来る海洋の情

報量が多くなります。

4．音響信号

　海洋音響トモグラフィーの音響信号として専らM

系列の信号が使われています。M系列は，　Linear

Maximal　Length　Shift　Register　Sequences又は

Pseudo－Noise　Sequencesといわれ，0と1の二重の

みで構成される数値列です。

　M系列の定義では，2値系列｛αゴ｝のうち

　　　れ　伽＝Σ6ピαん一げ　　　　　　（mod　2）（々〉駕）
　　　f＝1

を満足し，周期（2彿一1）をもつ系列をM系列と言い

ます。

吻＝3の時には，

伽＝010：海一1十〇20：ん一1十〇3α々一3

01＝0，02＝03＝1とすると，

αん＝α尭一2十α々一3

α1＝α2＝α3＝1とおくと，

α4＝α2十α1＝0

α5ニα3十α2＝0

（mod　2）
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　　　α6＝α4十α3≧ユ

　　　σ7＝・α5十α4＝0

　　　1α8＝α6十α5＝1

　　　0：10＝018十α7ニ1

　　　｛1，1，1，0，0，1，0｝・

となり，周期7のM系列となります。その性質は図1

のようになります。受信信号が，1つの信号列と，そ
れか’轤Sケ遅れた信号が重なって受信されたとしま

す。相関処理をするときれいに2本に分離されます。

　一般的なM系列の性質は次のようになります。dは

・パルスの時間長とし，コード列侮｝に対応する函数

S（灘）を．新しく，

きω一「1嶽認露：よゴー画

と定義すると，

　sω＝s（必＋1電）

と周期Ndの周期関数となります』

この函数S（のの自己相関函数R（τ）は」

送波信号［㎡一L一．
遅延信号

。翻

　　　　　ハび1～（τ）一フむβ（∬）s（灘＋f）礁

　　　　　0

となります。M系列では，

耐：総鋤

となります。

　また，パワースペクトラム函数S（∫）は，

　　　　　　　　ゆs（∫）一F〔R（・）〕一∫た（・）三一4・

　　　　　　　　一〇〇

となるので，Wiener－Khinchineの定理により，

S（∫）一撃in三塁．．δ（！τ号〉

と表されます。ただし，ここで，

田面P・プ・力田：冊コ・プ・・

　　　　　　o鰍

周期1　　　周期2　　周期3　　　周期4

・in・（翔）…S’np）

0

6

翠
遜
奪

一2

　7』醐

となります。

　中心周波数あのキャリヤーの時には，

　F〔R（’）εゴ2刷〕一s（∫一ゐ）

となり，極大値が0→あに移動します。

5．解析手法

　固有音線の経路をrで表し，音速分布を。（r，ので表

すと，経路r上を走る音波の伝搬時間丁は，

Tイ。誇の　　’　　　（・）
　　　r

となります。爵はr上の線ベクトルを表します。次に，

6（r，’）が，平均値。。（r）と変動成分δo（r，ので表されると

すると

6（r，の＝o。（r）＋δo（功　　　 ’　　　（2）

となります。（2）式を用いて（1）式を展開すると，

　　時　間

　自己相関函数

図1　M系列の性質
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T一
ﾘ）｛・一δ縮！＋（δ擶）アー・・弓

一礁）一≠驚）＋・（ムδ・（r，の26。　0。2（r））

一般に1δo（r，’）1《c。（r）ですから，δoの2次以上の項を

省略すると，．

T一�･ゴ∫鷺）・、　　・（3）
　　　r　　　㌦　　　π

が得られます・し塑レr音速牙布。（r，’〉に対する固有音，

線1「を求めるごζは難しヤ）めで，．平均音速分布ρo（r）に

対する固有音線几で代用しま．す。之れに対する伝搬時

間端は

珂。落）

　　ro

（4）

と表されます。従って，TのπからのずれをδTで表す

と

δ7’竃丁一7b・

≒一逡ﾜ （5）

　次に，（5）式の右辺第1項の積分表示を離散化する

ために，観測海域を吻個の小海域に分割します。この

小海域が切り取る固有音線の長さを几ゴとします。この

ときの通過時間をδ7》とすると，

δT一t∫書響）
　　　　∫「0’　．

　　＝Σ（刃δcゴω

　　　ゴ．

となります。ただし，

G一

δの（の「封∫三響

です。固有音線は複数本存在するので，これに対応す

る伝搬時間変動もη本存在し，次のように書けます。

　　　　　δZ＝Σ0ガδoブ（ゴニ1，……，％）

　　　ゴ＝1

ただし，δ05は小海域ノの平均音速変動です。・

ベクトル表記すると，

δT＝o・δ6 （6）

となります。しかし，δTには諸々の誤差が含まれてい

ます。これらを明らさまに書くと，

　δTニG・δo十　Eρ　十　　ET　　十EN十　EL

　　　　　　（位置の不確定）鰐ρ）囎騨

従って，補正すべき項はすべて補正した残りの誤差を

δハとすると，δTは，

δT＝G・δo十δハ （8）

と書き表すことができます。

　伝搬時間変動ベクトルδTを用いて，音速変動ベクト

ルδoの推定値δ∂を計算する線形演算子をしで表すと，

δ∂はダ

δa＝LδT （8）

と表されます。

　Lを求める方法として，最適推定理論や最小自乗法

などがあるが，基本は，推定誤差8の分散を最小にす

るしを求めることです。ここでは，最適推定理論

（Liebelt　1967）を適用します。

　δTとδごはランダム変数と考えられるので，δTδ0の

分散・共分散行列が存在しかつ正則ならぼ，ガウスー

マルコフの定理により，Lは次のように与えられます。

五二CδcδτCδブ1

同時に，推定墨髭の推定誤差行列C，は

C。＝・Cδ。一Cδ。δτCδT－1Cδ。δTτ

　＝Cδ。一LCδ。δTT

（16）

（17）

（18）

と与えられます。ただし，右肩のTは転貸行列を表し，

lCδTr・β（δ71aTT）

、ごδ、＝左（δcδ♂γ・

Ca。δτ≒E（δoδTT）層1

（19a）

（19b）

（19c）

でありβC），は変数ρ期待値を表します。これらの関

係式か昏δTが測定できると，δaカ『推定できることが

わかります。流れもほぼ同じ方法で推定できます。

6．　トモグラフィーの現状

　海洋音響トモグラフィーは，初期には音源と受波器

・を別々に設置する，温度トモグラフィ艶が盛んでした

が，次第に，音源と受波器が一体化した，トランシー

バの開発により，主体は，温度分布と流速分布を同時

に測れる運度トモグラフィーへと移行していきまし
た。

　海洋音響トモグラフィーの研究開発の最重要課題

は，低周波音源の開発と解析手法の確立です。数百km

オーダ用の400Hz音源までは既存の技術に依り達成
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図2　海洋音響トモグラフィー観測システム
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図3　南インド洋のハード島から発射された音波の伝搬経路推定図

　　　（Munk　and　Forbes，1989による）
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できましたが，数千kmオーダを目指す200Hz音源で

は新規に技術開発することが必要です。米国では油圧

制御の250Hz音源を実用化しています。日本では超磁

歪材を駆動材とする200Hz音源の開発に取り組んで

います。

　解析手法は，数百kmオーダで確立されたアルゴリ

ズムが数千kmオ」ダに適用可能かどうか検証してい

るところです（Sbiesberger　and　Metzger，1991）。

7．　トモグラフィーの将来

　海洋音響トモグラフィーには，積分モードとマッピ

ングモードの二種類があります。積分モードは，全体

として，どう変化するかを観測します。マッピングモ

ードは，いわゆるトモグラフィーで，できるだけ情報

量を増やして，細部まで推定しようとするものです。

これまでは，主にマッピングモードの研究開発が盛ん

でした。しかし，数万kmオーダになると，海底地形

の影響が大きくなり，積分モ㌣ドが見直されるように．

なりました。』

　マッピングモー．ドは，スクリップス海洋研究所，ウ

ッズホール海洋研究所，ミシガン大学，海洋科学技術

センター等で盛んに研究・開発が行われています。こ

こ10年以内に，太平洋や大西洋全域を対象するトモグ

ラフィー観測ネットワークが実現するものと期待され

ます。

　海洋科学技術センターが平成7年までの4ヶ年計画

で開発を進めている海洋音響トモグラフィー観測シス

テムは，図2のように1000km×1000klhの海域をリア

ルタイムで観測しようとするものであり，真の海洋広

域立体同時連続観測システムとして機能するものと期

待されます。

　積分モードの応用として，地球温暖化が海洋にまで

浸透しているかどうかを調べようという提案がなされ

ています。（Munk＆Forbes，1989）。この計画によれ

ば，57Hz　209dBの低周波音源を南インド洋で鳴らし

て東太平洋，西大西洋，インド洋でこの音を受波し，

各点での精密な伝搬時間の年々変動により，海洋の平

均水温の変化を観測しようとするものです（図3）。

1991年1月に世界9ヶ国の共同により予備試験が実施

され，20000km離れた点でも有意な測定ができ大成功

でした。1995年から10年計画の本格的な観測が開始さ

れようとしています。
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1．は『’じめにゴ

　船用関係においても各種機器を相互に有機的に結合

し，機器固有の情報をシステマティックに活用したい

といった要望は20年位前からあった。近年の著しい電

子技術の発達がこのような要望を可能にした。

　このような要望を満たすためには，機器間のインタ

ラエースの標準化といった問題が非常に重要であり，

これらの考え方と現実の問題あるいは，今後の方向等

を多少の偏見を交えて論じてみる。

2．データ通信の基礎

　デジタルインタフェースを論じるためには，データ

通信の基礎的知識を必要とするのでここで少し触れて

おきたい。

1）データ通信の定義

　　①通信とは，ある場所から別の場所へ情報を伝

　　　　達すること

　　②信号とは，物理現象に与えた時間に依存する

　　　　値であって，データを伝達するもの

　　③データとは，人間または自動的手段によって

　　　　行われる通信・解釈・処理に適するように形

　　　　式化された事実，概念または指令の表現

　　④情報とは，一定の約束において人間がデータ

　　　　に割り当てた意味、

　　⑤データ通信（Data　Communication）

　　　　CCITT（Committee　of　Consultative　Inter－

　　　　national　Telegraph　and　T母ephone）による
　↓
　　　　と「データ伝送とは，機械によって処理され

　　　　る，あるいは処理された情報の伝送」と定義

　　　　されている。従って，データ通信とはコンビ

　　　　ュータ処理技術とデータ伝送技術の触合した

　　　　　Takeshi　WATANABE

ものである。

コンピュータはデータ処理をする。

データ通信＝データ処理＋データ伝送

1）ブロード通信とローカル通信

　①　ブロード通信

　　　公道にまたがって通信回線を引き，通信を行

　　　　う

　②ローカル通信
　　　事業所の構内やビルの内部のような範囲で通

　　　信を行う

　　　，：LAN（Local　Area　Network）とは，データ

　　　通信専用回線の中で高度な機能を持つもの

3）伝送速度

　　送信側と受信側の伝送速度が合っていないと通

　信できない。

　　・bps　（bit　per　second）

　　一秒間に送れるビット数である。

　　600／1200／2400／4800／9600bps等

4）同期方式

　　同期とは，送信側と受信側とのタイミングを合

　わせること。

　　・調歩式同期方式

　　　　1文字つつ送る，文字の前後にスタこトビッ

　　　　トとストップビットを入れる

　　・同期方式

　①　ビット同期

　　　　データ線とクロック線が必要

　②キャラクタ同期

　　　　ビット同期があることが前提であり，送信

　　　　側は文字の先頭に同期を表す制御文字を付

　　　　ける。受信側はこの制御文字を検出してデ
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　　　　　一六の区切りを見付ける。

5）伝送方式

・パラレル（並列）伝送

丁　　ロツ

∬
送
・
　
信
　
　
側 皿

…
…
立

Fig－1

0

1

7

・シリアル（直列）伝送

受

信

側

ストップ　　スタートビット

b7　bぎb3　bl

送
　
　
信
　
　
側

受
信
側

　　・JISの7単位

　　・ASCIIコード

　　　　American　Standard　Cord　for　Information

　　　　Interchange

　　・EBCDICコード
　　　　IBM社が独自に規格化したコード

10）レイヤ（階層）

　　ISO　（International　Organization　for　Standardi－

　zation：国際標準化機i構）が定めたOSI（Open　Sys－

　tem　Interconnection：開放型システム相互接続）は

　次の7つのレイヤ（階層）に分かれている。

Fig－2

6）通信方式

　　・全二重方式

　　　　送信用と受信用の2組の回線がある，送信と

　　　　受信が同時にできる

　　・半二重方式

　　　　1組の回線を切り換えながら使う

　　・単向方式

　　　　送信専用から受信専用へ一方的に送る

7）伝送制御

　　・制御無（無手順）

　　　　送信側はすきな時にデータを送る

　　・制御有

　　　①ポーリング・セレクティング方式（中央制

　　　　御方式）

　　　②コンテンション方式（回線争奪方式）

8）誤り制御

　　・誤り検出

　　　①垂直パリティチェック

　　　②水平パリティチェック

　　・誤り訂正

9）伝送コード

　　・JISの8単位

7 アプリケーション層 データの意味，内容の制御

6 プレゼンテーション層 データの表現形式の制御

5 セッション層 会話単位の制御

4 トランスポート層 最終2点間のデータ制御

3 ネットワーク層 ルートの選定と制御

2 データリンク層 伝送誤りの制御

1 フィジカル層 回線の電気的・物理的制御

Fig－3

3．規格化への背景

　デジタルインタフェースの規格化への背景及び経緯

について少し触れてみる。

　今から約20年前に，ロラン受信機を用いた測位装置

にコンピュータを利用して船の位置を緯度・経度に直

接変換するものが出現した。勿論この頃のコンピュー

タはいわゆるミニコンと呼ばれるもので，非常に高価

なものであった。

　その後，1970年代の後半には半導体の発達によりワ

ンチップのマイクロコンピュータが航法装置関係，特

に測位装置の分野で応用されだした。

　技術の発展はユーザのニーズをも多様化せしめ，こ

れらの状況が機器間のインタフェース標準化へのトリ

ガーとなったといえよう。

　①機器にコンピュータが利用されてきた

　②高性能のマイクロコンピュータの出現

　③単機器の情報を集めて，別の機能を生み出した

　　　いという要求が出てきた

　④ユーザ及びメーカの意識の変化

　　　・一つの装置に総ての機能を持たせるより，必

　　　　要に応じて単一機能の装置を組合せて別の応

’　　　用装置を作り上げる方が得策

　　　・船内の情報の統合化を計る

⑤陸上の汎用の世界でデータ通信が定着してき
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　　　た。

　即ち，「多様化し，拡大化するユーザニーズに応える

ために，各種装置や機器の性能がより高度化，複雑化

する傾向にある。一方これらの装置を有機的に結合す

ることで，最適で品質の良い総合システムを構築運用

することが求められる。そのためには，各々の装置で

入出力される必要な情報の内容と様式を統一する必要

がある。」といったことになる。

4．規格化への動き

　1980年代に入ると，日本国内のメーカ各社は，自社

装置問のデータの共有化を計るために独自のデータフ

ォーマットと伝送規格を作成し運用を始めた。

　ユーザは他社の装置との結合を要望し出すと，たち

まち各社独自の規格に様々な問題が出てきた。

　米国では，すでに1980年にディラーの任意団体であ

るNMEAにより，ロランーCとオートパイロットの接

続のためNMEA－0180規格が制定され，1982年には

NMEA－0182が，1983年にはNMEA－0183とバージョ

ンアップされている。

　現在では，日本国内のメーカ各社はNMEA－0183規

格を採用することによりメーカ間の整合を取ろうとし

ている。又，このような認識は日本，米国だけでなく

ヨーロッパでも高まり，最近IECで国際的な規格作り

が行われている。

　IEC　　　：International　Electrotechnical　Com－

　　　　　　mission（国際電気標準会議）

1970年頃より測位装置にコンピュータ利用

1977年頃から航海装置にマイクロコンピュータ利用

1982年フルノCIF規格作成

　米国NMEA－0180作成

1982年

　米国NMEA－0182作成

1983年

　米国NMEA－0183作成

1988年

　　「IEC／TC80／WG6デジタルインタフェース」検討開

　始

1990年

　米国NMEA－0183
　V2．0検討始まる

Fig－4

NMEA National　Marine　Electronics　Associa－
tion（全米船用電子’協会）

①1980年5月　NMEA－0180制定

②1983年5月　NMEA－0180　V－1．0

③1987年12月　NMEA－0180　V－1．5

④1990年4月NMEA－O183・Version　2．ODraft－1

⑤1990年8月越NMEA－0183　V－2．ODraft－2

⑥1990年11且NMEA－0183　V－2．0、　Draft－3

⑦1991年5月　NMEA－0183　V－2．ODraft－4

5．規格化における問題点

　デジタルインタフェースの規格化のために以下のよ

うな検討が必要である。

　　①対象とする装置・機器類と用途の想定

　　②データの量，時間（周期）

　　　　最大何バイトのデータをどのくらいの周期で

　　　　伝送するのか

　　③データを表現するコード

　　　　ASCIr，バイナリコード，その他どのようなコ

　　　　ードを適用するのか

　　④データ群の識別方法と最大識別数

　　　　必要な情報を含むデータ群の識別方法はどの

　　　　ようにするのか，さらに最大何種類のデータ

　　　　群を識別できる体系にするのか

　　⑤伝送のタイミング

　　　　受信側の状態を考慮せずに，送信側のタイミ

　　　　ングで自由に送信するのか，受信側とハンド

　　　　シェイクするためのプロトコルを必要とする

　　　　のか

　　⑥通信する相手の数

　　　　1対1か1対Nを想定するのか

　　⑦伝送方式

　　　　シリアル伝送，パラレル伝送いずれを採用す

　　　　るのか

　　⑧通信規格は何を適用するのか

　　　　RS一＊＊＊，　IEEE一＊＊＊等或いは独自の規

　　　　格を適用するのか

　　⑨電気通信の定義

　　　　マーク，スペースの電圧（又は電流）の定義

　　　　をどうするか

　規格化或いは標準化にあたっては，少なくども以上

の事項を十分に検討する必要がある。

6．現状について

　現実の各メーカの考え方や，抱えている問題点等に

ついて考えてみる。

1）各メーカのデジタルインタフェースに対する考え
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方

①高速，大量のデータを対象とせず，比較的侭

　　速（2400～4800BPS）で調歩同期式のシリア

　　ル伝送を採用している。

②規格としては，自社独自のものか或いは

　　NMEA－0183を採用している。電気的規格と

　　しては，カレントループ（ホトカプラー結合），

　　RS－232Cが多く，まれにRS－422もある。

③プbトコルは特になく，送信側は受信側を意

　　識せずに無手順でデータをタレ流しているも

　　のがほとんどである

　　通信方式は単向方式である

④デジタルインタフェースの入出力ポートは標

　　準的に装備させたいが，そのためコスト的に

　　　　はあまり負担となってはならない

　　⑤相互抗続する規模に応じて，必要なデータの

　　　　集合，分配，フォーマット変換等には別途イ

　　　　’ンタフェース装置で対応する

といった考え方が基本になっており，廉価タイプの装

置（機器）でも十分コスト的に対応できるものとして

いる。

2）他メーカ機器との接続時の問題

　　①HOTとCOLDの間違い
　　　　相手の回路図を十分認識，理解できるに，自

　　　　単側の常識で見てしまう

　　②入力回路はホトカプラーで電気的に絶縁され

　　　　ている場合が多く，

　　　　　・電流感度の良いホトカプラーでの微小電流

項　　　目 古野CIF NMEA－0183

伝送形態． 調歩式の直列伝送方式 調歩式の直列伝送方式

キャラクター仕様 スタートビット……………… 1 スタートビット・………・・1

データ……・…………・・……… 7 データ・………………・…・8

パリティ （偶数）…………恥 1 パリティ………・………・・なし

スト ツプビット………………2 ストップビット…………1以上

ス，圭藩一噺ζ惣
‘し李．写　エスタートビット　　ストップビット

信号レベル ストップビット………電流オフ ストップビット……0．5V以下

ロジカル‘1’ ロジカル‘1’・

スタートビット………電流オン スタートビット…＋4．OV以上

ロジカル‘0’ （16mA）． ロジカル‘0’

伝送速度 600　BPS 4800　BPS

1200　BPS

2400　BPS

4800　BPS

送信側のドライブ能力 アクティブ状態（ロジカル‘0’） アクティブ状態（ロジカル‘0’）

で32mA以上の供給能力を持つ で15mA以上の供給能力を持つ

ごと こと

受信側の絶縁性 ホトカプラーで受けること オプティカルアイソレーション

または同等なもので受けること

通信プロトコル DSR， DTRによる制御を標準 無手順

としていたが，現在は無手順で

ある

標準回路 ヤ7 1。。粟・　　犠47皿4 特に規定はない

looη

葺
…
卓

c　　　　　　c

ホトカプラーは
ノ　　　　47Ωの抵抗部に

16mA程度流れる
ものを選択

一53一



項　　　目 古野CIF NMEA－0183

データ形式 基本形 基本形

sτx レコード 副x 銘 c

ブロック データ　．

（最：大300バイト） フィールド

アドレスフ押｝ド

①レコードリミッタは〈FS＞で （5バ朴）

ある
セ万ンススタート

②レコードのバリッドキャラク
セン汐ス

ターは20H～7Fである
（最大82パイD

レコードの型式 ①フィール・ドのデリミッタは
”，” ﾅある

②データフィールドの最後に
”＊” で始まるチェックサム

デ㌦タ

フィールドをオプションとし

て付加できるデータ番号

i2バイト） ③バリットキャラクターは20H

～7FHである、但しODH，
シコードデリミツタ（1バイト） OAHはセンテンスの区切り
＜FS＞ ：1CH として予約されている
rくSTX》：02H

レコ7ドデリミッタ（1バイD

＜FS＞：1CH

〈ETX＞：03H

　　　　　での誤動作

　　　　・電流感度の悪いホトカプラーでの入力ミス

　　③入力側の処理が高速リアルタイムになってい

　　　　ない場合，

　　　　・データの1バイトの切れ目の時間間隔が少

　　　　　ないとき，入力処理に問題が生じる場合が

　　　　　ある

　　④データが可変長の場合，入力側のソフトウエ

　　　　アの負担が多くなる

　⑤データコードの出力側と入力側との認識の違

　　　　いによるトラブルが多い

以上は現実に結構多く見られる問題である。

3）古野電気の現状

　　　当社でも1980年に自社機器間のデータ共有化の

　　ために，CIF（Communication　Inter－Face）規格

　　なるものを作成し運用を始めた。この規格は現在

　　も運用されている。当社のCIF規格は当時として．

　　はかなり先進的な考えで，その後のNMEA－0183

　規格化に大きな影響を与えてし）る。

　　　他メーカ機器との接続の必要性が生じてくるに

　　したがいNMEA規格の採用に踏み切り，現在で

　　はCIFとNMEA－0183の両規格で運用している。

7．まとめ

　現在のデジタルインタフェースをまとめると，

「OSIのモデル層でいえば，第1層と第7層のみの低機

能，低価格の通信形態」といえる。

　今後，より高速で大容量のデータ，例えば画像デー

タに対応し，そして特定の機器を選択できる通信を可

能とするプロトコルの定義を必要としてくるであろう

ことは十分想定出来る。

　現実にはコストとの兼ね合いもあり，そのような高

機能のプロトコルを各機器で標準的にサポートするの

は困難である。

　しかし今後，半導体の発達によりOSIのモデル層の

第2層から第6層までサポートするICが現われてく

れば話はかわろう。現状ではまだそのようなICは出

現しておらず，とりあえず現在のような低機能，低価

格のものとは別に高機能対応の規格も必要であろう。

　これからの規格は，出来るだけ国際的にも認められ

る標準的な規格にすべきであろう，勿論これは将来的

に出現するであろう通信プロトコル用のICを期待す

る意味も込めてである。近年は船内だけでなく衛星通

信を介して陸上のシステムをも巻き込んだ大きなネッ
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トワークを構築する時代もすぐそこに来ており，従っ

て当然陸上の汎用コンピュータとの接続の容易性も考

えておかなければならない。

　最後に，通信プロトコル等のようなソフトウェア面

に於いては，船舶用と陸上用との区別は益々なくなっ

てくるであろう。しかし，使用環境の違いに対するハ

ードウェア面の基準の違いは残るであろう。

　いずれにしても，現在のデジタルインタフェースは

船舶におけるローカルエリアネットワークの端緒であ

り，今後より高機能の通信規格の議論がなされてくる

であろう。

参考文献
1）「データ通信技術センター」CQ出版社

2）「パソコン・データ通信プロトコルハンドブック」朝日新聞

　社
3）「TCP／IPによるネットワーク構築」bit別冊，共立出版

4）　「NMEA　O183　STANDARD　FOR　INTERFACING

　MARINE　ELECTRONICS　NAVIGATIONAL　DEVICE
　Version　1．5」
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（Committee　of　Action）年1回開催

理事会グループA，B，　C

中　央　事　務　局

（Central　Office）

　　　　事務総長以下約100人の嘩員で構成

：　ISO　：一……・乙’　　　　　　r・・・…　’・・・・・…　…・・・・・・・…　◎●●．●’’’”…

；’一…杏問尋再三葺婆”葡65”i’”’i

　ii分科委員会　（SC）16　；
　i●…“∵：：：∵よ：：L∵∴＝二∵∵∵：∵」ご＿．、

　i　　i作業グループ（WG）72　i
　ギ　のロロロけりのりロけロけ　ロロけけコいコ

　i　編集委員会　（EC）　i
　・贈・陣・…　四・・・…　．．．。．．．。．．．．．，．，．．．．3

理事会諮問委員会

電子通信諮問委員会（ACET）

安全諮問委員会（ACOS）

電磁気両立性諮問委員会（ACEC）

専門委員会（TC）83

分科委員会　（SC）116

作業グループ（WG）約680

　　　　　　　　　　　　編集委員会　（EC）

注：委員会の数lCISPR，　CMTを含む）等は1989年7月現在

　　　図1　国際電気標準会議の構成

　　　　　　　一56一



1．背　　景

　船用機器相互の接続（インタフェース）を標準但し

てシステム構築を容易に行いたいという要請は，従来

独立に使用されてきた機器が，電子技術の発達と社会

的・経済的ニーズの増大に伴い，コンピュータ等を介

し，有機的にシステム化され，自動化されるに従い，

ますます強くなってきている。

　従来は各機器メーカが自社製品相互の接続について

独自のインタフェース方式を開発してきたので，ユー

ザが各社の多様な機器を用いた合理的なシステムを必

要とする場合に多くの困難iがあった。この問題は1980

年以来NMEA（米国船用機器工業会）において主とし

て小型船舶を念頭において電気仕様のみならずセンテ

ンスフォーマットを含む仕様の検討が重ねられ，

NMEAO180および0183として規格が制定されている。

　IEC（国際電気標準会議）のTC80（航法計器専門委

員会）では国際航海を行う船舶のIMO（国際海事機

構）により義務化された機器も含めたデジタルインタ

フェースの規格化の必要性を認め，この為の作業部会

WG6を1988年に設置し，国瞭規格化の草案作成作業を

続けており，上記NMEA規格との整合性を積極的に

とる為NMEAとの協議も重ね，草案（WD）の作成が

終了し委員会原案（CD）の作成中である。

　わが国には有力な航法機器メーカが多くあるので，

このIECの作業部会での国際規格草案作成には国内

作業部会を㈹日本電子機械工業会内に設置し，当初よ

り積極的に参加している。

　本稿では，IEC／TC80／WG6における審議の経過，国

際規格草案の主要点ならびに今後の見通しについて紹

介する。

2．IEC／TC80委員会（1）

　IECは図1に示すよう’に加盟41ヵ国から成り，各国

間での電気・電子機器・部品の互換性と安全性を保っ

ための国際規格の作成を任務とし，ISO（国際標準化機

；構）との緊密な連絡の下に活動している。TC80はIEC

の83ある専門委員会の一うでIMO（国際海事機構）と

緊密な関係にあり，IMOの勧告に基づき航法計器の

個々の機器の性能要件，検査規格の作成を行っている。

日本国内では工業技術院のもとでTC80国内専門委員

会≦委賑；飯島鯨商船大鞭）が組織さ払㈹日
本電子機械工業会の中にTC80小委員会が設置され，

審議を行っている。IECで制定された国際規格は，加

盟各国の国内規格にすみやかに反映することが要請さ

れ，日本の場合は必要に応じ，JISC又は，　JISFとして

国内規格化されることとなっている。

TC80には現在，以下の9個のWGや設置されてい
る。

WG1：船舶用レーダ

WG2：ARPA
WG3：SDME（速度・距離計）

WG4：電波測位装置（SWG4aとしてGPS受信機）

WG5：一般要件（EMI，　EMCを含む）

WG6：デジタルインタフェース

WG7：ECDIE（電子海図装置）

WG8：・GMDSS
WG9：IBS（Integrated　Bridge　System）

3．IEC／TC80／WG6における審議経過

WG6での審議経過の概要を紹介する。

1）第1回WG
　1988年5月ロンドンで開催されたTC80の総会の席

上，作業部会WG6の設置が決議され，事務局をCIRM

（国際船用無線機器協会，本部ロンドン）が担当するこ

ととなった。日本からの早急に規格を制定する必要性

の指摘にもとづき，各国で対象機i器を分担し，NMEA

規格を念頭に草案を作成することとなり，日本は測位

システムとエコーサウンドを担当した。

2）第2回WG
　1989年7月に英国ブライトン市にて開催されたIEC

の総会にあわせて第2回のWGが持たれた。

　第1回で要請されたドラフトの提出は3件のみで電

気仕様，センテンスフォーマット等体裁の完備した日

本のドラフトをベースに討議が進められ，規格化の第

一段階として日本提案通り，single　talker－multi　list－

ner方式に限って事務局でWGドラフトを作用する

こととなった。この会議には初めてTC80に参加した

ソ連の代表も含めNMEA規格をベースにすることが

改めて確認された。

3）第3回WG
　1990年4月ロンドンにおいて開催され，事務局で作

成したWGドラフトの検討を行った。この会議では

TC80の性格にもとづき，機器をIMOにて勧告のある

機器とそうでない機器に区分けし，各機器ベースの規

格とすることで合意がなされた。更にNMEAより新

バージョンNMEAO183Vx，　x　draft　No．1がもたらさ

れその検討も行った。

4）第4回WG
　1990年11月ロンドンにおいて開催され改定された

WGドラフトの検討を行った。　NMEAより，　V．2．O

draft　No．2がもたらされその検討をあわせ行うと共

に，NMEAと緊密な連絡の必要性が改めて指摘され，

合同会議の開催が提案された。
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5）第5回WG
　1991年5月ロンドンで開催され，その直前4月に米

国San－Diego市でもたれたIECとNMEAの非公式
会議の結果ならびにNMEAのV．2．O　draft　No．4を検

討した。この席にNMEAの代表が初参加し，詳細な検

討を行った結果，電気仕様についてはIECの提案を入

れ，RS－422を標準とすること，フォーマット等につい

てはNMEAO183の新バージョンの中にIEC・の検討結

果を反映させることが合意された。この結果NMEA

とIECとの整合性についての問題点はおおむね解消

した。

6）第6回WG

　1991年10月ベルリンで開催されるTC80総会にあわ

せ開催された。基本的な問題は全て解決されたので総

会の席上，WGドラフトをCDに格上げし加盟各国の

投票に付すことが提案さ・れ承認された。NMEAはこ

の検討を待って一足早く米国国内に新バージョン
（Version　2．00，　Jan．1，1992）を公表した。

4．国際規格草案の内容

1）適要対象

　IEC／TC80の役割から明らかなように，国際規格の

対象はIMO／SOLASで規制される機器を用いる国際

航海を行う船舶である。一方NMEAは，その成立から

　　　　　　　表1

TALKER　DEVICE

トーカの機器コード（アドレスの1，2文字目）

IDENTIFIER

AUTOPILOT：General
　　　　　　　　Magnetic

COMMUNICATIONS：Digital　Selective　Calling（DSC）

　　　　　　　　　　　　Satellite

　　　　　　　　　　　　Radio－Telephone（MF／HF）

　　　　　　　　　　　　Radio－Telephone（VHF）

　　　　　　　　　　　　Scanning　Receive士

DECCA　Navigation

Direction　Finder

Electronic　Chart　Display＆Information　System（ECDIS）

Emergency　Position　Indicating　Beacon（EPIRB）

Engineroom　Monitoring　Systems

Global　Positioning　System（GPS）

HEADING　SENSORS：Compass，　Magnetic

　　　　　　　　　　　　Gyro，　North　Seeking

　　　　　　　　　　　　Gyro，　Non－North　Seeking

Integrated　Instrumentation

Integrated　Navigation

LORAN：　　　　Loran　A

　　　　　　　　Loran　C

OMEGA　Navigation　System

Propriβtary　Code

Radar　and／or　ARPA

Sounder，　depth

Electronic　positioning　system，　other／general

Sounder，　scanning

Turn　Rate　Indicator　g

TRANSIT　Navigation　System

VELOCITY　SENSORS：Doppler，　other／general

　　　　　　　　　　　　Speed　Log，　Water，　Magnetic

　　　　　　　　　　　　Speed　Log，　Water，　Mechanical

TRANSDUCERS：．
TIMEKEEPERS，　TIME／DATE：Atomic　Clock

　　　　　　　　　　　　　　　　Chronometer

　　　　　　　　　　　　　　　　Quartz

　　　　　　　　　　　　　　　　Radio　Update，　WWV　or　WWVH

Weather　Instruments

齢
饗
馨
麗
麗
螺
・
楼
器
H
瓢
㏄
㎝
・
三
熱
懸
搬
畏
髪
z
Q
斜
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明らかなように小型プレジャボートを含む全船舶を対

象としている。しかし，本規格が唯一のデータフォー

マットを含むインタフェ」ス規格であることから，制

定後は海上用のみならず，陸上用，航空用の各分野で

利用されることと思われる。

2）電気仕様

　Single　TalkerrMulti　Listnerの直列非同鶏伝送方

式を国際規格の第1段階における検討対象とし，その

後Multi．Talker方式の検討を行うこととなってい

る。データ伝送の主要諸元は次の通りである。

　　　ボーレート　　：4800

　　　データビット　‘：8（d7＝0）

　　　パリティ　　　：無

　　　ストップビット：1

　　信号レベル　　’：RS－422準拠

なおNMEAのV．2．0においては現行のV．1．5との整

合性をとる上でListnerは従来の方式（Opto－
Isolator）を認めている。この為従来のNMEAと整合

する為には受信側の負荷を軽くする等若干の改造が必

要な場合が生ずる。

表2　航法機器のIMO勧告およびIEC規格化による分類

1

●
　
●

り
白
0
0

0
4

5

■

6

■

7

8

9

10．

11．

12．

13．

14．

15．

16．

17．

18．

19．

』20．

NAVIGATION
hNSTRUMENT

TALKER iSTENE NOTES
　　IMO
qESOLUTION

　　IEC／ISO

rPECIFICATION

MAGNETIC　COM・
oASS

YES NO HC A382（X） ISO10316

GYRo　cQMPAss YES YES HE A424（XI） ISO8728

RADAR YES YES RA A477（皿） A278（皿） IEC936

ARPA YES YES 一
A422（XI） IEC872

PLUS
`PPENDIx

ECHO　SOUND耳R ，YES YES SD A224（孤） ISO9875

sPEED＆DIsTANcE
kOG

YES NO VD A478（瓢） IEC1023

RDF YES YES
LIMITED
@　DF

A665』 i16）
一

口
出
O
↑
＜
（
【
Z
＜
芝

RATE　OF　TURN
hNDICATOR

YES NO TI A526（13） ■一

COMMUNICATIONS－
rAT、

YES YES CS
A608（15）

`663（16）

IN　PREPARA－

sION
Sea　also

`pPendix　IIA、

COMMUNICATIONS－
nTHER

’YES ＊’ SEE　GMDSS　SCHEDULE，　APPENDIX　IIA

EPIRB NO YES EP SEE　GMDSS　SCHEDULE，　APPENDIX　IIA

ELECTRONIC
mAVAID

Y耳S YES ＊ A574（14） A479（皿）
LORAN　C＝1075

OMEGA＝1110

GPS－IN　PRED

cEOCA－IN　PRED

RUDDER　ANGLE　IND YES NO YD ｝ 一

WIND　SENSOR YES NO． WI 一 一

AUTOPILOT YES YES AG A342（IX）

ISO　ACTION　IS

mOW
bONTEMATED日

く
Z
O
一
↑
山
○

PLOTTING　SYSTEM YES YES EC
DRAFT
qESOLUTION

IEC　ACTION　IS

mOW
bONTEMATED

ENGINE　REVS　IND YES NO YT 一

NAVIGATION．
bOMPUTER

YES YES IN 一
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　　表3　認定文の識別コード．（ヤンテンスフォーマタ）

．AAM－Waypoint　Arrival　Alarm

ALM－　GPS　Almanac　Data

　APB－　Autopilot　Sentence“B”

＊ASD－　Autopilot　System　Data

BEC－　Bearing＆Distance　to　Waypoint，　Dead

　　　　　　Reckoning
　BOD　－　Bearin窪，　Origin　to　Destinatign

BWC一　βearing＆Distance　to　lWaypoint

BwR－　Bearing＆Distance　to　Waypoint，　Rhu恥b　Line．

BWW－Bearing，　Waypoint　to．Waypoint

　DBT－　Depth　Below　Transducer

　DCN－　Decca　Position

＊DPT　－　Depth

＊FSI　－　Freguency　Set　Information

　GGA－　Global　Positioning　System　Fix　Data

　GLC　－　Geographical　PQsition，　Loran－C

　GLL　－　Ge6graphic　Position，　Latitude／Longitude

　GSA　－　GPS　DOP．　and　Active　Satellites

　GSV　－　GPS　Satellites　in　View

　GXA－　TRANSIT　Position

＊HDG－　Heading，　Deviation＆Variation

＊HDT－　Heading，　True

　HSC．一　He3ding§teering　Command．

　LCD　－　Loran・C　Signal　Data

MTW－Water　Temp6rature
＊Mvw一．@Wind　speed　and　Angle

OLN－　Omega　Lane　Numbers
＊OSD　－　Own　Ship　Data

RMA－　Recommended　Minimu真n　Specific　Loran－C　Data

RMB－　Recommended　Minimum　Navigation

　　　　　　Information

RMC－　Recomm6nded　Minimum　Speci丘。

　　　　　　GPS／TRANSIT　Data

＊ROT－　Rate　of　Turn．

＊RPM．一．　Revolutions

＊RSA　－　Rudder　Angle　Indicator

＊RSD　－　RADAR　Systelh　Data

　RTE　－　Routes．

＊SFI　－　　Scanning　Frequency　Information

STN－　Multiple　Talker　ID

　TRF－　TRANSIT　Fix　Data
串TTMτ．Tracked．．Target　Message

＊VBW－Dual　Ground／Water　Speed

VDR一．　Set　and　Drift

VHW－Water　Speed　and　Heading

VLW－Distance　TraVeled　through　the　Water

VPW－　Speed，　Measured　Parallel　to　Wind

VTG一　Track　Madb：Good　and　Ground　Speed

WCV一Waypoint　Closure　Velocity

WNC－Distance，　Waypφnt　to　Waypoint

WPL－Waypoint　Locatlon
XDR－　Transducer　Measurelnents

XTE－　Cross－Track　Error，　Measured

XTR－　Cross－Track　Error，　Dead・Reckoning

ZDA－　Time＆Date
ZFO－UTC＆Time　from　Origin　Waypoint

ZTG－UTC＆Time　to　Destination　Waypoint

表4　認定文の構造の基本型

“＄1’．

．〈ad（輩ress且eld＞

［‘‘，”〈data丘eld＞］．

　　　●

　　　●
［‘‘，”〈data丘eld＞］

［“＊”〈checksum且eld＞］

〈CR＞＜LF＞

HEX　24－Start　of　sentence

TALKER　identifier　and　sentence

　formatter

Zero　or　more　data丘61ds

Optional　chedksum且eld

．Hex　OD　OA－End　bf　sentence

3）　ト」力識別記号

　データの送出元の情報は重要な情報の一つである。

NMEAとIECの合意にもとづき両者共通のコード表
（表1）を用いることとなフている。』宙C規格での機器

．一翌�¥2に示す。

　4）認定センチ．ンス

　　ト“力識別記号と．共た認定センデンスは機器問の情

報交換を保証する上で重要な要素である。このセンチ．

ンスもN，MEAとIECは共通とすることで合意され

てい‘る（表3）。その為NMEAには，　IMO勧告の機器

のセンテンスが追加されている6

　認定センテンスは表4の構i造をしているb〈address

field＞は表1の機器コードの2文字およ．び表2のセン

チ．ンスフォマッター3文字の計5文字が対応する。

〈data　fleld＞はセンテンスの種類にタワデ一千数が規

定されている。‘しかし最長センテンスは＄から＜LF＞

までで82文字以内でなければならなレ〉び

5）　メーカコード

　規格化されたセンテンスのみでは各機器の多様な要

求の全てを満すことは困難であるので∴各メーカ固有

のセンテンスが許容されている。今回の．NMEAの改

訂に伴いこの耳目カゴードの見直しも行われた。’この

Pで始ま，るコ㌣ドは，各メーカで独自に設定可能であ

り，規格改訂までの拡張性をカバーすると共に各メー

カ固有の機器の初期化データ等をカバーすることとな

・るあ

5．米国の動向

　現在WGドラフトの作成のベースになっている米

国NMEA規格の成立経過を以下｝ζまとめておく。

1）1980年5月；NMEAO180の制定
　ロランC受信機とオートパイロットの接続の標準化

を目的とした規格。

2）1980年11月：NMEAO180の拡張

　一般的な接続に拡張し，COMPL耳X　1フォーマット

を導入した。

3）1983年5月；NMEAO183V．1．0の制定
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　初めてSingle　Talker－Multi　Listner方式のインタ

フェースを制定した。

4）1987年12月；NMEAO183　V．1．5の制定

　現在普及しているバージョンに改訂した。

5）1990年4月；NMEAO183　V．X．X．　Draft　No．1　V．

1．5の見直しに着手した最初のバージョン。

6）1992年1月；NMEAO183V．2．O

　IECと協調の結果TalkerをRS－422仕様とした。

　国際規格に先立つものとして改訂発行された。

6．日本国内での対応

1）㈹日本電子機械工業会TC80小委員会

　工業技術院の委託を受けIEC／TC80の審議を担当し

ている㈹日本電子機i械工業会の中で，TC80小委の下に

7社の代表から成るデジタルインタフェース委員会が

設置され，IECの各文書の検討を行っている。　IECで

の審議は表5のように最終的には各国の投票に付され

るが，現在はWGドラフト（WD）が完了し，委員会

原案（CD）の作成中である。

2）㈲日本船舶標準協会デジタルインタフェース委員

会

　日本国内におけるJIS：F（舶用機器）の標準化のため

に活動してお窮デジタルインタフェース規格もIEC

規格の制定と歩調を合せ，国内JISF化のための検討

がデジタルインタフェース委員会（委員長：飯島東船

大教授）を組織して行われている。

7．まとめ

　1988年5月以来行われてきた舶用機器のデジタルイ

ンタフェースの規格化はWGドラフト草案作成の作

業がNMEAとの協調をとりながら終了した。（IECで

の国際規格作成の流れは表5に示すような段階をとる

こととなっている。）当初，主要な航法機器メーカを有

する日本として早急な国際規格化を提起したが，既に

表5　1EC国際規格作成の段階

プロジェクトの 関　　連　　文　　書

段 階 名　　　　称 略号

1
． 提案段階

新業務項目提案

iNew　work　item　proposa1）
NP

2
． 作成段階

表　案

iWorking　draft（s）） WD

3
． 委員会段階

委員会原案

iCommittee　draft（s））
CD

4
． 承認段階

国際規格案

iDraft　International　Standard）
DIS

国際規格
5
． 発行段階 （International　Standard） 一

3年半が経過してしまった。しかし国際規格化の舞台

で日本の果すべき役割を主張できた意義は非常に大き

いと感ずると共に，終始日本の意見のリ「ド役を果た

していただいた東京商船大学飯島教授に，デジタルイ

ンタフェースWG一同感謝すると共に今後この規格

の船舶用のみならず各分野における普及を期待した

い。

なおTC80　WG6は1991年10月のベルリンでの第6

回WGで当初の目的であるSingle　Talker－Multi　Lis－

tner方式の原案作成作業を終了した。

　引き続き次のテーマであるMulti　Talker－Multi

Listner方式のデジタルインタフェース規格の検討に

着手することとなっており，日本の果すべき役割が一

層強く期待されている。

参考文献
1）㈲日本船舶標準協会，ISO及びIECの概要について（第3

　　回），船舶標準化技報，No．60，1991年12月．

2）NMEAO183，　Standerd　for　Interfacing　Marine　Electronic

　Devices，　Version　2．00，　January　1，1992層

3）　㈹日本電子機械工業会，航法計器専門委員会；IEC／TC80ベ

　　ルリン会議報告書，平成3年10月
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自動車の情報化に関するマンマシーン・インタフェース

日産自動車株式会社．電子技術本部

　　　　　　　　　遠　藤　　　寛

Man　Machine　Interface　from　Automotive　Information　Systems　Viewpoint

Nissan　Motor　Co．，　Ltd Electronics　Development　Departrhent

　　　　　　　　　　　Hiroshi　ENDO

1．はじめに

　自動車におけるマンマシーン・インターフェースに

ついては，自動車の情報化が急速に進んでいることを

考慮して情報関連技術を中心に考えてみたい。このイ

ンターフェースの向上によって自動車交通の安全性向

上，交通の経済性向上（混雑の緩和，省資源など）お

よび環境保全を図ることができる。ここではマンマシ

ーン・インターフェースに関する具体的課題とその課

題を解決するための技術開発の動向を説明すると共に

インターフェース向上に関する将来像を展望してみた

い。

2．自動車の情報化とマンマシーン・インターフ

　　エース

　車を目的地ま．で安全且つ円滑に運転するには①走行

環境を的確に認識・把握して安全に走行すること，②

自車の現在位置を正確に知り所要の道路交通情報をタ

イムリーにキャッチし，ルールを守りゆとりのある走

行をすること，③話したい時にいつでも職場・家庭等

と自由に通信出来ることが必要である。このような車

におけるマンマシーン・インターフェース全体像を図

1に示す。

3．移動通信

　移動体である自動車が他者（周囲の他車も含め）と

自由に会話出来ることがマンマシーン・インターフェ

ースの原点である。自動車における移動通信の将来像

を考えてみると図2に示すように自動車電話他のセル

ラーシステム基地局，広域あるいはグローバル通信の

ために使用される通信衛星などのエアー・インターフ

ェースを介してISDNの地上側ネットワ｝クに自由

にアクセス出来るようになり，自動車は何時でも家庭，

オフィス等の交信，交通情報の入手，レジャー・サー

ビスなどの各種のサービスが受けられるようになるだ

ろう。

　また移動通信における自動車側の課題をまとめてみ

ると

（1）操作性，安全性を向上するために，走行中の運

　　　転操作に負担をかけない音声認識を利用した自

　　　動ダイヤルシステム，エコーキャンセルを利用

　　　したハンズフリー会話システムなどのマンマシ

　　　ーン・インターフェースが必要である。・

（2）車のデザインと調和したコンフォーマル・アン

　　　テナの開発も大切である。

　これらを整理してみると図3のように表すことがで
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2000年二二おける移助「買ト重信

総需要：400Gト60CO万局
市場　規模：約1兆円1年
使用周波数．：0．8－3GHz

周波数帯域：約950MHz（現在の3倍以上）
情報　形態：主にデジタル（音声＋データ）

　　通僧衛星
　　放送衛星

’懸腕

移動体衛星通信

MCA無縁、　CRPなど

｛測 自動車電詣
’基地局

衛星通信地球局

2000年の市場：． T70万台
テ”一ミ憾瀾　　　騨

テレターミナルシステム

ISDN通信網

その他の移動体通信

企業内通信システム

・会議
・．

ｭ注、在犀管理
・配送、運行管理

ディーラサー’ビス

・故障診断

・各種情報寸一ヒ’ス

・点検、修理案内

家庭
●ホームオー｝メーション

・ホ騨ムセキュリティ

・メ，セqシ○イ云送

交通情報センタ

・渋滞、規制情報

・道路案内

・駐車場案内

・サインポストによる路車間通信

・ページング（ボケペル）

亀パーソナル無線

・コ．一ドレス冠話

図2．将来の移動体通信

商品競争力

デザイン，の「

　美しさ．

』三洋情報（音声、データ）
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小型軽量化
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　対策技術
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図3　移動通信に関する自動車側の課題

きる。

4．ナビゲーション

　自動車に於ける測位とそれに基づく地図上での現在

地表示を基本とするナビゲーションは今後のインフラ

側（ビーコン設置，交通管制センタ，．交通情報ネット

ワーク等）の急速な整備に伴い個々の運転者側のニー

ズ，道路管理者側のニーズあるいは運行管理者側のニ

ーズなどの多様なニーズに木目細かく．対応できるよう

になりマンマシーン・インターフェースの重要な役害

を担うようになろう。このナビゲーションに対する代

表的なサービスは次の通りである。①目的地までの最

適経路誘導，②公共報，営業車の運行管理，③道路蚕

通情報サービス，④レジャー・タウ．ン情報サービス，
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図7　自動車用ナ．ビゲーションに関する技術的課題

項　　目 技　術　課　題 対　策　例

地磁気センサ
1．車体の着磁

Q．走路環境における地磁気の乱れ（鉄道，地下鉄，鉄骨建造物など）

着旧補正一一一一一一一一一一一一一一一

d波航法

推
測
航
法

ジャイ． o 。ドリフト

マップ・ヤツチ
・道路条件によってマ．ッチングが困難

@（直線路，ヤ字路，平行路など）

（位置ビーコンを含め）

@と推測航法の複合化

GPS ・建物，立木等によるシャドウイング電
波
航
法 LORAN ・内陸部では測位精度が数百mに低下する

マンマシーン・．インターフェース ・表示の視認時間，頻度が多い．
ヘッドアップ・

fィスプレイの採用

一64一



⑤事故，故障，急病，防犯などの緊急援助サービス。

　当社の最新のナビゲーションにおける測位・航法は

地磁気方位センサと光ファイバジャイロによる回転角

速度センサを併用し車輪速センサを組み合わせた推測

航法を基本としており，走行軌跡と道路形状のパター

ン・マッチング（マップマッチ法）により累積測位誤

差を吸収して航法精度の大幅向上を実現している。更

にビーコンを用いた絶対測位により所定地点を通過す

る度に残留測位誤差を解消するようにしている。地図

は1／1．25万，1／2．5万，1／10万，1／40万の4種類を有し，

スイッチ操作による地図の拡大・’縮小表示と車両の進

行に伴う地図の自動スクロール機能が用意されてい

る。このシステムの車側の構成を図4に，ディスプレ

イ装置を図5に，地図表示例を図6に示す。ディスプ

レイ上でのカーソル操作による現在地，目的地の設定

に加えて全国の主要な施設（駅，ホテル，ゴルフ場，

フェリ’一，インターチェンジなど）の選定による現在

地，目的地の設定も出来るようになっている。このよ

うなナビゲーションの自動車側の技術課題を分析して

みると図7のように測位精度向上と表示を中心とする

マンマシーン・インターフェースの向上に大別される。

　次に自動車について電波航法の技術動向を知るため一

に米国における衛星利用測位システムの開発動向を図

8を用いて説明する。GEOSTAR社が商用サービスの

準備を進めている静止衛星利用測位システムは北米に

ついで欧州，オーストラリア，日本への導入が計画さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　図8　米国に於ける衛星利用測位システムの開発動向

所見：自動車全般から見た場合の衛星測位は端末条件（価格・搭載性等），測位条件（頻度・トラフィック他）を考慮してGPSが最も

　　　実用性が高く，次いでGEOSTAR，　QUALCOMMになろう。デ．イファレンシャルGPSが実現すると新しい用途（衝突防止等の

　　　交通安全向上システム他）が開拓され衛星測位の市場は更に拡大するだろう。

測位方式
通信サービス

@事業者
サービス開始時期

@　（現状）
測位精度 移動体側等の所要の条件 備　　考

静止衛星

?p測位
GEOSTAR 1991年 50m（95％）

1．Lバンド　（1．6GHz；40

@Wp送信）使用

Q．測位静止衛星間隔20deg

数社が2～3年後に日本向けシス

eム導入を計画中

静止衛星

@利用測位
QUALCOMM

　　数年先

i米国内で実験中）

200～300m
ir．m．　S．）

1．Kuバンド（T；14GHz，

@R：12GHz）使用
Q．測位静止衛星間隔6deg

衛星自動追尾アンテナを使用（移

ｮ体側）

｝“

Aイフアレ

塔Vャル

@GPS
COMSAT

　末　定

i5ケ月前に

¥想を発表）

＊5m（95％）

i基準局より

T00km離れ
ﾄ）

地上の所定間隔（例1000Km）

ﾉ設置された基準局でGPS
ﾊ置情報の補正値を検出し静

~衛星（Inmarsat）を経由し

ﾄ加入者に同放する

＊衛星から基準局と移動局に電波

ｪ届く場合に電離層を通る長さが

ﾙなるため，基準局から移動局迄

ﾌ距離（Km）に比例して測位誤差

i2cm／Km以下）が増大する。

基準局（ベン

み）

図・9　フェーズ．2のシステムの全体像
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刺　激

五　感

認　知

視・聴覚

判　断

脳

図12人間の運転動作

動　作

図10　フェーズ．1の移動体端末装置（Hughes製）

筋　法

門11　フェーズ．2のポータブル端末機（Motorola製）

れている。同システムのフェーズ2では図9のように

測位機能に合わせて電話，データ等の通信機能も複合

される。図10に現在サービス中のフェーズ．1システム

の車載端末を，図11にフェーズ．2のポータブル端末を

示す。（残念ながらGEOSTAR社は91年春に倒産）ま

たCOMSAT社が計画している静止衛星（Inmarsat）

通信回線利用のディファレンシャルGPSサービスで

は測位精度を著しく向上できるため新しい効用（衝突

防止等の交通安全，防犯他）が期待される。なお米国

のCoast　Guardも同様サービスの数年内実用化を目

差して準備を進めている。

5．交通安全

　5．1交通事故の要因解析と自動車の安全装置

　車の運転動作についてそのプロセスを分析してみる

と図12のようになる。①外部の刺激を五感で受信，②

目と耳で車の周辺状況を的確に認知，③運転のための

最適な判断，④適切な運転操作。

　また重大事故について事故統計を要因分析してみる

と全体の8割が運転者のヒューマン・土ラーに係わる

ものである。図13の統計分析（大阪大学長山教授の調

　　→複数の原因（第1原因から第3原因の合計働の構成比率

0　　　　　　　15　　　　　　　30　　　　　　　45　　　　　　　60　　　　　　　75　　〔％］

発見の遅れ　　繍

判断の誤り

　信号無視

規制指示違反

道路不慣れ’

　身体障害

健康状態不良

　速度不適

操作の不適

車の不慣れ

　運転未熟

長時間運転

図13運転者原因の内容分析

査）を引用すると「発見の遅れ」が第一位であり第一

原因から第三原因までの複数原因を合計すると実に75

％を越える。第2位は「判断の誤り」で複数原因の45

％に達する。上記内容を考察してみると，交通事故の

大半は運転者のヒューマン・エラーに起因するもので

あり運転動作の原点である状況の的確な認知および運

転のための適切な判断を援助する追突警報等の手段，

即ちマンマシーン・インターフェースを提供すること

は事故低減に大きな効果をもたらすものと思われる。

　このような事故回避のためのマンマシーン・インタ

ーフェース並びに事故時の乗員保護システムとして既

に商品化されているものおよび現在研究開発中のもの

をまとめると図14のように表される。

　5．2　HUI）（Head　Up　Display）

　運転の安全性，操作の容易性を向上するために既に

車載されているマンマシーン・インターフェースの代

表例としてHUDを紹介しよう。車速の表示を図15に，

官庁プロジェクトVICS（Vehicle　Information　＆

Communication　System）のナビゲーション実験車に

搭載された経路誘導の表示を図16に示す。図15の

HUDの構成を図17に示す。

　昼間の路面の強い反射光に対比しても十分なコント

ラストが得られるような高輝度の螢光表示管（Vac－

uum　Fluorescent　Tube）を光源として使用し，フロ

ントウインドの表面に装着されたコンパイナ（波長選

択性を有する反射膜）の作用によりVFDの車速表示

を前景に重ねて結像する。このHUDの具体的効果と
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☆プリローダ

◎ナビゲーションシステム
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◎バックソナー

｛車体強度｝
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　吸収車体構造

◎トラクションコントロール
（操縦性，安定性）

（シ．｝ぺ跡着用容易性｝

貞シコルダーアジャスター

★テンションロックELR

（視界。情報｝

◎レーザーレーダ」システム

◎車間距離保持装置

図14

◎4輪アンチスキッドブレーキ
◎4輪操舵システム（HICAS）

1◎4輪制駆動制御
（挫縦性．安定性＆プレキ）

　自動車用安全装置（例）

図16

図15

コンパイナ

超高輝度VFD

　透明かつ曲がった

　開ロカバー

平面表面鏡

図17　プロジェクタの断面図

して従来ディスプレイ（Head　Down　Display）との比

較で視認所要時間の20～30％低減が得られていること

が図18より分かる。

　5．3衝突防止用レーダ

　自動車交通の安全性向上に関する研究開発は図19に

示されるように衝突時の安全性を向上するもの，事故

回避性能を向上するものから未然に事故を予防しよう

とするもの，例えば衝突警報レーダ，交通情報通信シ

ステム，あるいはインフラ側と自動車側を協調・融合

させた総合的安全システム（PROMETHEUS計画，

Intelligent　Vehicle　Highway　Systems他）へと進ん

でいる。ここでその代表的事例である衝突防止用レー

ダについて開発動向とその技術課題について説明す

る。

　衝突防止の目的に適用しうるレーダ方式としては図

20に示すように超音波，光（レーザ他）および画像認
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図18HUDとHDDによる視認所要時間の比較

道路条件 直　線路 曲　線路

平均速度 40km／h 70km／h 100km／h 40km／h 70km／h

HDD 0．47±0．08 0．45±0．02 0．48±0．07 0．48±0．08 0．44±0．02視認所要

栫@　間
@（秒） HUD 0．34±0．08 0。31±0。02 0．30±0．07 0．37±0．08 0．35±0．02

差（秒） 0．13 0．14 0．18 0．11 0．08

事故に至る経過

危険h．判断→匝〕ゆ〔三1

研究開発の動向　　　　　　　　　　　…　　　　　　　　…

（冷予防安全））←≒㊥＜一◎

　　　　　　　　現在
　噛突警報レーダ　　　　‘　・アンチスキ・ドブレーキ　・乗員拘束袖助装置

　　　　　　　　　　　・トラクションコントロール　・ステアリング衝撃　ロタ　お　　ぽシステム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ　の　ミ　ヴ・メテウ包虫ド・て・’剛健1刊）　　　　　．エア胸7
　・工VHS（米国）

　　図19　自動車の安全性向上に関する研究動向

識が有る。超音波レーダでは探知距離が高々20m程度

であり衝突防止の用途には不向きと思われるbその他

のレーダについては電波ではフロント手ンドのミリ波

ヘッドの価格がミリ波回路技術の未成熟と市場未形成

のために極めて高価である，・レーザでは雨，汚れ等の

悪環境で検知能力の低下が著しい，またTVカメラに

よる画像認識では暗い所では見えないなどの問題点が

ある。その中で周辺技術が成熟してきているレーザレ

ーダは価格と検知性能を考慮して実用に一番近い状況

にあると思われる。

（1）ミリ波レーダ

　郵政省主宰のミリ波センシングシステム調査研究会

の調査結果によると，ミリ波、レーダは検知能力に優れ

車載環境に適して扇るため衝突防止用レーダとして有

望である。周波数としては空気中の酸素分子で吸収さ

れる60GHzのミリ波が大気の伝播損失によって他の

システムに及ぼす電波干渉を防ぐことが出来るため自

動車の衝突防止用レーダに適している。

　電波レーダは過去10年以上にわたって主要な自動車

メーカで研究開発が継続されており今後とも衝突防止

用レーダの主流であろう。ここでは前記調査研究会の

報告書よりトヨタ自動車㈱で開発した50GHzのFM－

CWレーダについて紹介する。図21に同レーダのV字

型アンテナ部の構造と図22にその電気的回路構成を示

す。図23には同アンテナによって形成される合成ビー

ムの検知領域を示す。このミリ波レ「ダを使用した衝

突警報装置を路上走行でテストした結果について図24

にまとめてある。走行テストの結果ではレーダは先行

車等の物標を確実に検知し必要な状況での警報発生の

フィーリングは良好である。ま．た警報の誤動作は全体

の1割以下でありその大半はカーブで発生し，特に，

ガードレール，壁，ポール等の路側物め反射で多く発

生する。

（2）レーザレーダ

　当社が開発したレーザレーダを利用してトラック上

図20．各種レーダの検知能力の限界

超音波レーダ 電波レーダ レーザレーダ TVカメラ画像認識

最大探知距離 約20m 約100m 約100m 100m以上

車 3m
両
検
距離分解能 0。1m 1m 1m

（100mの距離にて）

知
能 50m前方の車を
力 検知できる 800R 800R 300R

カーブ最小半径

1．風による検知 1．　ミリ波ヘッド 1．霧，雨と汚れ 1．夜間，トンネ
能力低下” のコスト極高 による検知能 ルは見えない

力低下著しい
主たる問題点

2．　ドツプラ効果 2．路側の不要反 2．対向車のライ

により速度増 射多い 2．汚れた車は見 トで目潰し

加で盲になる えない
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　　　　　⑤受信アンテナ　　④送信アンテナ

＼　　　　　　　　　　　　　　，．

　　＼、　　　　・　　　！！
　　　’＼　　　　　　　　／！

　　　　＼　　　　・／
　　　　　　斗．．一．一

　　　　　　置　　　　　　　　　1
　　　　　　，　　　　　　　　1
　　　　　　置
⑥MICミキサ
　　　　　　’
　　　　　　，　　　．　　③方向性結合器

①ガン発振器　　②サーキュレータ

　　　図21　レーダセンサの構成

・1・ノ

@一＠
0

　　　　　　③　　　　④

辱巧
二二　　　　　　　！！

　　　　！．〆　　　　　　　　　1

　　1　’　！

図23　ミルズクロス複合アンテナによる合成ビーム

　　　　　　⑥　　⑤

図22電気的回路構成

の追突警報装置（図25）として日産ディーゼル工業㈱

が商品開発した「トラシィックアイ」の概要を説明す

る。

　このシステムはパルス状のレーザ光を発射し反射物

標に対する伝播遅延時間を検出して車両前方に存在す

る物標までの車間距離を測定するレーザレーダを車両

図24　路上走行テストの結果

道路の種類

i走行距離）
警報発生回数 誤警報発生回数 誤作動率

市街地道路

@（215km）
310回 22回 7．1％

郊外道路

i482km）
314回 32回 10．2％

高速道路

i378km）
135回 2回 1．5％

合計
i1075km）

759回 56回 7．4％

前面に搭載し，先行車等の物標と自車との相対的運動

関係（車間距離，相対速度等）をコンピュータで判断

し，追突等の危険な状況を予測して警報を2段階（警

告，緊急）に発生する。レーザレーダの具体的内容に

ついては図26にその構成を，図27に反射物標に対する

リフレクタ
④ディスプレイユニット

自車

レーザー光

②情報処理回路

反射光
前方車両

一1
一

一

一 一 ＿＿＿穿r＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

← ①レーザー・レーダーヘッド

一車間距離 3車．セン

■警報を発しま凱（自車速度35k・／h以上の場合）

●カーブ路の最初のガードレ

　ールリフレクタにレーザー光

　があったとき

t

警報が出ません。

●前方車との速度差が3．6km／h

　以下のとき（等速、等車間）

●前方車との距離が10m以下、

又は80m以上のとき

●自車速度が30km／h以下になった

とき（装置作動中止）

●2つ目以後の連続している
リ7レクタ

図25
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RANGE　DETECTINGαRCUIT
RECEIVER AMPLIFiER

　　　　PHOTOD置ODε
　　　　　　　　　　　　　　　FRESNEL　LENS
　　　　　　　鼎崔旨COM81R　F糀R

SPEED
SENSOR

MICRO－
PROCESSOR

DISPLAY
UMT

ぐ一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TRANSMITTING
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　LENS’

　　　　　　　　と蹴聾E．‘LASER　DI。DE¢◎

　　　　　　　　　　　　　　　了RANSMITTER
　　　LASER　RAOAR　HEAD

図26　Block　diagram　of　the　Iaser　radar　system

　
　
　
　
　
　
　
　
　
｛
F
こ
Σ
く
田
o
o
山
工
ト
U
O

缶
ト
Z
田
り
山
エ
ト
Σ
O
ぼ
」
山
り
Z
≦
，
Q
り
一
〇

3
2
1
0
睾
2
3

門戦認単一
　　　　，＿＿．一一一一一ロー一　　　　　、　　　㌦、、

。一，ノ／／ @　50．．　、100
　　　　　　　　　　　　　　DISTANCE（m）＼一一～一一一一．一～　　　／’ノ

図27　Detection　area　in　free　space

検知領域を示す。．ここで使用されている．レーザレーダ

の主な問題点は次の通りである。

　①霧強雨，泥の汚れで物標の検知能力がかなり

　　　　低下する。

　②　カーブでは路側のリフレクタ，標識等で誤警報

　　　　を発生する，またきついカーブでは先行車を見

　　　　失らたり隣接レーンの先行車を誤検知する。

．（3）衝突防止の将来

一→レ衝突に至る残余時間（s㏄）：50mphの場合

　
　
　
　
　
　

実
用
化
時
期
年

　
　
　
　
　
（

エ
ア
バ
ッ
グ

1
．

b　　o．1　　　　　　　　　　m　　　　　　　5の

車間距離（障害物までの距離）（m）

b　　2　　1　　10　　，　50　100　200　　　　1000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　センシング方法

車間距離デイネプレイ
レーザレーダ

i単一ビーム）

車間距離警報装置
@（追突警報装置）

レーザレーダ

iマルチビーム）

車間距離自動制御装置

。90

ﾂ5

ﾂ000

v05

ホレーザレーダはGM、　R）1d、

uW、　Benz、トヨタ、日産、

@他の10社以上で開発中
ミリ波レーダ

iマルチ・ビーム、

Qアンテナ方位識別）レーダ＋アクセル制御

自動ブレーキ 　ミリ波レーダ

@（P囮A呵）
@　　十
sVカメラ画像認識

レーダ十ブレーキ制御

Convoy

i
i
　
　
　
自
動
走
行
装
置
i
l
　
　
　
（
レ
ー
ン
チ
ェ
ン
ジ
膏
ブ
レ
ー
キ
等
の
自
動
制
御
）
．
…

　ミリ波レーダ
@（P㎞鵠dAロ狸y）

@　　十
盗ﾔ外カメラ画像認識

圏1

図28　衝突防止に関する将来展望
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　このようなレーダを利用した衝突防止の将来展望を

図28に示す。2000年前後にはミリ波レーダを使用した

車間距離制御装置，自動ブレーキ装置などが実用化さ

れ，21世維初頭には操舵，制動まで含めた自動走行装

置が実現されよう。

6．自動車のマンマシーン「・インターフェースの

　　将来像

事故の防止。

　③の事故防止の具体的イメージを図32に示す。ナビ

ゲーションの地図上に自車，帰車の存在状況を表示す

ることにより出会い頭等の事故を未然に防止できる。

自動車の安全走行に必要な認識・判断の能力を遮蔽する様々な要因

　安全走行を一層向上させるためにはインフラの活用

が有効であると思われる。自動車の走行環境に存在す

る様々な遮蔽要因により自動車が単独で認識・判断で

きる領域は図29のように車両の周辺に限定されている

が，これを改善するために各車両とインフラ，あるい

は各車両間で通信等の手段を用いて意志疎通，所要の

情報授受を円滑に行なうことにより安全走行等に必要

な認識・判断の能力を大幅に向上することが出来よう。

インフラと協調・融合しインフラと自動車を一体化し

た将来像こそマンマシーン・インターフェースの極致

ではないだろうか。このような自動車におけるマンマ

シーン・インターフェースの最終像を想、定すると図30

のように表現できる。車の状態，走行環境等を的確に

認識し，運転に対する最適な判断・指示を行なうCo・

pilotと呼ばれる運転支援コンピュータ並びに同コン

ピュータと運転者の円滑なインターフェース機能によ

り自動車の走行制御が最適化され，道路交通の自律制

御に調和し，安全且つ運転者のフィーリングに応える

走行が実現される。ここで最後にマンマシーン・イン

ターフェースの基本である自動車の航法（測位，経路

誘導，追突防止等の安全性向上など）についてその将

来像を考えてみたい。図31に示すように航法の将来シ

ステムとしての代表例は次の4項目である。①目的地

までの最適経路誘導，②防犯，急病等に対するセキュ

リティ，③交差点等での出会い頭事故の防止，④追突

一’

自動車がスタンド・アローンで認識・判断できる領域
　（光・音波・電波等で検知、認識できる車の周辺）

『
％
／『奪ジ

自動車の安全走行を援助するためにインフラが認識・判断できる領域

図29安全走行を向上させるために有効なインフラの活用

　　　走　　　行　　　環　　　境
①車々間通信　②路車間通信（道路情報、インフラ情報）

　　．＝「

L。陰．．．．．響．．．，」

（計　　画）

（実　　行）

i運転操作i
L．．．層層．．．．．．．」

　　　　　　　　　　　Cop11　　　　（中枢機能）

　　　　　　　　　　　　　　　　二二謡…ぐ＿＿＿一「ヨヲτ匹タによる1

　　　　　　　　部運轍援システム…層……　箋

人工賭

による

感受
能力

自
動
車

走行制御（操舵・ブレーキ・加減速）

図30　自動車マンマシーン・インターフェースの将来像

図31自動車の航法に関する将来システム

項　目
　要求

ｪ位精度
システム構成 概　　　要

1．経路誘導 10m以内
・双方向通信

E高精度測位

各区間の走行所要時間を予測し，目的地まで

ﾅ適経路で案内する

2．　セキュリティ 10m以内
・双方向通信

E高精度測位

盗難・強盗，病気・事故などの緊急対策のた

ﾟ対象車両の確認・連絡を行なう

3．出会頭事故の

@　　防止
10m以内

・双方向通信

E高精度測位

地図上に自車を中心に半径百m以内の他車

�¥示し，状況判断により出会い頭の事故予

hの警報を発生する

4．追突事故の

@　　防止
数m

・高精度測位

Eビーム掃引

@　レーダ

道路上に於ける車両の座標（位置）を確認し

ﾄ衝突防止用レーダの検知領域を道路形状に

№墲ｹて拡大し，検知能力を向上する
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自車

∪

　　　　　　他車

一

D
＜コ

　耐

ﾝ
合

＼　　遡言範囮

新しい検知領域；

（レーダの座標＋道路形状）

従来の検知領域；
（レンジカット方式）

図32　自動車交通の安全を向上する通信の具体例

　また④のイメージを図33に表す。レーダ機能と測位

機能を融合させることにより衝突防止レーダの検知能

力等を飛躍的に向上させることが出来る。

　複合測位（精度数m）：

　　　　塵］・・・・…en・la・GPS

　　ビーム掃引方式レーダ

7．おわりに

　自動車におけるマンマシーン・インターフェースを

技術進歩の目覚ましい情報化の観点から眺め，安全性

向上に対する効果を中心に各システムの機能とその課

題を説明した。

　交通事故の大半がヒューマンエラーに係わることを

考慮すれば運転者に対する人間科学・行動科学につい

てより深く探求し，安全性をさらに向上するマンマシ

ーン・インターフェースの好ましい姿を探りそれを実

現するための研究開発を進めることが大切である。
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衛星航法システムの現状と将来について

東京商船大学講師 ㈱トリンブルナビゲーション技術顧問

　　　　　　　　　　木　村　小　一

Present　Status　and　Future　of　Satellite　Navigation　Systems

　Lecturer，　Tokyo　University　of　Mercantile　Marine，

Consulting　Engineer，　Trimble　Navigation（Japah）Ltd．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Koichi　KIMURA

1．はじめに

　最近は，特に航空の分野では広い意味での航法は，

CNSとしてC（通信），　N（航法）とS（監視）を一括

して考え，また，航空，船舶，陸上車両を通しての分

野での衛星利用は，移動体衛星通信と測位として述べ

られる場合も多い。ここでは，それらの傾向から離れ

て，衛星航法と衛星監視（この衛星監視にも，移動体

が測定した位置データを自動的に衛星通信で陸上局に

送る自動従属監視（ADS）とその衛星システムで移動

体の位置を測定する（協調）独立監視（（C）IS）とが

あるが主として後者）の現状を紹介し，また，若干の

将来展望をすることにしたい。

　但し，この場合も従来あまり，取上げられていない

事項を中心にご紹介するつもりであり，そのため，今

日なお多くの船舶で使用されている，アメリカの

NNSSとそのソ旧版であるTsikadaシステム（最近

はこのシステムには軍用のシステムと民間用のシステ

ムとがあり，衛星も別でTsikadaは後者の呼び名であ

るとされている），わが国の技術試験衛星ETS－Vのシ

ステムとその試験結果，および，最近，遭難警報シス

テムとして注目されているCOSPAS／SARSATシス

テムについても触れないことにしたので了承された

い。また，アメリカのGPSについては，そのシステム

構成や，測位原理等は既によく知られているので省略

をした。

　現在，航空，船舶関係の国際機関では，衛星技術を

含む電波航法システムの将来像に関する研究が行われ

ている。すなわち，国際民間航空機関（ICAO）では，

1984年より25年先である2010年を目途とした航法の新

概念と新技術を研究する将来の航空航法（FANS）委

員会においてその研究を続け，一応の結論をえて，1990

年以降からは舞台は新しい委員会であるFANS－IIに

移っている。FANS委員会で取上げられた衛星システ

ムは，通信の分野ではAMSS（Aeronautical　Mobile

－Satellite　Service），航法の分野ではGNSS（Global

Navigation　Satellite　System），そして，監視ではADS

と将来の開発の可能性として衛星によるCISである。

ここで，GNSSは一応のところアメリカのGPSとそ

のソ連が同じようなシステムとして開発をしている

GLONASSを考えており，ソ連がそのGLONASSの
民間利用が可能になるよう，そのシステムの民間部分

の内容を明らかにしたものも，この委員会の審議を通

してである。

　一方，国際海事機関（IMO）でも，その航行安全

（NAV）小委員会などで1983年以来，将来の全世界的

な電波航法システムの運用要件などの審議を続けてき

ており，1989年秋のIMO総会においてその研究結果

が一応の結論として総会決議A．666（16）となってい

る。この決議の中で取上げられているのは，運用され

ている衛星航法システムとしては，アメリカのGPS－

NAVSTARとTRANSIT（NNSS），ソ連の
GLONASSであり，計画中のシステムとして，欧州宇

宙機構（ESA）のNAVSAT，西独のGRANAS，　IN－

MARSAT（国際海事衛星機構）のシステムとアメリカ

私企業のRDSSが上げられている。ソ連はここでも小

委員会にICAOに提出したのとほぼ同じ情報文書を

提出している。

　そこで，ここではこれらのシステムを中心にその動

向を展望することにした。
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2．GPSの現状

　GPSは，よく知られている通り宇宙部分，制御部分

と利用者部分より構成されている。その宇宙部分であ

る衛星は，1978～1985年に打上げられたブロック1と

呼ばれる実験衛星の11衛星（内1衛星はロケットが爆

発）の内，4衛星（PRN　No．11，13，12，3）が健康

であるが，一部その寿命を超えている衛星もあり，何

時不健康になっても不思議でないものもある。運用型

の衛星はブロックIIおよびII　Aと呼ばれ，　IIが9，　II

Aが19の計28が製作され，1989年2月に最初の打上げ

があり，同年6月からは原則として2か月おきに打上

げられ，1990年10月までに合わせてIIの9衛星が軌道

に上がっている（RRN14，2，16，19，17，18，20，21，

15）。II　A衛星は，　II衛星より若干大型の衛星である

が，1990年11月の打ち上げ後に太陽電池の制御回路に

不具合が発見され，また，姿勢制御の不具合もあって，

約半年の改造期間の後1991年7月から打ち上げが再開

された（PRN23，24，25，28）。システムは1993年末に

は21衛星による運用が宣言されることになっている。

　更に，ブロックII　Rと呼ばれる補充（Replenish－

ment）用の衛星20も発注されている。この衛星は，衛

星間通信の機能などももつ新設計の衛星であり，製造

会社もRockwell社からGE社に変り，1994年以降に

納入される。

　衛星の軌道配置の計画も，1988年に大幅に改正され

た。それによると当面は，運用される予備3衛星を含

む前述の21衛星の構成を完成させるが，その軌道配置

は，予備を含めて21衛星を6軌道面に不等間隔で最適

のカバレージになるように配置するもので，これは21

衛星最適軌道配置と呼ばれる。この配置では南北緯度

60．～70．付近に10分程度のカバレージの欠陥はある

が，以前の計画ではあった緯度40．付近に短時間生ずる

カバレ「ジの欠陥はなくなっている。この配置で1

～3衛星が故障すると，仰角5．以上で4衛星が3分以

上POOPが10を超えない地球面も時間の分数値（軌道

配置値）が，それぞれ，0．9996～0．9962，
0．9987～0．9788，0．9962～0．9318となる。この軌道構

成の完成後，1990年代の中頃までには，予備3衛星を

含めて24衛星を6軌道画に4衛星ずつ同じく不等間隔

に配置する運用になり，これを21主衛星軌道配置とい

い，その1～3衛星の故障に対する軌道配置値は，

1．000～0．9997，1．0000～9．9961，0．9998～0．9769であ

る。衛星軌道のもう一つの改正は，軌道高度を50km高

くする変更である。従来の軌道高度では，衛星は時間

的に約4分早くなりながら，毎日同．じ地上の上を通る

ことになっていた。これは，少数の衛星のときに，定

められた試験場で連日良い配置の衛星で試験を続行す

るために要求された条件である一方で，衛星が地球の

同じ位置の上を回るために，地球の重力異状の影響を

受けて軌道高め摂動が大きくなり，450日に一度程度

は，3日間衛星の運用を止める軌道修正を必要とした。

この軌道高度の変更での軌道修正は，『衛星の生涯にわ

たって不要（1）になると解析されている。この変更は，軌

道上の衛星の数がある程度増える1989年末頃を予定さ

れていたが，まだ実施されず，その代わりに199σ年3

～12月に新しい軌道配置にするために現在の衛星の位

置を変更する，軌道上の位置（位相）の変更が行われ

た。

　地上施設関係は，そのすべてが一応完成しているよ

うで，主制御局は，コロラド州のコロラドスプリング

ス郊外のファルコン空軍基地の空軍集中宇宙管制施設

内にある。この施設は，空軍の各種の通信衛星，GPS，

気象衛星および早期警戒衛星の総合管制センタで，筆

者は1988年秋にこのGPSの運用管制室とミッション

管制センタを見学する機会があった。前者は，衛星か

らの航法メッセージの作成とその衛星への送信，衛星

の管制などをするための多数の管制卓のある見学三つ

きの広い部屋で10人程度の管制官が作業している。後

者は研究室然とした部屋で，衛星のハウスキーピング

の担当である。この他に，この施設には，モニタ局の

一つが置かれているはずであり，運用管制室の見学室

に，海外のモニタ局の写真が掲示してある。

3．GPSの測位精度

　最近はGPSは単に位置の測定をするだけの航法以

外にいろいろな方法で，各種の用途に使用されている。

それらを理解するには，よく知られている衛星からの

信号をもう一度整理してみる。衛星からの航法信号は，

154対120の二つの搬送波L1（1575．42MHz）と
し2（1227．6MHz）で送信される。二つのコヒーレント

な搬送波が使用されているのはそれらの電離層伝搬遅

延がその周波数の2乗に逆比例するのを利用して，そ

れを除去するためである。L1電波は，　Pコード（チッ

プレート10．23Mbps）とC／Aコード（チップレート

1．023Mbps）と呼ばれる擬似雑音コードで，　L　2電波

はPコードのみで変調されている。

　これらのコードは50bpsの航法メッセージで変調さ

れている。C／Aゴードはアメリカの安全保障のため

に，それによる航法の精度が劣化するような操作が加

えられることがあることになっており，それを選択利

用性（Selective　Availability，　SA）という。この操作

には衛星の原子時計で制御されるC／Aコードのチッ

プのタイミングなどにゆっくりとしたランダムな揺れ
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をかけることと，C／Aコードで放送される航法メッセ

ージの中の衛星の軌道データを故意に悪いものにする

ことが含まれるもので，1990年3月25日からその試行

が開始され，湾岸戦争でその試行が中止されていたが，

1990年7月から再開されている。Pコードは本来秘密

のコードとされ憎いるが，必要に応じてYコードと呼

ばれる秘密度のより高いコードに変えられることにな

っており，これをAnti－Spoofing，　ASという。

　図1はGPSの各種の測位精度を示したものであ
る。最近の測位精度の表現は，確率50％の測位精度を

表す確率誤差円（球）の半径（CEPまたはSEP）か，

95％の2drmsかで示すことが多く，後者は前者の2．5

倍とされている。図はそのような精度も分かるように

示されているが，SAをかけたC／Aコードの測位で

は，CEPで40m，2drmsで100mまで，また，99．99

％で，300m劣化することがあるとされている。図の右

上はそのを示している。

　C／AコードとPコードの測位精度の差はその衛星

から受信機までの擬似距離の測距に使用されるコード

のチップレートが1桁違う（その受信電界強度がC／A

コードの方が3db高いので測距精度は10倍にならな

い）のと電離層伝搬誤差の補正の有無（C／Aコードで

は航法メッセージのデータを使用してその誤差を50％

程度補正できるが）である。ディファレンシャルモー

ドについては，後述する。

　搬送波の位相の測定の場合は，例えばL1信号を使

用すれば，その波長は約19cmであるので，その1／100

位相まで測定できれば，測距の分解能は2mmとなる

ので，図の左下にあるような精度の測定が可能となる。

問題は，整数波長のアンビギュイティの解決策であっ

て，現在のところ，100km程度離れている2受信機の

場合は，コード測距の残りのアンビギュイティは1時

間程度の連続受信の間の分かっている衛星移動と積算

ドップラー値と位相の変化等を総合して最も確からし

い整数位相値を求めるが，2受信機を近くにおいてか

ら離すキネマティック測量や連続移動測位などの場合

には，よく分かった基線の使用，アンテナの交換など

の方法でより短時間でそれが可能とされている。いず

れにしても，現在のところこの位相測定の方法は，デ

ィファレンシャル的な利用のみが可能である。

4．GPS受信機の動向

　GPS受信機は，軍用と民間用に分けられる。軍用の

受信機は，システムの開発の当初に，数種類，各数台

の受信機が三つの製造者によりシステムの試験のため

に作られ，更に，第二段階で，二つの製造者が更に試

作と試験を続けた後，量産の前段階として，Rockwe11

℃011ins社がAV／ASN－149，　R－2331／URN，　R－2332／

ARなど数種類の受信機を数百台単位で製造してい

る。また，別の会社はNATO諸国用にEuronavを試

作し，NATO諸国自身の試作機もある。この他，’米陸

軍などの特別の調達（湾岸戦争では米陸軍は民間用の

数千台の携帯式の民間用受信機を使用し，そのために，

SAが掛けられなくなったとされている）もあり，一

方，民間用の受信機としては，本来の航法用の他に後

述する特殊な用途の受信機も各種製作されており，大

胆な推定をすれば，現在までの製作台は万を超えてい

ると考えてよいだろう。

　航法用の受信機についていえば，GPSの測位への利

用は，ほぼ一日中二次元測位が可能になりつつあるの

で，本格的に航法用にシステムを利用する傾向が進ん

でいる。応用分野としては，航空機用，船舶用は勿論

のこと，自動車用，個人用もあり，また，他の航法装

置などへの組込み用のシャーシも作られていて，慣性

航法装置などとの総合が各方面で研究されている。民

間用の航法受信機は，一二の例外を除いて全て一周波

数C／Aコードのみの受信機であり，回路的にみた分類

は，その受信チャネル数であろう。チャネル数として

は，1，，2および4以上の多チャネルがあるが，．機能

別にこれを見ると，順次受信と同時受信，それに，特

殊なものとして急速順次受信（多重受信）とに分れる。

GPSでは，三次元測位には，4衛星に対する測距を要

するので，全衛星からの信号を受信し，測距データと

衛星からの航法データの取得をするには，4チャネル

の受信回路を必要とする。このほか，スペクトル拡散

変調の衛星信号の捕捉には，若干の時間を要するので，

衛星の瞬時の切り換えのため，次に受信予定の衛星信

号を予め捕捉しておくとか，測位に冗長データを使用

するなど，5以上のチャネルの受信機もある。

　順次受信の受信機は，4衛星からの信号を1秒前後

で切り換えて，一つのチャネルで受信し，測位計算は，

これらの測距データなどを同じ時間に外挿して揃える
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ことで行う方式である。受信回路の簡単，低電力，小

型化のために行われ，動きの比較的安定している移動

体用としては，同時受信に比べて測定データに若干の

バラツキはでるが，測位性能は十分半ある。しかし，

衛星からの航法データを取得するには，一衛星当り少

なくとも毎時18秒の連続受信を必要とし，その間の測

位の中断が生ずる。このため，航法データの取得と新

衛星信号の捕捉用に別のチャネルを備えたのが，2チ

ャネルの受信機である。

　これらに対して，各衛星からの航法データは50b／s

で，全衛星のデータは時間的同期が取れているので，

航法データの1ビット分の時間20msに，4衛星から

の信号を急速切換え受信し，1チャネルで，全衛星の

測距データと航法データを同時に得られるのが，多重

受信方式である。この方式は，初めTexas　Instruments

社で作られたが，最近は，わが国でも作られている。

この方式で，20msに4衛星を受信すると，4dBの信

号対雑音比の劣化が生ずるとされている。

　一般的な受信機の傾向としては，全般的なディジタ

ル化である。最近の受信機では，アンテナから中間周

波までの高周波以外はほとんどがソフトウエア化ざれ

ている。回路素子としては，高周波デバイスにおける

GaAs素子，超高速集積回路（VHSIC）の使用，特種

用途の集積回路としてチャネル処理を1チップで行う

ものとともに，2チャネル，3チャネルを1チップで

処理するチャネルプロセッサ等の開発が計られ，装置

の小型化，低電力化に寄与し，多チャネル化が容易に

なり，6以上の衛星を同時受信できる受信機，順次受

信の受信機であるが，3チャネル以上の受信機など，

受信機の多チャネル化が進んでいる。携帯式の受信機

で今後問題になるのは，消費電力の画期的な減小であ

ろう。

5．ディファレンシャルGPS

　航法にあるディファレンシャルシステムとは，分か

った位置で測位誤差を決定し，その決定誤差または補

正値を同じ地域の利用者に送信してシステム精度を改

』労する技術と定義され，ディファレンシャルGPSも

その一種である。この手法は，公的なシステムのほか

に，私的に構成するシステム，例えば海洋調査船の位

置の高精度の測定と記録などにも使用できるようにな

っている。このディファレンシャルGPSの補正値の

送信のフォーマットの標準化，送信のための無線回線

の検討，基準局と地上の擬似衛星を兼ねる装置の問題

点が，海上無線技術委員会（RTCM）の特別委員会（SC

－104）で審議のうえ勧告され（2），最終報告では一部の改

正がなされた（3）。

　これらに基づいてアメリカコーストガードでは，そ

の測位精度として8～25mが要求される港湾海域な

どへの使用を考えて，試験を実施し，また，放送電波

には，中波の無線標識の利用を考え，方向探知に影響

のない変調法の解析と実験：も報告されている。このよ

うな中波の使用のほかに，静止衛星からの補正値の放

送も実施され，この場合は補正値の有効範囲を画期的

に拡大することが必要となり，複数の基準局の配置，

一部門誤差要因，例えば，電離層伝搬誤差は別途補正

するなどの方法の検討も行われている。SAの操作を

した電波の場合は，その時計のゆるぎを刻々補正しな

ければならないが，現在のブロックII衛星での実測デ

ータでは，RTCMが勧告した放送の頻度で実用上十分

な補正ができることが確認されている（4）。この他，

RTCMの勧告を基本としたソフトウエアがいくつか

のGPS受信機に対して入手可能であり，また，そのソ

フトウエアを組込んだ装置もあるので，基準局と航法

局との間に何等かの通信手段が有れば実時間でのディ

ファレンシャル測位が，また通信手段がなくても事後

のデータ処理でその利用が可能である。わが国におい

てもその通信手段として，NTTの自動車電話や船舶

電話によるディジタル伝送も試みられている。各種の

試験では，C／Aコードのみの利用者でも図1に示す通

り，3rn程度の測位誤差が達成されることが可能であ

り，多くの実験でも確認されているが，マルチパス誤

差がその測位精度に大きく影響するというデータも示

されている（5x6）6この方法の精度は，つぎに述べる測量

への応用ほどではないが，簡易な測量への用途には十

分であろう。ディファレンシャルGPSは，当初は基準

局の周囲のせいぜい数百キロメートル程度までを有効

範囲としていたが，最近は，複数基準局のデータを使

用し，別途処理をした補正値を衛星回線で放送するな

どで千キロメートル以上にその有効範囲を拡大するこ

とも考えられている（7）（8）。

6．GPSの測地・測量への利用

　この利用法では衛星から送信される信号電波の位相

の測定を使用し，すでに述べたようなミリメートルオ

ーダでの基準の測定をする。このような目的に使用さ

れる技術としては，測地用の最初の受信機でスペクト

ル拡散のコードはまったく使用せずに，二乗検波によ

って搬送波のみを使用する。初めは車両搭載，後には

携帯用ではあるがかなり大型の受信機がまず開発さ

れ，この場合は二つの受信機間の時間同期用の原子時

計なども必要であった。その後，一般用の受信機を基

本にC／Aコードを使用して搬送波を取得すると同時

に，基準時間と時間のタグ，衛星位置の航法データの
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取得もできる装置が作られるようになった。

　この種の受信機は，数キロメートルないし百数十キ

ロメートル間隔に同種の受信機を設置して，できれば，

4以上の同じ衛星の信号を一時間程度連続受信をし

て，メモリ容量の関係もあるので，その搬送波の位相

とドップラー周波数，C／Aコードの位相などを，例え

ば数秒ないし十数秒ごとに時間のタグとともに測定し

記憶しておく。両受信機が記録した測定データは，フ

ロッピィディスクまたはテープの形で回収され，事後

処理ソフトウエアで，測定データと衛星の移動に伴う

その変化を総合的に処理して波長のアンビギュイティ

を解くとともに，各衛星から両受信機までの距離差の

多数のデータを処理して，両受信機のアンテナの位相

中心の問の三次元の距離を求める。この際，同じ衛星

からの信号を2台の受信機で受信すれば，両受信機の

時計の差だけ距離差が異なり擬似距離差となるが，こ

らは，単独差と呼ぶ。これに対して，2衛星と2受信

機の間の測定データによる距離差は，それぞれの時計

の誤差が入るのでこれは二重差と呼ばれるが，これは，

四つの測定値を組み合わせることによって，衛星また

は受信機の時計の差を打ち消すことができる。普通は

この二重差の手法で，データ処理をし覧残った単独差

を多くのデータの最小二乗法処理で解く。更に，各デ

ータを検証して質の悪いデータは棄却する。異なる時

間のタグの付いた2衛星と2受信機のデータは，三重

差と呼ばれ，このデータが事後処理に使用されること

もある。

　このような2点問の三次元距離の測定は，距離の百

万分の一以下の精度で求めることができ，これら10km

の距離に対しては10mlnであり，従来技術の測量に匹

敵するものである。予め測量計画を立てれば，必ずし

も24時間のカバレージを必要とせず，毎日の測定も簡

単に可能であるので，地殻変動の監視などに大幅に使

用されている。

　両受信機間の基線が長くなると，電波が通過する電

離層の影響が異なるので，電離層誤差が無視できなく

なる。そのためL1／L2の2周忌用受信機も作られてお

り，そのL2搬送波の取得には，　Pコード使用のもの

と二乗検波でコードを使用しないもの，その両者を併

用したものとがある。

　この分野での最近の発展は，測量のキネマティック

化である（9）。GPSによる測量では，最初の頃は前述の

ように2点に受信機を置いて，ある時間の静止しての

測定が必要であった。キネマティック測量では，初め，

近くの2点に受信機をおいて，衛星と受信機間の搬送

波の整数位相のアンビギュイティを解決（前述のよう

に両受信機のアンテナ位置を交換するとより短時間の

アンビギュイティ解決ができる）した後，一方の受信

機を，衛星信号と同期をとったまま，次々の測量点に

移動し，それら測量点で短時間停止して測定値を集め

る手法で，ミリメートルオーダの測量精度を期待でき

るものである。この方法では，一つ以上の余分な衛星

の信号を移動中も受信して，衛星信号のサイクルスリ

ップの発生を検出する必要がある。試験的な測量結果

の報告も数多く発表され，衛星の打上げによる衛星数

の増加，受信機のチャネル数の増加が容易になったこ

と，ソフトウエアの改良などでキネマティック測量は

すでに実用段階に入っている他，移動側の受信機を時

間を置いて二度測量点を訪れると，前回と衛星の配置

が大幅に異なるので短時間の測定で，搬送波の整数位

相のアンビギュイティを解決でき，これを擬似キネマ

ティックと呼んでいるが，これはむしろ静止測量の高

速化である。キネマティック技術は，更に一時停止な

しの移動体の位置の高精度な相対測位に進むことは当

然で，その際にアンビギュイティの解決も移動体の位

置の高精度な相対測位に進むことは当然で，その際に

アンビギュイティの解決と移動体上で行う方法も提案

され，それらの実験も各方面で行われている。また，

同じ方法を使用して船舶の針路や姿勢を測定する実験

もアメリカ海軍などで進められており，この場合の実

験では18チャネルという受信機とソフトウエアが使用

されている（10）（11）。

7．GPSの時刻同期と周波数分配への利用

　NAVSTAR衛星は1原子周波数標準を搭載し，それ

を二二とした時間信号を送信している。この時間信号

は，衛星からの航法メッセージによって，GPSシステ

ム時間と呼ばれる時系にナノ秒（ns）のオーダで補正

できる。GPSシステム時間は常時アメリカ海軍天文台

の原子時系の協定世界時（UTC）と比較され，その差

は衛星から放送され，更に，UTCは，パリの国際時報

局（BHI）のUTCと比較されている。従って，まず受

信点の位置を正確に測定して，その測定位置と衛星位

置から両者の間の距離すなわち，衛星からの受信信

号の伝搬遅れを計算することで，地上の時計（と周波

数）と，衛星の時計との差が10nsのオーダで決定でき

る。これは，従来は見られなかった簡単かつ高精度な

時刻合わせの方法である。この用途のためのGPS受

信機が作られており，24時間のカバレージの必要はな

いので，アメリカは既に数百台が使用されている由で

ある。

8．GPSのインテグリティ監視

インテグリティ監視は，GPSを民間航空が利用する
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表1　GPSのインテグリティの要件と目標

飛行段階　大洋上エンルート　国内エンルート　ターミナル空域　非精密進入

要　件　警報限界

　　　警報時間

12．6nm

120s

1．6nm

60s

1．lnm

15s

0．3nm

10s

目　標　警報限界

　　　警報時間

5km
30s

1km
30s

500m
10s

100m
6s

ときに避けて通れない問題点である。インテグリティ

とは，システムを航法に使用すべきでなくなったとき

に，使用者にタイムリーにそれを警報するシステムの

能力と定義され，多くの航空航法システムで実施され

ている。GPS衛星は，航法メッセージの中でその衛星

の健康状態を放送しているが，それは，民間航空は要

求するタイムリーなものではない。航空無線技術委員

会（RTCA）の特別委員会（SG159）は3回の作業部

会を作り，このインテグリティの解決策を研究してい

る。この部会ではまず，GPSシステムにおけるインテ

グリティ警報の警報限界と警報までの時間を，現行の

航法システムとの比較で定めた絶対的な要件と連邦電

波航法プランなどで定められた目標値とに分けて，表

1のように定めている（12）（その後表は改訂されてい

る）。

　表から明らかなように最も厳しいのは非精密進入

（計器着陸をしない航空機な滑走路に進入するとき）の

目標値となっているのは，衛星の信号が100m以上の

測位誤差の原因となるような衛星の故障が生じたとき

に，それを6秒以内に航空機に警報すべきことを示し

ている。研究部会では，この問題の解決のために，従

来，研究されてきた方法を整理して，二つの方法を検

討している。その第一は，GPSインテグリティチャネ

ル（GIC）と呼ばれる方法で，地上に衛星信号の監視局

網を置いて，衛星の故障を通信（または衛星通信）で

航空機に知らせる方法であり，そのためのいろいろな

判定方法などが研究されている。もう一つの方法は，

受信機自立インテグリティ監視（RAIM）で，受信機に，

図2　アメリカを対象としたGPSインテグリティ網

システム自身の冗長性のある使用または他の航法シス

テムのデータとの比較をし，航法フィルタの使用など

で，受信機自身が故障衛星を検知するものである。

　GICについては，米本土の周辺4か所に監視局をお

いて，それらのインテグリティ監視情報を1局で総合

して，静止衛星経由で航空機に警報するMITRE社の

提案があり，それをカナダ，アラスカとハワイを含む

地域に拡大して，2静止衛星経由に変更したのが図2

である。作業部会の第二年目は，GIC作業部会として，

GCIのインテグリティ情報の送信の具体的な内容な

どについて研究が行われた。システムの考え方を，シ

ステム全体を一括して良・不良を与えるか，衛星ごと

に良・不良を指示するか，その誤差の程度を指示する

か，航空機を一括するか，飛行段階別に分けて警報を

与えるかなどの別にシステムを七つに分けて，それぞ

れの長短の比較検討がなされている。その結果，限定

した地域に早期に適用するシステムとしては，全飛行

段階の航空機にシステムの使用の可・不可を警報する

システムが，また，広範囲で利用するシステムとして

は，故障衛星の誤差のベクトルを放送して，航空機の

受信機で飛行段階に応じたインテグリティ警報の限界

を判定するのがよいと判定した。そして，25mで量子

化した衛星の誤差の補正値を5ビットで＋375～一375

mの範囲（±375mは全飛行段階で使用不可）で放送す

る送信フォーマットを勧告し，送信衛星回線について

も検討している㈹。この作業部会の報告のほかに，作

業部会の7分類のそれぞれに必要とするアルゴリズム

を検討したもの（14），非精密進入での警報限界を100m

に設定すると，SAが実施されると，誤警報率が非常に

高くなるので，その限界の緩和の可能性をVORでの

進入のときの高層妨害物を除去する地域の面積で比較

したときに，VORの設置場所が最も好条件のときと

比べても，警報限界200m以上としてもほとんど面積

としては変わらない（14）などの研究結果が発表されて

いる。

　三回目の作業部会は，RAIMについて研究をしてい

るが，その結果はいまのところ明らかでない。しかし，

この部会の座長のR．G．Brownは，　RAIMとGICは互

いに相補的な性質があるので，両者とも使用するのが
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より良いという論文を発表している（15）。GPSの衛星が

5以上視野の中にあれば，どれかの衛星に故障で誤差

が多いことを見出だすことができるし，6以上の衛星

が視野の中にあればその衛星を特定することができる

が，24衛星の軌道構成では，この条件を100％満足でき

ない。そこで，RAIMでは（16），気圧高度計（地球の中

心に1衛星追加と等価），慣性航法装置くINS），ロラン

ーCとの総合化の他，次節で述べるソ連のGLONASS

との総合化も考えられている。気圧高度計の利用では，

その高度測定の精度に問題があるが，ある飛行段階，

例えば大洋上のエンルートでのインテグリティの警報

限界用には，十分の精度である。INSとの総合では，

INSは時間とともにその位置誤差が増大する傾向が

あるので，例えば，INSの精度を2nm／hとすると，

国内と大洋上のエンルートでのインテグリティの警報

要件は満足できると考えられている。ロランーCは，単

独で現在アメリカ国内では補間的な航空航法システム

として認められ，そのカバレージも，航空用（と陸上

車両用）に米本土中央部に拡大されつつあり，特にア

メリカではGPS／ロランーCの総合化は両システムそ

れぞれのインテグリティ改善の可能性があり，この両

システムのタイミングの同期が取れれば更に良い結果

をもたらすだろうと期待されているが，問題は，アメ

リカ以外でのロランーCのカバレージであろう。

　GLONASSとの総合化は節を改めて論ずる。

9．GLONASSシステム

　はじめに述べたように，ソ連ではGPSと類似の衛

星航法システムGLONASSを開発中で，そのシステ

ムの民間利用の部分の詳細が国際会議の場などで明ら

かにされている。また，このシステムは詳細の公表以

前から英国のLeeds大学のDaly教授らのグループに

よって，その信号が傍受解析されており，測位や時間

伝送の実験なども行われてきている。

　GLONASSの信号などの内容を，　GPSと対比しな

がら述べると次の通りである。運用衛星の数は同じく

予備3を含む24であるが，傾斜角64．8．の三つの軌道面

に，8衛星ずつが配置され，その軌道高度は，19，100

kmとGPSより1，080km低く，軌道周期は11時間
15．73分で，衛星は8日ごとに地球の同じ位置の上を通

ることになっている。

　変調は擬似雑音コードによる周波数拡散変調である

が，衛星ごとに送信周波数を変える周波数多元接続方

式を使用しており，各衛星の擬似雑音コードは同じパ

ターンである。各衛星の送信周波数はF1とF2の二

つについて，次の通りである：

　　　　　F1ゴ＝孟＋（ノー1）4〆

ここで，　ノ＝1，2，…，24：チャネル番号

　　　　　孟＝1，602．5625MHz

　　　　　∠ノ＝・0．5625MHz

　　　　　F2ノ＝（7／9）F1ゴ

　GPSのC／Aコードに相当する粗測距のコードは，

9段のシフトレジスタ1個日作る最長系列の擬似雑音

コードで，レートは0．511Mb／s，長さは511ビットとい

つれもGPSの半分で，コード長は同じ1msである。

この他にPコードに相当する5．11Mb／sのコードもあ

るが，この方は公表されていない。Daly教授は独自に

その調査結果を発表している。

　航法メッセージは，これらのコードに100b／s，2ビ

ットで1シンボル（従って，データレートは同じ50b／

s）が重畳されている。この方は，1フレームが2．5分で，

30秒ごとの5サブフレームに分かれ，このサブフレー

ムは15のラインに分かれ，その最初の5ラインがその

衛星の軌道と時計のデータ，残りの10ラインがシステ

ムの全衛星の内の5衛星ずつの暦（アルマナック）の

データである。各ラインの終りから30シンボルはプレ

アンブル，その前の8シンボルがハミングの誤り訂正

符号で，結局，72シンボルがデータである。ここでの

衛星の軌道データは，それぞれの時間の地球中心地球

固定（ECEF）の直交座標系の位置と速度，それに例解

に相当する加速度で示されている。これは，

GLONASSの先行のシステムであるTshikadaのと
きからのソ連のシステムの伝統である。ライン6以降

の暦は，2ラインで1衛星の軌道データなどが，この

方はケプラーの軌道要素で示されており，1フレーム

で25までの衛星のデータが放送できる。

　GLONASS衛星は，同時に3衛星を打上げる方法が

とられ，1990年12月はじめ現在で，8衛星で試験運用

がなされ，1995年末には運用に入るとされているが，

その衛星の寿命が現在までの実績では平均2年で，数

か月のものもある点が問題になるだろう。

10．GPS／G：LONASS両用受信機の開発

　ICAOのFANS委員会での審議と1988年5月のシ
ュルツ国務長官とシュワルナゼ外相による運輸科学技

術の米ソ双務協定の調印によって，GPSと
GLONASSの両システムの相互利用の気運が急速に

進んでいる。米ソの政策担当者と技術者は相互に会合

を持ち，1989年4月のFANSの作業部には今後の米ソ

の作業手順などを示した共同文書が提出されている。

GPSとGLONASSの両信号を切換えて受信できる受

信機は，すでに英国のLeeds大学で試作されている

が，アメリカのFAAはマサチュウセッツ工科大学

（MIT）のLincoln　Lab．に両システム用の総合受信機
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の開発と評価の研究委託をしており，地上試験とセス

ナ機による飛行試験のための試験装置とそのソフトウ

エアの製作を含めて，RAIMのアルゴリズムなど，各

種の試験が予定されている（17）。その他，Trimble社は

インマルサットとインテグティシステムの研究を含め

た両用受信機iの試作を，Ashtech社はソ連の技術公社

との間で両用受信機の開発を契約している。また，

Magnavox社もその開発を行っている。

　GPSとGLONASSの両システムを組合わせると，

システムに属する衛星の数は，42～48となり，カバレ

ージとインテグリティの問題の解決に大きく前進す

る。現在問題とされているのは，両システムの時間の

基準が，アメリカ海軍天文台（USNO）の協定世界時

（UTC，前述したように，これは国際報時局のUTCと

よく合っている）とモスクワ標準時のUTC－SU（以前

はモスクワ時間であったが1990年6月に切換）となっ

ており，モスクワの方はロランーCによる同期とかで，

UTCとの同期精度が落ちるといったことで同期がと

れていないこと，また，基準測地系もアメリカはWGS

－84，ソ連はソ連測地系1985年（SGS－85）と異なって

いることなどがあげられている。GPSの航空での利用

にとってこの両システムの共用問題は，今後注目すべ

き問題の一つであろう。

11．NAVSATとGRANASシステム

　NAVSATシステムは，ヨーロッパ各国の協同宇宙

開発組織である欧州宇宙機関（European　Space

Agency，　ESA）がアメリカのGPSとソ連の
GLONASSに対抗して，純民間用として開発の提案を

している衛星航法システムである。一方，GRANAS

（Global　Radio　Navigation　System）は，西独政府の

支援のもとに西独のStandard　Elektrik　Lorenz

（SEL）社が提案している同じく純民間用を掲げている

システムであり，この両者はIMOがまとめた全世界

的な航法システムの中に“計画されている”システム

の表の中に取入れられている。しかし，西独はESAの

一員でもあるので，二つのシステム提案をするのは適

当でないということで，これら二つのシステムの統合

が考えられたこともあるが，いずれも実現の可能性は

なく，システム設計の結果の一部が後述のインマルサ

ットのシステムの一部に生かされているか，将来生か

される可能性が残っている。

　NAVSATの提案（18）の大きな特長の一つは，その衛

星の軌道であり，それは，静止衛星と軌道傾斜角をも

った長楕円軌道の同期衛星の組合せの構成であって，

地域的にシステムを運用し，それを徐々に拡張できる

特長をもっている。NAVSATの静止衛星には移動体

通信衛星などの適当な衛星に航法パッケージ（簡単で

低電力のC／L変換の中継器）を搭載することが考えて

おり，地上から送信されるCバンド（6GHz）の信号を

中継器でLバンド（1．6GHz）の航法信号に周波数変換

して再送信をする。このようにして，このシステムの

衛星は，原子時計を搭載するといった高度な衛星技術

を使用する必要はなく，すでによく確立されている通

信衛星の技術を利用するだけでよいのがもう一つの特

長である。

12．インマルサットにおける無線測位

　最近，国際海事衛星機構（インマルサット）条約の

改正により，この機構は海事移動通信のほかには，航

空移動通信と陸上移動通信も可能になることになった

が，設立当初よりその目的に無線測位能力の改善が上

げられていた。数年前よりこの無線測位能力の改善方

策についてのインマルサット事務局の考え方が，各種

の研究集会で発表されるようになり，次第にそれが明

らかになってきている。それらは次の通りである。
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　まず，インマルサットでは，GPSとGLONASSの存

在を認めて，インマルサットの静止衛星を利用して，

それぞれのシステムのカバレージの補強をする（これ

を静止衛星の上乗せoverlayと呼んでいる）とともに，

両システムのインテグリティ監視網をあわせ備えるこ

とを考えようとするものである。この他に，インマル

サットの航空通信への参入によって，’航空機と地上の

間の管制通信，航空会社の運航管理通信および公衆通

信が可能となり，わが国をはじめいくつかの国でその

実用試験が実施されており，実用も間近となっている

が，管制通信の一白として自動従属監視（ADS）が行

われることも勿論可能となる。しかし，ここでは静止

衛星の上乗せ関係のみを述べる。

　この静止衛星の上乗せの機能は，前項で述べた

NAVSATの静止衛星のものと同じであるので，イン

マルサットはこの研究をESAと協同で行い，　ESAは

その衛星からの信号をTDMAに代わって連続信号と

しGPSとG：LONASSの両者の信号と両立するよう

な信号についても研究をしている。図3は，静止衛星

上乗せのシステム構成である（19）（20）。インマルサット衛

星に航法パッケージを搭載し，何処かの海岸局から送

信したC一バンド（6．4GHz）のスペクトル拡散信号を

中継してL一バンドの信号に変える。この中継器からの

し一バンドの送信周波数にはGPSの周波数1575．42

MHzかそれに近い（20kHz離れた一PNコード再使用

のとき）周波数の使用は可能であるが，GLONASSの

周波数（約1610MHz）は，通信用の中継器の受信周波

数に近接しているので，それを衛星から送信するわけ

にはいかない。そのため，GLONASS用の上乗せ周波

数も送信する場合には，GPSの周波数の近くで

GLONASS衛星からの送信周波数間隔である0．4625

MHzの1／16である35．15625kHz間隔の一連の周波数

の使用が考えらられている。インテグリティ情報の送

信フォーマットの検討もまた行われている。これらは，

現行のGPSとGLONASSのそれぞれの航法メッシ

Cr描
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図4　インマルサットによるGPS信号の送信実験

一ジの中で10秒以内の繰返しで送信できることを前提

に何処にそれを挿入するかという形でなされている。

GPSの場合，10秒以内とすれば，　TEL語とHOW語

の何処かに24衛星分の使用の可・不可を示す24ビット

が，GLONASSの場合は30秒のフレームの三か所以上

でそれを繰返すことがその衛星からの送信のインテグ

リティ問題は問題がなく，また，GPSのようにSAに

よる精度の故意の劣化されることはない。この静止衛

星の他に，NAVSATの長楕円軌道の同期衛星を追加

して行けばNAVSATそのものに発展することも考

えられるだろう。

　インマルサットではその第3世代の衛星INMAR－

SAT－3にこの種の航法パッケージの搭載を決定して

いるし，現在，その大西洋衛星の一つMARECS　B2と

英国のCoonhilly海岸地球局との間でづその通信用の

中継器の一部を使用した静止衛星からのGPS・と同様

の信号の送信実験を1542MHzの下り回線で実施して

いる（図4）（21）。

13．STARFIXシステム

　STARFIXシステムは，アメリカで商業用のCバン

ド（4／6GHz）の通信衛星を利用して行われている精密

測位システムで，一面の石油会社などが利用している。

衛星は，軌道の間隔が20．前後で，221．EのRCAのSat－

com　FIR，240。EのGTEのSpacenet，261．EのWest－

ern　UnionのWester　IV，286。EのHughのGalaxyの

4静止通信衛星の一部の回線が使用されている。主局

と予備の主局はテキサス州のヒューストンとオースチ

ンにあり，衛星の追跡とディファレンシャル基準局の

役をする遠隔局が全米各地に置かれており，主局とこ

れらの局の間は陸線で結ばれていて，その測定値が1／

2秒ごとに伝送する。主局は，衛星からのその送信が正

しいタイミングで行われるように，上り回線の伝搬時

間と中継器での群遅延を考慮して，スペクトル拡散変

調の測距信号を衛星に送信する。測距信号の擬似雑音

コードは，チップレートが2．4576Mb／s，長さが16，384

ビットであり，次の内容の航法メッセージの放送のた

めの150ビットのデータ伝送が付加されている。

　1）各遠隔局で測定した測距信号の位相値（ディファ

　　レンシャル測距情報）

　2）各遠隔局の健康状態

　3）時間のデータの付いた衛星の位置

　4）各衛星の健康状態

　5）各遠隔局で測定した測距信号の時間の値（時間伝

　　急用）

　6）利用者へのメッセージ

　これらのデータ内の1）は，主局で遠隔地からのデー
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タを円滑化し，四次の多項式に最適整合したそのパラ

メータの形で送信される。また，3）項は，ECEF直交

座標系の三次元の位置と速度の値を，静止衛星である

のでシステム時間の11秒ごとに送信される。

　利用者の受信機は初めは，4個の衛星ごとのホーン

アンテナを径76～122cmの方位安定台に乗せた物が

使用されていたが，その後，最新技術の高周波回路と

ディジタル処理技術の採用により無指向性のアンテナ

を使用した受信機も使用されている。

　このシステムとディファレンシャルGPSとの比較

試験では，両者の測位値の差は5m．超えることはな

かったとされている。

14．RDSS（無線測位衛星システム）

　RDSS（無線測位衛星システムまたは業務）は，国際

電気通信条約の付属無線通信規則によれば「1以上の

宇宙局を使用する無線測位のための無線通信業務，こ

の業務はその運用に必要なフィーダリングを含む」と

定義され，上に述べてきた無線航行衛星業務とは異な

る範疇の業務である。はじめに述べた分類では，CIS

（協調独立監視）に相当するシステムということにな

る。アメリカではGEOSTAR．という名の会社他3社

がこのシステムの電波利用を申請し，その結果，アメ

リカ国内で実施が認められた。次いで無線通信規則の

改正によって国際的にその実施が認められたものであ

る。その使用周波数は，衛星対移動体の上り回線に

1610～1626．5MHz，下り回線に2483．5～2500MHzの

各16．5MHzが，基地局対衛星の下り回線には

5150～5216MHzの66MHzがそれぞれ割当てられる

ことになった（第2地域，その他の地域では条件など

が若干異なる）。基地局から衛星への回線は，通信衛星

に使用されている6GHz帯が使用されるので，とく

に割当てられていない。ここで，衛星から基地局への

回線に66MHzと4倍の周波数帯が割当てられている

のは，衛星対移動体の回線は，アメリカ本土を8ビー

ムでカバーして，それらの対基地局の回線を衛星上で

偏波分割と周波数分割で並べるから4倍の周波数：帯が

いるためである。

　これらの周波数帯を使用するシステムは，現在まで

は前記のGEOSTARシステムのみである。その
GEOSTARも，表2にあるごとくシステム1と2まで

は，このシステムの衛星による測位はせず，移動体で

決定した位置のデータを衛星経由で基地局へ送る

ADS（自動従属監視）の業務である。すなわち，　GEOS－

TARシステム1．0は，フランスの衛星測位システム

ARGOS（このシステムは地上の小型の送信機からの

信号を衛星で受信し，その送信機の位置を衛星での測

定値に基づいて地上局で計算するもので，海上を漂流

するブイや渡り鳥の追跡などにも使用されるもの）を

使用して，移動体の位置を測定するだけのシステムで，

これはARGOSそのものに過ぎない。システム2．0に

なると，移動体はロランCの受信機（GPS受信機も考

慮されている）を搭載して，その測位データをGTEの

通信衛星Spacenet　3Rに搭載したLバンドのGEOS一

』

馴輯脳の掴@　　　　　　　　　L一一一
　　　　　　　　　　　　　。窪．嚢。

　　　　　　　　　　　　槻叫魯の鰻冠した唖ほ系

図5　GEOSTARシステム3の測位方法

表2GEOSTARの各システムの機能的な進展

システム名　業務範囲　カバレージ 測位方式　　タイム

（精度）　　リーさ

メッセージ量　業務開始

1。0 世界的　　世界的　　ドップラー　　時

　可能　　　　　　　　（5nm）

1987年

　7月
2．0 国内　　北アメリカ ロランC

（1nm）

分　　内向100文字　1988年

　　　　　　　　　　6月

2．0　　外向通信　　同上

　　　　　追加

同上 分　　外向100文字　1989年

　　　　　　追加　　2／4期

3．0 専用地区　北アメリカ　衛星測距　　秒

　　　　ヨーロッパ　　（5～10m）

内向・外向　　1991／

　100文字　　1992年

4．0
　　　　地域を結び
全世界　　　　　　　　　　同上
　　　　全世界に

秒 同　上 1992年
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TARの中継器で基地局に送り，移動体の配車センタ

ーなどに通知してもらうシステムである。RDSSでの

メッセージは規則では，測位関連のものに限られてい

るとともに，システム2．0では，通信は，移動体からの

一方向に限定されているので，システム2Cでは別の通

信衛星のCバンドの回線を借上げて，送受でかなり異

なる周波数を使用することになるが，双方向の通信を

可能なシステムとしたものである。

　システム3．0からが本格的なRDSSシステム（図5）

となるが，このためには専用または専用に近い2衛星

の打上げが必要であり，その実現が危ぶまれている。

　GEOSTAR3．0では，基地局，衛星，移動局間の測距

信号め往復により，2衛星と移動局間の距離を測定（衛

星の位置が分かれば基地局と衛星間の距離は分かって

いる）して移動体の高さとから移動体の位置を基地局

で計算をする。使用周波数は上述の通りで，測距信号

には，8Mb／sの擬似雑音コードの周波数拡散信号を

使用することになっている。全米各地に位置の分かっ

た無人の較正局をおいてその位置を時々測定するディ

ファレンシャルモードを使用するので，普通は数メー

トルの測位精度が期待されている。誤差の原因の大き

なものは，陸上の移動体の場合，アメリカ全土の地形

図のディジタル化における高さの精度と分解能であ

る。例えば，距離100m程度にディジタル化をすると，

30m程度の高度誤差の可能性が生じ，それに応じた位

置誤差となる。

　RDSSは，　GEOSTARの提携によりフランスなどヨ

ーロッパでも計画されており，そのシステムはLOC－

STARと呼ばれているが会社自身が業績不振であり，

実現が危ぶまれている。

15．OmniTRACK：システム

　QUALCOMM社のOmniTRACKシステム（22）は移
動体上のロランC（またはGPS）受信機の測位データ

を通信衛星回線を通して基地局に自動的に送信をす

る，ADSシステムの一つである。その特長は，　kuバン

ド（12．40～18。00GHz），すなわち，サブミリメートル

波の通信衛星を使用している点である。衛星への上り

回線は14．5～14．5GHz，下り回線は11．7～12．2GHzで

あり，この下り回線は固定衛星業務の周波数であるが，

その信号の中に移動体が受信する信号を含んでいても

特に問題はない。これに対して上り回線の周波数は，

固定衛星業務に加えて，二次業務として陸上移動衛星

業務に割当てられている。ということは，このシステ

ムを使用している自動車が同じ衛星’（GTE　Spacenet

のGSTAR－1）を使用している地球局からの上り回線

に干渉を与えないことがその使用の条件である。その

ため，移動体からの送信は，1Mb／sの擬似雑音コー

ドで直接拡散のスペクトル拡散変調をした上に，48

MHzにわたって周波数ホッピングされている。さら

にまた，この送信は基地局からの呼掛けに対応したと

きのみに限られているように注意深く制御されてい

る。

　このシステムのもう一つの特長は，初めてサブミリ

メートル波を移動体衛星通信に使用した点である。移

動体側は仰角が約40．方位角が約3．のビーム幅をもつ

アンテナを使用し，方位角のみを制御するのでアンテ

ナの最大利得は19dBiである。このアンテナは常に衛

星信号を捕捉するように制御されており，送信をする

場合でも，周期が15．1msで，送信時間の50％が受信に

当てられていて，それによってアンテナの制御が継続

されている。送信中に受信信号が失われれば，送信は

ただちに中止される。こうして，基地局からの信号は

約4，900～14，800ビットの可変レート，移動体からは

33．1ボーのFSK信号が送信され，上り回線は250チャ

ネルある。

　このシステムは我が国においても運用実験がなされ

た例がある。

16．将来の衛星航法システム

　将来の衛星航法システムの一例として，まずRAP－

SATと呼ばれるシステムを紹介する。　RAPSATは

Ranging　And　Processing　Satellite（測距とデ」タ処

理衛星）の略である。このシステムはアメリカの

MITER社が提案（23）（24）したもので，これを“将来の”

とする理由は，21世紀初頭には実現するであろうと考

えられている先行的な衛星技術である衛星間通信の衛

星上（データ）処理（onboard　processing）を取入れ

ているためである。RAPSATには，航空専用のシステ

ムとして考えられているものと，移動体全体を対象と

したものと二つの論文があり，システム構成などはほ

とんど同じであるが，航空専用としたほうは，システ

ム容量の見通しなどはより具体的である。この航空用

のシステムは，同社が先に提案したASTRODABSと

名付けたシステムを更に発展させたものと考えられ，

当時DABSと呼ばれていた二次監視レーダのモード

Sの宇宙技術化と考えることができ，同じ衛星システ

ムで，国内航空のADSとCISの両機能も合せ持たせ

られ，衛星上データ処理によって各航空管制センタは，

随時，独立して衛星を使用することができる。

　図6（aXb）はRAPSATの構成と信号め流れを示す。

アメリカ南方の赤道上に二つの静止衛星を上げ，各衛

星は米本土を東西に分けてその半分ずつを担当する。

各地の航空管制施設はその管内の航空機をいずれか一
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れぞれの番地の方法で航空機に個々に呼掛ける；3）航空機

はその呼掛けに応答し，気圧高度計の高度とGPSで求めた

位置データを含めて，両衛星にメッセージを送信する。4）

RAPSAT西は，応答の到来時間を記録し，それをRAPSAT

東に衛星間回線経由で送信する；そしてRAPSAT東は，メ

ッセージの一回りの時間を計算し，これらの時間と航空機の

高度と位置データとを，それぞれの航空交通管制施設に送信

する。
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　（b）下りと上り回線のデータ捕捉方法；この例は，

RAPSAT東で呼掛けられる航空機のための多重接続の概念

を説明する。衛星は連続的に放送し，各航空機は，そのそれ

ぞれの番地のCONUSの受信者の東半分で受信をする。応答

回線では，両衛星はスポットビ「ムアンテナで航空機からの

応答を受信する。ここで示した二つのスポットビーム内の航

空機を交互に呼掛けることで，RAPSAT東は，　RAPSAT西

で受信する航空機の応答のガーブルを防止する。ビーム1に

対するRAPSAT東からの呼掛けがビーム2に対する呼掛
けとを時間的に組合わせるときは，各組の呼掛けは，他の組

の呼掛けのガードタイムで行われ，こうして，使用周波数帯

を増加することなくシステム容量を増加する。アメリカの地

図の上では，1で始まる各3文字のコードが，IAAの地域管

制施設（ACI）の管制下め地域を指定する。多くの受信ビー

ムは一つ以上のACIをカバーしているので，、航空機iの固有

の区分を保つためには，RAPSAIの衛星上のプロセッサが

必要である。

図6　RAPSATシステム

方の衛星に登録する。衛星は登録された航空機を後述

するような順序で，それぞれの航空機に呼掛け信号を

送信する。この呼掛けは，衛星ごとに別の周波数で（b）

図に示すように米本土をカバーする広いアンテナビー

ムで，連続して航空機のアドレスを付して行われる。

この航空機の登録とそれへの呼掛けの順序づけは中央

化した地球局が制御することなく衛星自身のデータの

処理による。航空機の受信機はそれぞれの管轄衛星の

送信周波数に同調しておき，その受信をした呼掛け信

号に応答するが，それには機上の航法装置の位置デー

タが含まれ，それによりADS機能を持つことになる。

この航空機からの応答は，二つの衛星のスポットビー

ムで受信される。このスポットビームは，径15mのア

ンテナで，米本土を約30のビームでカバーする程度の

大きさであるd航空機からの応答を受信した呼掛け衛

星は，呼掛けから応答受信までの時間によって，衛星

と航空機間の距離を決定する。呼掛けしないほうの衛

星は，その応答の受信時間を呼掛け衛星に，衛星問通

信によって通知をする。両衛星の時計は衛星間通信で

正確に合わされているので，非呼掛け衛星と航空機間

の距離は正確に測定できる。

　こうして，2衛星からの距離と航空機の高度とから

衛星は航空機の位置を計算し，その結果を航空管制施

設に通知をする。

　航空機のみを対象としたRAPSATは，2010年の米

本土上の70，000ftまでのピーク瞬時航空機i数と予測さ

れている50，000機に対応するように設計されている。

この航空機のうちの15％がターミナル地域にあり，4

秒ごとに呼掛け，残りのエンルートにいる85％の航空

機は6秒ごとに呼掛けるとすると，各衛星は毎秒4480

航空機を呼掛けることになる。一方，メッセージ伝送

のほうは，モードSのメッセージ長，1機当りの毎時

のメッセージ数衛星のデータ回線の能力とから，地

対空と空対地について決定され，その結果，衛星の処

理と通信に必要な消費電力は4．5kW以下と考えられ

た。各通信回線のパラメータを図7に示す。

　各航空機への呼掛けの順序は応答受信のガーブルを

防ぐために各受信アンテナのカバレージの中を，その
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　回線の特性と処理すべきデータのまとめ；RAPSATの容

量の解析は五つの回線の各々について注意深く考察された。

この図は重要な結果を示している。全回線で10－6のBERを

達成するためにQPSK変調とともにレート1／2のコーディ

ングが使用された。航空機への回線の1000Wの衛星送信電

力は，CONUSカバレージの衛星アンテナと利得OdBの無

指向性航空機アンテナの使用からの結果である。航空機から

の上りの直径15mのスポットビームの衛星受信アンテナは

航空機が満足な性能で2～3秒ごとの100Wの100μsのバー

ストの送信を可能にする。衛星は実際には同じものでよく，

ここでの各項はCONUSの東半分にいる航空機の処理すべ

きデータのみを反映してある。

　　　　　　　図7　RAPSATの信号の流れ

直径が20海里程度で高さが70，000ftの六角柱の空域に

区分してこれを距離順セルと呼び，このセルの中の航

空機をグループ化して，距離順に呼び掛ける方法を取

る。一つのセルではその呼掛け頻度が足りないときは

遠く離れた二つまたはそれ以上のアンテナビームの中

のセルについて同時に呼掛けを行えばよい。このシス

テムではまた，航空管制の他，海上交通管制や陸上車

両の運行管理などを総合的に処理することも考えられ

ている。

　将来の衛星航法システムとしては理想的なのは，一

つの静止衛星によるシステムであろう。例えば，衛星

上のレーダは全く移動体上にそのための装置を必要と

することなく航空機などの移動体の動きを監視できる

が，そのような衛星レーダは2010年頃までには実現は

しないだろうというのがRTCAでの研究の結果であ

る。1静止衛星による航行衛星の提案は，古くはPhil－

co　Ford社の提案がある。ζれはろピンする衛星から

十文字に交差する2本の扇状ビームを出し，別にその

ビームの交点が衛星直下点の地上を通ったときに無指

向性の基準信号を送信する考えである。最近めもので，

ほとんどが同じ考え方のStarfindという衛星の提案

がある。Starfind衛星は，径18mmで長さが24．4mの

多数の受信アンテナを傘の骨状に組合わせた直径が49

mの衛星で，中心軸でスピンするとともに，衛星の中

心が円運動をする。この二つの衛星の動きと各受信ア

ンテナの受信電力とから地上の送信機の衛星に対する

方位の決定ができると提案者は主張している。

　このような指向性の電波を出すか，角度を測定する

静止衛星システムは，距離測定の静止衛星システムの

’ような赤道の周辺での緯度の測定不能がないが，その

角度の測定精度を確保するために大形のアンテナを必

要とするので，将来の衛星システムといえるであろう。
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〔資料1〕

電波航法研究会平成2年度事業報告

Records　of　the　Work　Carried　Out　by　the　Japanese　Committee

　for　Radio　Aids　to　Navigation　During　Ficsical　Year　1990

総会

　　平成2年度総会は，平成2年5月11日14時から，

　海上保安庁水路部会議室で開催された。出席者31名，

　委任状提出者54名，計85名で，当会規約第10条第4

　項により本総会は成立した。

　　各議題の審議結果は次のとおりであった。

　1．平成元年度事業報告が事務局により行われ承認

　　された。

　2．平成元年度会計報告が事務局により行われ，会

　　計監査　臼居　勲　氏及び倉繁貴志子　氏の監査

　　報告があり，承認された。

　3．平成2年度会長，副会長の選出が行われ，満場

　　一致で会長に　飯島幸人　氏が，副会長には　鈴

　　木品氏，只野暢氏及び萩野芳造氏が
　　選出された。

　　　また，各幹事の委嘱については原案どおり了承

　　された。

　4．平成2年度事業計画面について事務局から説明

　　が行われ，原案どおり承認された。

　5．平成2年度予算案について事務局から説明が行

　　われ，原案どおり承認された。

研究会

　1．　平成2年度第1回研究会は，平成2年5月11日，

　　海上保安庁水路部会議室で総会に引き続き開催さ

　　れ，㈱トリンブルナビゲーション木村小一氏

　　の「衛星航法の現状と将来について」と題する講

　　演が行われた。

　　　出席者は31名であった。

　2．第2回研究会は，平成2年7月20日，海上保安

　　庁水路部会議室において開催され，電気通信大学，

　　鈴木　務　氏の「ISNCR－89及びIEEEレーダー

　　90（レーダーに関する国際会議）に出席して」，東

　　京商船大学　飯島幸人　氏の「PIANC（国際航路

　　会議）に出席して」，と題する講演が行われた。

　　　出席者は29名であった。

　3．　第3回研究会は，平成2年9月21日海上保安庁

　　水路部会議室において「小型GPS受信機」をテー

Secretariat　Of丑ce　of　the　JACRAN

　　マに開催され，㈱東芝，日本無線㈱，古野電気㈱，

　　横河ナビテック㈱及び㈱トリンブルナビゲーショ

　　ンの各メーカーによる製品の紹介並びにその開発

　　方針等について説明が行われた。

　　　出席者は51名であった。

　4．第4回研究会は，平成2年12月4日，東京商船

　　大学85周年記念会館において開催され，㈱トリン

　　ブルナビゲーション　木村小一　氏の「10NGPS

　　－90に出席して」，海上保安庁　森山英隆　氏の

　　「第12回国際航路標識会議について一1990年

　　IALAフェルトホーヘン会議一」，日本海技協会

　　庄司和民　氏の「IMOにおける最近の話題」，と題

　・する講演が行われた。

　　　出席者は37名であった。

　5．．第5回研究会は，平成3年1月16日，海上保安

　　庁水路部会議室において開催され，古野電気㈱，

　　渡辺　健　氏の「インターフェイスの現状と問題

　　点について」，日本無線㈱横井行雄　氏の「IEC

　　におけるデジタルインターフェイスの規格化の動

　　向について」，日産自動車㈱遠藤寛氏の

　　「MAN－MACHINEインターフェイスについ
　　て」，と題する講演が行われた。

　　　出席者は34名であった。

　6．第6回研究会は，平成3年3月12日海上保安庁

　　第一会議室においてGMDSSをテーマに開催さ

　　れ，関連の機器について古野電気㈱及び日本無線

　　㈱から紹介があった。また，船舶礒装品研究所　吉

　　田公一　氏の「406EPIRBについて」，海上保安庁

　　山本哲雄　氏の「コスパス・サーサットの地上局

　　について」，と題する講演が行われた。

　　　出席者は50名であった。

特別研究会

　　平成2年度の特別研究会（見学会）は，平成2年

　10月25日，26日開催され，25日は海上保安庁関門海

　峡海上交通センターの見学を，また翌26日は船から

　関門海峡の見学を実施した。

　　　参加者は27名であった。
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幹事会

　　企画及び編集幹事会は，合同で平成2年5月11日，

　7月20日，9月21日，12月4日，平成3年1月16日

　及び3月12日に開催され，予算案，事業計画，研究

　テーマ，行事計画，会誌「電波航法」の編集刊行等

　々とついて審議が行われた。

会誌発行

　　会誌「副砲法」は現碑集中であり溌行1ま6
　月の予定である。

会員数

　　平成3年3月31日現在

　　　　正会員　46社　103口
　　　　個人会員　　19名　　　7口（終身会員）

　　　　　　　　　　　　　　　12口（年　会員）

　　　　推薦会員　15名
　　　　特別　会員　　18名（同一大学等は1名と

　　　　　　　　　　　　する）

会員の移動

1．入会
　　正　会員　　地球科学総合研究所

　　個人会員　　小平　昇　氏

2．退会

　　推薦会員　　岡田　實　氏（死亡）

　個人会員　　佐尾和夫　氏

　　特別会員　　羽倉幸雄　氏

〔資料2〕

電波航法研究会　平成2年度決算報告

金　　　額 金　　　額
項　　　目

予　算額 決　算額
摘　　　　　要 項　　　目

予　算　額 決　算額
摘　　　　要

前年度より繰越 1，950，322円 1，950，322円 会　議　費 240，000円 268，555円 研究会6回，幹事会6回

会誌出版費 1，800，000円 40，168円

庶務 180，000円 203，174円

事
務
費

出　版 20，000円 20，000円

．会計 40，000円 40，000円

収
　
　
入
　
　
の
　
　
部

会　　　費 1，403，000円 1，329，485円

当年度分

@正会員
@98口×12，000
@　　　－515＝1，175，485

@個人会員
@7口x2，000＝14，000年会員

�N度未収分
@正会員
@11口×12，000＝132，000

@個人会員
@3口x2，000＝6，000年会員一昨年度未収分

@個人会員
@1口×2，000＝2，000年会員

支
出
の
部

謝　　　金 73，000円 73，000円

通信交通費 150，000円 96，457円

予　備　費 1，030，322円 70，816円
特別研究会補助47，953

％T，弔電　　22，863

小　　　計 3，533，322円 812，170円

雑　収　入 5，000円 12，000円 次年度へ繰越 2，591，402円 会誌36号，37号出版費を含む

広　告料 170，000円 84，485円

銀行利子 5，000円 27，280円 計 3，533，322円 3，403，572円

計 3，533，322円 3，403，572円
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〔資料3〕

電波航法研究会平成2年度役員

初
釦
一
頷

11

Q1

@
3
1

r
ひ
　
か

64

･
　
3

3
2
4
　
2
8

03

O4

@
0
4

歴
歴
　
商

学
部
　
所

大
大
　
究

　
　
　
長

船
信
　
　
　
㈱

商
通
　
　
　
力

京
気
　
ロ

凍
儲
一
膨

人
務
暢
造

幸
　
　
芳

島
木
三
野

飯
鈴
只
萩

長
長会

〃
〃

会
副

〔東京商船大学留03－3641－1171〕

〔㈱東京計器僧03－3490－1961〕
〔電子航法研究所低0422－41－3187〕

〔全日本空輸㈱智03－3745－8648〕

〔日本無線㈱留0422－45－9222〕
〔大阪商船三井船舶㈱盈03－3587－7111〕

〔海上保安庁水路部實03－3541－3811〕

〔海上保安庁灯台部鯉03－3591－6361〕

吾
光
夫
男
彰
治
昭
三

尚
秀
泰
邦
　
硯
　
勝

　
田
辺
川
村
野
田

林
山
渡
谷
中
町
浅
旧

事幹　
〃
　
〃
　
〃
　
〃
　
〃
　
〃
　
〃

画企

〕
　
〕
　
〕
　
〕
　
〕

－
　
民
U
　
1
⊥
　
－
⊥
　
－
⊥

7
ε
　
7
8
　
1
⊥
　
β
U
　
ρ
0

1
⊥
　
7
　
■
⊥
　
1
⊥
　
り
0

3
　
只
り
　
9
盈
　
2
　
疏
U

　
　
　
一
　
　
一
　
　
一
　
　
一

－
⊥
　
4
　
4
　
り
0
　
1
⊥

4
　
8
　
R
》
　
8
　
0
」

一
　
9
々
　
4
　
一
　
5

9
々
　
0
0
　
0
0
　
4
　
0
0

9
々
　
一
　
　
一
　
9
自
　
一

4
　
3
　
0
0
　
4
　
3

0
　
0
　
0
　
0
　
0

鯉
智
燈
恐
低

所
㈱
㈱
学
部

子
本
電
気
蘇

電
日
沖
電
海

〔
　
〔
　
〔
　
〔
　
〔

栄
稔
照
男
文

　
　
直
郁
雅

岡
城
田
井
口

長
藤
廣
荒
谷

編集幹事
　ノノ

　〃
　ノノ

　ノノ
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〔水　　　洋　　　会　燈03－3486－0217〕臼居勲
倉繁貴志子

査監　
〃
計会

〔東京水産大学歴03－347H251〕浜田悦之出版幹事

〔東京商船大学恋03－3641－1171〕
〔海上保安庁灯台部歴03－3591－6361〕

今津隼馬
笠井　啓

会計幹事
　ノノ

〔海上保安庁灯台部立03－3591－6361〕

〔　　　　　　〃　　　　　　〕
〔　　　　　　〃　　　　　　〕

新田太久三

佐藤隆文
中島正幸

庶務幹事
　ノノ

　〃
〔資料4〕

平成3年度事業計画

　（8）衝突防止装置の調査研究

　（9）レーダービーコン及びトランスポンダについて

　　　の調査研究

　⑩　諸外国における電子航法の調査研究

　⑪　通信システムの調査研究

　（12）その他

2．会誌発行及び資料配付

　（1）会誌「電波航法」36号，37号，38号の出版

調査研究

1）航法の自動化の調査研究

2）双曲線航法の調査研究

3）衛星航法の調査研究

4）レーダー航法の調査研究

5）電子航法技術の調査研究

6）交通管制の調査研究

7）省エネルギー航法の調査研究
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（2）内外資料の配付

（3）専門用語集の作成，出版

（4）ニュースレターの発行

3．研究会

　年6回開催する。

4．　特別研究会

　秋に実施する。

5．電波航法研究会創立40周年記念事業

　（1）特別講演会

　（2）表彰

　（3）電波航法記念号（38号）出版

　（4）記念祝賀会

〔資料5〕

電波航法研究会　平成3年度予算

項　　　　目 金　　　　額 摘　　　　　要 項　　　　目 金　　　　額 摘　　　　　要

前年度より繰越 2，591，402円 会　議　費 260，000円 研究会，幹事会

会誌出版費 2，700，000円 会誌36，37，38号分

庶　　務 100，000円

事
務
費

編　　集 20，000円

会　　　　費 1，332，000円

当年度分

ｳ会員
@103口×12，000＝1，236，000

ﾂ人会員
@12口×2，000ニ24，000年会員

�N度未収分
ｳ会員
@5口×12，000＝60，000

ﾂ人会員
@6口×2，000ニ12，000年会員

会　　計 40，000円

収
　
　
入
　
　
の
　
　
部

支
出
の
部

謝　　　　金 73，000円

通信交通費 100，000円

雑　収　入 5，000円 会誌販売等 予　備　費 810，402円

広　告　料 170，000円 会誌36，37，38号分

銀行利子 5，000円

計 4，103，402円 計 4，103，402円
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〔資料6〕

電波航法研究会平成3年度役員
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